
第５５回 労働政策審議会障害者雇用分科会 議事次第 
 

 

１ 日時 
 

平成２５年１月２２日（火）１０：００～１２：００ 
 
 
 
 
２ 場所 
   

厚生労働省専用第１２会議室（１２階） 
 
 
 
３ 議題 
 

（１）意見書（素案）について 
  
（２）その他 
 
 
 
４ 資料 
 
資料１ 前回の分科会での委員からの指摘事項等 

  
資料２ 労働政策審議会障害者雇用分科会意見書（素案） 

    
参考資料１ 今まで議論の論点整理 

  
参考資料２ 労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の

在り方に関する中間的な取りまとめ（平成２２年４月２７日労

働政策審議会障害者雇用分科会） 

 
 

 



前回の分科会での委員からの指摘事項等 

 

１．精神障害者に対する支援施策の実施状況等 

○ 精神障害者に対する雇用支援策の推移・・・・・・・・・Ｐ１ 

○ 精神障害者の雇用促進に係る支援施策の流れ・・・・・・Ｐ２ 

○ 各支援施策の実施状況等・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３ 

・ 精神障害者等のジョブガイダンス事業 

・ 地域障害者職業センターでの職業準備支援 

・ 精神障害者雇用トータルサポーター 

・ 障害者トライアル雇用 

・ 精神障害者等ステップアップ雇用等 

・ 地域障害者職業センターにおける事業主支援 

・ ジョブコーチ支援 

・ 職場復帰支援（リワーク支援）等 

・ 障害者就業・生活支援センターにおける事業主支援 

・ 障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

・ 精神障害者の雇用への理解促進のための周知・啓発 

○ 精神障害者への主な支援施策の実績・・・・・・・・・・Ｐ２３ 

○ 精神障害者の雇用促進のため期待する支援等・・・・・・Ｐ２４ 
 

２．精神障害者を取り巻く状況の推移 

 ○ 精神障害者の雇用状況の推移等・・・・・・・・・・・・Ｐ２５ 

・ 雇用義務化の検討に至るまでの雇用状況の変化等 

・ 平成２３年度雇用保険受給資格決定件数（障害者） 

・ 障害者の平均勤続年数の推移等 

・ ハローワークにおける障害者専門求人の充足率 

 ○ 精神障害者に対する企業の意識調査等・・・・・・・・・Ｐ３４ 

・ 精神障害者雇用促進モデル事業の実施概要  
・ 障害者の雇用に関する事業所アンケート調査結果（平成 24年

「障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会」配布資料）  
・ ＪＳＮ５周年・企業アンケート概要（「第 7回障害者雇用促進制度に

おける障害者の範囲等の在り方に関する研究会」配布資料（平成 24年 5月 25日））  
 
（参考） 

・ 障害者とともに働く（厚生労働省モデル事業参加企業の取り組み）【冊子】 

 ・ 障害者の雇用に関する事業所アンケート調査結果（全体版） 

 ・ 精神障害者保健福祉手帳の申請書等 
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長方形



～H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

１．雇用率制度

２．ハローワークにおける職業相談、職業紹介等

精神障害者就職サポーターの配置
精神障害者雇用トータルサポーターの配置

３．助成金

精神障害者等ステップアップ雇用奨励金

精神障害者雇用安定奨励金

職場支援従事者助成金

４．就労支援機関における支援

５．就労支援ノウハウの普及・啓発

精神障害者職業自立等啓発事業
働く障害者からのメッセージ発信事業

精神障害者雇用促進モデル事業の実施
精神障害者雇用管理ノウハウの蓄積・普及事業

６．福祉、医療機関等との連携

ハローワークを中心とした「チーム支援」

７．職業訓練

障害者の態様に応じた多様な委託訓練

精神障害者に対する雇用支援策の推移

実雇用率の算定(H18～） 

ハローワークにおける職業相談、職業紹介等(S63～） 

ハローワークにおける求人開拓(H10～） 

  (H23～) 

精神障害者ジョブカウンセラーの配置(H9～） 
  (H20～) 

納付金制度に基づく助成金の支給(H4～） 

障害者職業センターにおける職業評価、職業準備訓練等(S63～） 

医療機関等との連携によるジョブガイダンス事業(H8～） 

職業能力開発校における職業開発(H4～） 

トライアル雇用(H11～） 

特定求職者雇用開発助成金(H4～） 

障害者就業・生活支援センター(H14～） 

障害者職業センターによるジョブコーチ事業(H14

  (H16～） 

職場適応援助者助成金(H17.10～） 

精神障害者総合雇用支援(H17.10

  (H20～) 

  (H22～) 

(H23～) 

  (H18～) 

  (H18～) 

(H23～) 

(H21～) 

  (H11～) 

精神障害者に対する職場適応訓練(S61～） 



精神障害者の雇用促進に係る支援施策の流れ 

○ ハローワーク、障害者就業・生活支援センター、地域障害者職業センターが中心となって、障害者と 
  事業主双方に対する就職準備段階から職場定着（リワーク支援含む）までの一貫した支援を実施                               

○ ： 主に障害者本人に対する支援施策 
◎ ： 事業主に対する支援施策（障害者と事業主双方を支援するもの含む）                    

※ 就職準備段階～職場適応段階には、就労系福祉サービスである就労移行支援事業と連携 
※ 上記のほか、障害者就業・生活支援センターを中心に、地域の関係機関（医療機関や保健所、自治体・民間団体の就労支援機関、 
  教育機関等）と連携し、就労支援を実施                

精神 
 障害者 

    定着段階 職場適応段階       マッチング段階 就職準備段階 就職 
就職後
７ヶ月 

休職 

○ 本人への職業準備支援等 
◎ 雇入れ支援，研修・セミナー等の開催 
◎ 雇用マニュアルや好事例の紹介 

○ジョブガイダンス 
  事業 ◎ 求人公開、面接会の 

  開催等 

◎ 精神障害者トータルサポーターによる専門的支援（定着支援含む） 

○ 関係機関への連絡・調整 
○ 本人への生活支援 

障害者就業・生活支援センター 

地域障害者職業センター 

◎ 職場定着支援 
◎ 事業主支援 
○ 本人への生活支援 

◎ ジョブコーチ 
  支援 （最大７ヶ月） 

◎ 定着支援 

◎ 各種助成金の支援 

◎ トライアル雇用 （３ヶ月） 

ハローワーク 

◎  リワーク支援 
    （３～４ヶ月） 

○  ジョブ 
 ガイダンス事業 

○ 本人への職業準備支援等 
◎ 雇入れ支援，研修・セミナー等の開催 
◎ 雇用マニュアルや好事例の紹介 

◎ 精神障害者等ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ雇用（最大12ヶ月） 

○ 就労支援ﾅﾋﾞｹﾞｰﾀｰ等 
  による職業相談・紹介 

◎  納付金助成金の支給 

◎ 職場適応指導 

※ 主治医とも 
   連携 



精神障害者等ジョブガイダンス事業の実施状況 
（事業終了後の対象者の状況） 

支援者数 
（人） 

求職活動
等への 
移行 

障害福祉
サービス
の利用 

連携先で
の支援継

続 

その他 
（中止者等） 

就職 求職登録 職リハ
サービス 

23年度 1,779 
【100】 

574 
【32.3】 

139 
【7.8】 

425 
【23.9】 

10 
【0.6】 

206 
【11.6】 

956 
【53.7】 

43 
【2.4】 

精神科病院 

26.9% 精神科診療所 

5.3% 

精神保健福祉

センター 

1.9% 

保健所 

3.7% 

福祉サービス

事業者 

33.2% 

相談支援事業

者 

6.4% 

地域活動支援

センター 

12.8% 

発達障害者支

援センター 

6.1% 

その他 

3.7% 

※ 【 】内は構成比（％） 

連携施設の種類 施設数 

①精神科病院 101  

②精神科診療所 20  

③精神保健福祉センター 7  

④保健所 14  

⑤障害福祉サービス事業者 125  

⑥相談支援事業者 24  

⑦地域活動支援センター 48  

⑧発達障害者支援センター 23  

⑨その他 14  

計 376  

（参考） 平成23年度ジョブガイダンス事業の連携先の状況 

◎ ハローワークの職員が医療機関等を訪問し、就職活動に関する知識や方法のガイダンスを実施。 

  職業準備性や就職意欲を高め、雇用支援策に関する理解、利用の促進を図る。             



地域障害者職業センターでの職業準備支援の実施状況 

◎ ハローワークでの職業紹介等の就職に向かう次の段階への移行を目指し、センター内の模擬的 
  就労現場での作業支援、職業準備講習等を通じて、基本的な労働習慣の体得や作業遂行力・ 
  コミュニケーション能力・対人対応力の向上を図る。      

 
その他 前年度比 身体障害 前年度比 知的障害 前年度比 精神障害 前年度比 前年度比 

23年度 2,146 
【100】 

4.3% 84 
【3.9】 

6.3% 502 
【23.4】 

▲13.9% 664 
【30.9】 

12.7% 896 
【41.8】 

11.0% 

支援対象者数
（人） 

※ 一人ひとりの状況に応じて、作業支援や講習等を組み合わせた個別カリキュラムを作成。 

【 職業準備支援の具体例（３０代（男性）、統合失調症） 】 
 
○ 主な課題とそれに対する支援内容 
 ① 自分に合った働き方の検討（発病後の作業遂行力の低下、ストレスを感じや 
   すい状況等の自己理解が不足。） 
  ⇒ 作業支援として、事務処理作業を実施。作業ミスや能率をフィードバック。 
 ② コミュニケーションスキルの向上 
  ⇒ 対人技能訓練で「相手が忙しい時の声のかけ方」等のロールプレイを実施。 
 ③ ストレスの対処方法の習得 
  ⇒ ストレッチや呼吸法などのストレス解消法の実施など。   
○ 支援の結果 
 ① 作業体験により、ストレスを感じやすいこと等の理解が促進。様々なストレス 
   対処法を検討。 
 ② 対人技能訓練により、気持ちの伝え方などのコミュニケーションスキルが向上。 

※【 】内は構成比（％） 

【作業支援の様子】 

【対人訓練の様子】 



精神障害者雇用トータルサポーターの支援状況 

配置人数 
（人） ※1 

支援内容 
（件） 

相談支援終了後に
次の段階（※4）に
移行した割合（％） 

本人への 
相談等 ※2 

支援機関への 
誘導 

企業への 
支援 ※3 

23年度 303  48,783  41,273  3,367  4,143  77.5% 

※1 配置人数は平成23年度末時点の状況。 
※2 カウンセリングや就職準備プログラム、同行紹介、職場実習など。 
※3 精神障害の特性等に関する説明など雇用促進に向けた働きかけや精神障害者のための求人開拓、就職後の定着支援など。  
※4 就職に向けた次の段階：就職（トライアル雇用、精神障害者等ステップアップ雇用含む）、職業紹介、職場実習、職業訓練・職場適応訓練 
   へのあっせん、面接訓練。 

◎ ハローワークにおいて、本人に対するカウンセリングや就職に向けた準備プログラムを実施。 

  企業に対しては、精神障害者の雇用に関する意識啓発などの業務を実施。           

 （参考） 
 
   精神障害者雇用トータルサポーターは、前身の精神障害者就職サポーター（本人へのカウンセリング業務を実施）の 

  業務に「企業への支援業務」を新たに追加し、平成23年度からハローワークに配置。 
    
   従来のカウンセリング業務に加えて、以下のとおり、企業への支援も実施。 

   ① 企業に訪問し、障害特性や雇用管理ﾉｳﾊｳ､助成金・ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁ等の支援制度、医療機関との連携方法などを解説。 

   ② 職務内容や雇用管理の方法、職場定着のための工夫など先進的事例の収集と、他の企業への情報提供。    

   ③ 支援対象者の情報を踏まえ求人開拓を実施するとともに、就職後は職場訪問し、職場での配慮事項等を助言。 

  



「トライアル雇用」による障害者雇用のきっかけづくり 
～障害者試行雇用事業～ 

○ 期 間 

   ３か月間を限度（ハローワークの職業紹介に

より、事業主と対象障害者との間で有期雇用契
約を締結） 

 

○ 奨励金 

  対象事業主に対し、トライアル雇用者１人に 

 つき月４万円を支給 
 

○ 実 績 

  ・平成22年度 

   開始者数 10,650人 

    常用雇用移行率 86.4％ 
 

  ・平成23年度 

    開始者数 11,378人 

    常用雇用移行率 86.9％ 

不安の解消 
・軽減 

 障害者雇用の経験が乏しいことなどにより、障害者の雇入れを躊躇している事業主と雇用・就労経験が乏しい

ことなどにより、就職に不安のある障害者を対象として、事業主が障害者を短期の試行雇用（トライアル雇用）の

形で受け入れることにより、その不安感等を除去し、以後の障害者雇用に取り組むきっかけ作りや就職を促進

することを目的としています。 
 また、現在障害者を雇用しておらず障害者雇用に関するノウハウが乏しい事業主に対しては、試行雇用奨励

金を支給し、その取組を促進しています。 

トライアル雇用 
（３か月間の有期雇用） 

不安 

不安 

障害者 

事業主 

常
用
雇
用 

障害に応じた 
職場の配慮事項 
が分からない 

どのような仕事が
適職か分からない 

就職は初めてなので、
職場での仕事に耐えら
れるのか不安 

訓練を受けた 

ことが実際に 

役立つか不安 

どのような仕事を 
担当させればよい 
か分からない 

身体障害者は雇用しているが、 

知的障害者を雇用するのは初めて 

障害者への接し方、
雇用管理が分から
ない 



年度 実施主体 支給額（月額） 開始者数
常用雇用
移行率

予算額 支給実績額

平成11年度 1,968人 84.5％ 215,055千円 125,836千円

平成12年度 3,022人 83.1％ 538,080千円 681,254千円

平成13年度 2,181人 79.3％ 354,000千円 343,719千円

平成14年度 2,661人 79.8％ 477,900千円 383,177千円

平成15年度 3,115人 81.1％ 480,000千円 296,659千円

平成16年度 4,283人 82.8％ 630,000千円 491,562千円

平成17年度 5,954人 82.0％ 900,000千円 616,891千円

平成18年度 6,826人 83.0％ 900,000千円 851,924千円

平成19年度 7,744人 82.3％ 902,400千円 715,603千円

平成20年度 8,321人 83.4％ 1,071,600千円 795,910千円

平成21年度 8,545人 84.3％ 1,071,600千円 767,910千円

平成22年度 10,650人 86.4％ 993,600千円 1,004,640千円

平成23年度 11,378人 86.9％ 864,000千円 981,040千円

（注）

※　

※　

※　

常用雇用移行率は常用移行者数／終了者数として算出しているが、平成11・12年度は、常用雇用移行率＝常用移行者数／開始者数と
して算出。

平成12年度の支給実績額は、平成13年度に支給したものを含む。

５０，０００円

×　３ヶ月

４０，０００円

×　３ヶ月

本事業は、平成11・12年度は日本経営者団体連盟への委託事業（障害者緊急雇用安定プロジェクト事業）、平成13・14年度は日本障害
者雇用促進協会（現（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構）への委託事業（障害者雇用機会創出事業）であり、平成15年度から国で実施
すること（若年者トライアル等と統合）とされたものである。

障害者緊急雇用安定プロジェクト事業では、障害者を「職場実習」の形で受け入れ、職場実習修了者をトライアル雇用として受け入れる
形となっている。職場実習の期間は１ヶ月、職場実習実施事業主には実習生１人当たり月額23,900円、実習生には月額116,700円が奨励
金として支給される。

障害者トライアル雇用事業の実施状況について

厚生労働省

（公共職業安定所）

日本障害者雇用促進協会

日本経営者団体連盟（※）
５９，０００円

×　３ヶ月

５９，０００円

×　３ヶ月



障害者トライアル雇用の実施状況 

 
 

全体 

 
 

全体 身体 知的 精神 その他 身体 知的 精神 その他 

２１年度 8,545 2,801 4,086 1,579 79 84.3 81.8 87.5 79.8 85.5 

２２年度 10,650 3,343 4,842 2,358 107 86.4 84.5 90.0 81.7 80.0 

２３年度 11,378 3,467 4,973 2,830 108 86.9 85.8 89.9 83.2 74.5 

トライアル開始者数（件） 常用雇用移行率（％） 



前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度差 前年度差 前年度差 前年度差 前年度差

1 北 海 道 542 9.1% 215 29.5% 221 -1.3% 99 -1.0% 7 0.0% 87.9 8.1 87.0 9.1 94.0 10.0 75.9 3.5 80.0 -5.7

2 青 森 99 -17.5% 28 -34.9% 49 -23.4% 21 75.0% 1 0.0% 92.4 23.2 86.4 27.0 95.9 21.3 90.0 26.4 100.0 0

3 岩 手 137 -4.9% 36 -14.3% 72 -4.0% 27 0.0% 2 － 89.2 0.0 88.0 1.0 93.8 0.7 80.0 -3.3 50.0 50.0

4 宮 城 73 -66.2% 11 -87.4% 48 -38.5% 14 -72.0% 0 -100.0% 74.6 -13.3 53.8 -31.0 81.0 -12.0 75.0 -10.4 0 -100.0

5 秋 田 113 6.6% 40 25.0% 57 1.8% 14 -22.2% 2 － 86.9 4.9 80.0 0.0 91.7 6.9 91.7 21.7 100.0 100.0

6 山 形 92 9.5% 31 -8.8% 47 17.5% 14 55.6% 0 -100.0% 89.0 -1.2 92.6 8.2 93.0 -1.8 70.0 -20.9 50.0 50.0

7 福 島 188 3.3% 83 12.2% 73 14.1% 30 -28.6% 2 0.0% 85.8 -7.6 96.4 3.7 79.5 -12.4 74.1 -23.0 0 -100.0

8 茨 城 251 37.2% 61 48.8% 141 48.4% 44 2.3% 5 25.0% 92.3 8.8 88.9 -5.2 95.0 10.3 91.4 19.2 0 -75.0

9 栃 木 160 31.1% 45 50.0% 67 19.6% 44 41.9% 4 -20.0% 81.3 -1.5 87.5 17.9 74.5 -10.3 86.2 -0.7 75.0 -25.0

10 群 馬 169 27.1% 54 38.5% 80 25.0% 33 10.0% 2 － 82.3 2.8 90.9 10.1 85.7 1.8 66.7 -3.9 100.0 100.0

11 埼 玉 561 -6.0% 158 -3.7% 235 -12.0% 167 1.8% 1 -50.0% 87.9 1.6 84.6 -2.1 88.9 -2.2 89.6 12.4 100.0 100.0

12 千 葉 430 17.5% 112 7.7% 212 39.5% 106 -3.6% 0 － 93.5 1.6 92.1 -2.1 92.7 -1.6 96.5 11.9 0 0

13 東 京 930 -9.1% 233 -14.3% 392 -19.8% 305 17.3% 0 -100.0% 90.4 -0.1 85.5 -3.9 93.0 0.4 90.2 3.1 100.0 0

14 神 奈 川 514 2.0% 124 6.0% 255 0.4% 133 0.8% 2 100.0% 86.3 -7.1 90.2 -4.0 90.7 -6.0 75.0 -11.4 100.0 100.0

15 新 潟 334 42.7% 122 58.4% 126 14.5% 80 86.0% 6 50.0% 88.3 -2.5 84.6 -2.0 94.5 0.6 85.2 -11.9 50.0 0

16 富 山 150 0.7% 33 -34.0% 65 3.2% 48 45.5% 4 33.3% 81.2 -9.1 81.8 -4.7 87.0 -3.9 75.6 -18.5 60.0 -40.0

17 石 川 123 -8.9% 38 -17.4% 50 0.0% 33 -13.2% 2 100.0% 88.7 2.4 89.2 3.5 88.9 -3.3 87.5 9.1 0 -100.0

18 福 井 148 27.6% 72 30.9% 45 32.4% 31 14.8% 0 － 93.7 4.6 89.5 1.1 96.6 0.4 100.0 17.4 0 0

19 山 梨 105 61.5% 27 -20.6% 56 273.3% 21 40.0% 1 0.0% 89.8 7.5 90.9 4.5 92.3 -7.7 76.5 19.3 100.0 0

20 長 野 221 41.7% 58 26.1% 96 41.2% 61 64.9% 6 20.0% 90.1 0.4 85.2 4.0 93.4 -2.1 91.7 3.4 100.0 0

21 岐 阜 191 -2.1% 66 3.1% 88 -14.6% 37 42.3% 0 -100.0% 84.4 1.1 75.9 -7.7 91.3 3.2 81.8 7.7 0 0

22 静 岡 561 45.3% 164 57.7% 224 20.4% 166 74.7% 7 600.0% 86.9 2.4 94.2 2.8 86.1 -0.3 82.4 9.1 66.7 33.3

23 愛 知 333 8.1% 74 -34.5% 144 9.9% 112 83.6% 3 0.0% 87.2 0.4 82.9 -2.4 89.1 0.3 88.1 3.0 75.0 -25.0

24 三 重 102 -27.1% 30 -28.6% 48 -22.6% 24 -33.3% 0 － 84.4 -0.7 76.7 -1.1 94.3 0.7 75.0 1.1 0 0

25 滋 賀 132 0.8% 36 44.0% 67 -10.7% 28 -9.7% 1 － 83.0 -7.2 77.8 -14.5 87.3 -4.6 73.7 -10.9 0 -100.0

26 京 都 244 -3.2% 75 -2.6% 110 -7.6% 56 12.0% 3 -50.0% 81.3 -3.2 76.5 -7.1 86.2 -2.9 78.0 1.5 100.0 25.0

27 大 阪 808 32.0% 209 30.6% 433 30.8% 164 36.7% 2 100.0% 86.8 2.6 85.4 6.8 86.6 -3.0 89.6 12.0 50.0 -25.0

28 兵 庫 383 11.0% 113 -2.6% 201 14.2% 66 32.0% 3 0.0% 89.3 0.8 87.3 4.7 92.7 0.1 84.2 -5.3 75.0 -25.0

29 奈 良 141 1.4% 47 -17.5% 64 14.3% 28 12.0% 2 100.0% 87.5 -2.0 89.7 11.7 85.7 -12.5 88.9 -3.4 100.0 0

30 和 歌 山 111 -0.9% 19 -20.8% 63 16.7% 28 -12.5% 1 -50.0% 85.9 -0.4 80.0 -7.1 97.1 7.8 66.7 -15.5 0 -50.0

31 鳥 取 53 -42.4% 14 -62.2% 20 -39.4% 16 -27.3% 3 － 71.7 -8.0 69.2 -12.3 78.9 -4.9 75.0 5.0 0.0 0

32 島 根 160 -0.6% 35 -7.9% 76 -10.6% 47 42.4% 2 -60.0% 86.0 -1.3 82.1 0.6 90.6 -6.1 82.1 8.5 100.0 0

33 岡 山 214 40.8% 75 47.1% 86 43.3% 50 38.9% 3 -40.0% 82.7 0.5 80.8 -4.6 89.0 6.0 68.6 -11.4 100.0 66.7

34 広 島 311 -1.0% 89 -2.2% 112 -13.8% 106 15.2% 4 300.0% 86.9 3.5 85.1 5.1 90.1 4.4 85.6 2.2 75.0 75.0

35 山 口 123 -3.9% 45 -2.2% 31 -41.5% 44 91.3% 3 -50.0% 82.8 0.0 88.4 12.3 86.4 -3.1 69.0 -12.9 100.0 33.3

36 徳 島 116 6.4% 26 -3.7% 51 -13.6% 38 100.0% 1 -75.0% 86.4 -7.8 84.2 -8.9 91.4 -4.9 80.8 -19.2 100.0 40.0

37 香 川 129 29.0% 39 69.6% 65 32.7% 25 -10.7% 0 － 87.0 -0.5 80.0 0.8 97.6 4.6 75.0 -10.7 0 0

38 愛 媛 133 26.7% 48 17.1% 52 8.3% 30 87.5% 3 － 86.0 -1.3 81.3 0.7 88.7 -2.0 88.5 -11.5 100.0 100.0

39 高 知 105 1.0% 37 12.1% 38 -29.6% 30 87.5% 0 -100.0% 88.1 -3.3 83.3 -4.7 96.8 5.0 82.6 -11.5 0 -100.0

40 福 岡 540 11.3% 218 29.8% 188 -7.4% 130 19.3% 4 -20.0% 84.0 2.7 84.2 6.2 88.9 3.5 78.7 -0.6 50.0 -10.0

41 佐 賀 128 19.6% 49 4.3% 53 43.2% 24 33.3% 2 -60.0% 86.2 -4.1 91.1 -1.4 85.1 -5.8 75.0 0.0 100.0 0

42 長 崎 152 -24.0% 48 -32.4% 72 -27.3% 29 -3.3% 3 － 77.2 -7.2 81.8 -0.3 75.4 -12.1 68.4 -10.9 100.0 100.0

43 熊 本 122 -17.6% 36 -34.5% 41 -22.6% 40 14.3% 5 0.0% 80.0 -2.7 80.6 2.4 90.2 4.8 73.5 -9.8 55.6 -44.4

44 大 分 124 30.5% 46 31.4% 33 13.8% 44 41.9% 1 － 89.0 3.7 88.6 4.0 90.5 -1.0 88.2 9.7 100.0 100.0

45 宮 崎 166 24.8% 64 25.5% 60 -4.8% 40 150.0% 2 -33.3% 90.7 4.5 94.7 6.7 88.0 -0.7 88.9 20.1 100.0 0

46 鹿 児 島 220 15.2% 109 9.0% 78 5.4% 30 76.5% 3 － 88.6 3.4 86.8 3.1 89.0 -1.9 92.6 21.2 100.0 100.0

47 沖 縄 236 -13.9% 75 -20.2% 88 -13.7% 73 4.3% 0 -100.0% 80.9 -3.8 84.6 -5.7 84.6 -0.2 71.6 -5.1 100.0 14.3

11,378 6.8% 3,467 3.7% 4,973 2.7% 2,830 20.0% 108 0.9% 86.9 0.5 85.8 1.2 89.9 -0.1 83.2 1.5 74.5 -5.5合 計

障害者トライアル雇用の実施状況（都道府県別）（平成23年度）

身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他
トライアル雇用
開始者数（件） 身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他

常用雇用移行率
（％）



年度 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 前年度差 前年度差 前年度差 前年度差 前年度差

1 北 海 道 357 -5.6% 112 -20.6% 173 6.8% 69 -1.4% 3 -40.0% 85.5 -4.0 87.1 -2.5 87.9 -5.9 77.0 -0.7 100.0 12.5

2 青 森 38 -50.6% 9 -64.0% 23 -34.3% 6 -62.5% 0 -100.0% 91.4 0.4 100.0 15.8 87.5 -7.6 100.0 14.3 0 0.0

3 岩 手 65 -29.3% 14 -48.1% 37 -21.3% 14 -12.5% 0 -100.0% 89.9 2.7 87.5 4.2 90.0 -3.5 92.3 23.1 0 -100.0

4 宮 城 54 1.9% 13 85.7% 31 -24.4% 9 80.0% 1 - 89.2 14.6 66.7 8.3 92.9 10.0 83.3 16.7 0 0.0

5 秋 田 59 -29.8% 12 -62.5% 37 -9.8% 9 - 1 -50.0% 90.7 -1.3 93.8 8.0 90.0 -3.3 88.9 -11.1 0 -100.0

6 山 形 40 -34.4% 5 -72.2% 27 -20.6% 8 -11.1% 0 - 87.3 1.1 72.7 -16.2 96.9 6.3 75.0 8.3 0 -50.0

7 福 島 70 -27.8% 23 -42.5% 30 -25.0% 16 -5.9% 1 - 90.0 3.8 89.7 -5.3 88.2 6.4 100.0 23.8 0 0.0

8 茨 城 51 -64.8% 14 -58.8% 29 -65.1% 8 -70.4% 0 -100.0% 88.9 -4.0 90.3 5.1 90.2 -7.1 80.0 -7.5 100.0 100.0

9 栃 木 71 -39.8% 20 -35.5% 35 -34.0% 16 -46.7% 0 -100.0% 84.3 -1.0 95.8 13.2 86.8 4.7 66.7 -33.3 0 -75.0

10 群 馬 31 -73.9% 11 -73.2% 9 -84.2% 11 -42.1% 0 -100.0% 88.2 10.1 87.5 2.5 92.3 6.9 83.3 23.3 0 -100.0

11 埼 玉 283 -25.1% 62 -42.6% 142 -7.8% 77 -33.0% 2 100.0% 86.6 -2.4 82.6 -2.0 88.3 -1.4 86.3 -6.8 91.7 -8.3

12 千 葉 131 -55.3% 23 -69.7% 80 -45.9% 28 -59.4% 0 - 90.2 -3.3 86.2 -4.7 93.9 0.9 83.3 -14.1 0 0.0

13 東 京 390 -40.8% 78 -49.4% 197 -35.0% 115 -43.1% 0 - 91.4 0.2 88.5 3.2 93.8 -0.3 91.0 0.3 100.0 100.0

14 神 奈 川 196 -44.9% 27 -67.5% 133 -29.6% 35 -57.8% 1 0.0% 94.4 8.1 94.7 6.8 95.4 3.9 91.7 18.4 100.0 100.0

15 新 潟 131 -44.3% 42 -56.3% 59 -32.2% 28 -42.9% 2 -33.3% 92.6 -0.8 86.1 -6.0 98.6 3.8 87.2 -4.7 0 0.0

16 富 山 42 -63.2% 13 -53.6% 21 -52.3% 7 -81.6% 1 -75.0% 92.2 13.3 92.9 16.7 89.3 5.1 100.0 23.8 100.0 40.0

17 石 川 45 -49.4% 8 -69.2% 17 -57.5% 19 -13.6% 1 0.0% 96.0 7.7 100.0 10.0 100.0 14.8 90.0 0.0 100.0 100.0

18 福 井 33 -62.9% 12 -76.0% 13 -53.6% 7 -36.4% 1 - 89.8 -5.2 94.7 3.6 89.3 -10.7 81.8 -18.2 100.0 100.0

19 山 梨 31 -59.7% 9 -47.1% 15 -67.4% 6 -53.8% 1 0.0% 84.6 -6.4 75.0 -10.7 94.1 0.4 77.8 -2.2 100.0 0.0

20 長 野 46 -65.2% 12 -71.4% 21 -63.8% 13 -55.2% 0 -100.0% 89.7 1.3 87.5 2.1 88.5 -2.9 93.5 5.3 100.0 0.0

21 岐 阜 48 -61.6% 6 -84.2% 37 -44.8% 4 -80.0% 1 - 79.0 -3.0 80.8 13.1 77.5 -13.0 80.0 0.0 0 0.0

22 静 岡 192 -46.8% 56 -44.0% 82 -46.4% 52 -49.5% 2 -60.0% 86.8 0.3 82.4 -10.0 92.6 6.5 82.4 -2.7 0.0 -33.3

23 愛 知 134 -41.2% 26 -50.9% 56 -39.8% 51 -36.3% 1 -50.0% 85.6 -5.7 82.4 -3.1 88.9 -4.9 82.4 -10.0 100.0 0.0

24 三 重 37 -40.3% 9 -55.0% 22 -33.3% 6 -33.3% 0 - 89.6 -3.0 69.2 -18.3 94.4 -5.6 94.4 23.0 0 0.0

25 滋 賀 56 -37.1% 13 -51.9% 25 -46.8% 17 13.3% 1 - 84.5 9.1 78.6 7.1 83.9 5.1 87.0 17.0 100.0 100.0

26 京 都 70 -56.5% 14 -74.5% 30 -57.7% 24 -29.4% 2 100.0% 87.5 8.4 80.0 5.0 92.9 9.0 92.9 21.4 50.0 -50.0

27 大 阪 179 -68.9% 53 -62.7% 90 -70.7% 36 -71.2% 0 -100.0% 88.7 4.3 84.2 2.6 92.1 7.3 84.9 -2.3 100.0 100.0

28 兵 庫 92 -66.4% 21 -73.4% 47 -67.4% 23 -54.9% 1 - 86.9 -1.0 93.3 7.4 82.9 -9.1 89.7 9.7 100.0 100.0

29 奈 良 25 -75.0% 6 -80.6% 11 -79.6% 7 -46.2% 1 -50.0% 87.5 -2.6 94.1 12.3 100.0 8.0 66.7 -33.3 100.0 0.0

30 和 歌 山 32 -56.2% 8 -42.9% 16 -61.9% 7 -56.3% 1 0.0% 86.4 -6.9 85.7 -5.2 85.3 -10.9 88.9 1.4 0 0.0

31 鳥 取 24 -29.4% 4 -60.0% 18 28.6% 2 -75.0% 0 -100.0% 89.5 24.0 80.0 20.0 88.9 17.5 100.0 25.0 100.0 100.0

32 島 根 92 -9.8% 11 -50.0% 55 10.0% 26 -13.3% 0 - 89.9 1.5 81.8 3.6 91.2 -1.2 89.7 1.2 100.0 0.0

33 岡 山 56 -65.2% 17 -67.9% 26 -64.4% 10 -68.8% 3 - 84.7 2.0 82.1 6.4 89.3 -4.7 78.6 14.3 100.0 100.0

34 広 島 107 -50.7% 27 -57.1% 52 -31.6% 28 -62.7% 0 -100.0% 88.5 0.9 87.5 2.8 93.7 2.2 77.8 -7.2 100.0 0.0

35 山 口 55 -27.6% 17 -39.3% 25 19.0% 13 -48.0% 0 -100.0% 84.9 -0.3 77.8 -10.7 90.0 5.4 86.7 13.9 0 -100.0

36 徳 島 54 -28.0% 18 -5.3% 23 -14.8% 13 -53.6% 0 -100.0% 91.4 6.7 93.3 8.7 95.1 7.6 84.0 5.4 0 -100.0

37 香 川 20 -75.6% 8 -70.4% 7 -82.9% 5 -64.3% 0 - 88.9 3.8 85.7 9.5 90.9 -5.9 88.9 15.6 0 0.0

38 愛 媛 24 -75.3% 9 -75.7% 12 -68.4% 3 -84.2% 0 -100.0% 90.7 4.1 100.0 18.2 95.8 6.9 73.3 -16.1 0 0.0

39 高 知 57 -23.0% 17 -41.4% 17 -32.0% 23 15.0% 0 - 90.7 6.3 100.0 21.1 95.2 -0.8 81.0 9.5 0 0.0

40 福 岡 271 -27.7% 88 -44.7% 109 -13.5% 72 -17.2% 2 -33.3% 83.0 1.4 83.2 0.4 86.4 0.2 76.8 0.5 100.0 62.5

41 佐 賀 69 -9.2% 20 -33.3% 27 -18.2% 21 90.9% 1 -50.0% 89.6 3.9 100.0 10.3 92.3 9.0 66.7 -15.2 100.0 0.0

42 長 崎 50 -44.4% 10 -68.8% 36 -7.7% 3 -81.3% 1 -66.7% 92.1 15.1 95.2 13.4 94.5 23.4 75.0 -12.5 100.0 0.0

43 熊 本 47 -45.3% 11 -57.7% 20 -39.4% 15 -34.8% 1 -75.0% 83.3 2.6 64.3 -17.5 90.0 0.0 87.5 9.2 100.0 50.0

44 大 分 34 -58.0% 13 -60.6% 10 -41.2% 11 -64.5% 0 - 94.3 1.5 92.0 6.8 93.3 -6.7 100.0 0.0 0 0.0

45 宮 崎 32 -70.4% 6 -83.3% 24 -41.5% 2 -93.3% 0 -100.0% 89.7 -1.0 90.5 -4.3 96.4 8.9 66.7 -25.0 0 -100.0

46 鹿 児 島 53 -65.8% 16 -78.4% 33 -45.9% 3 -84.2% 1 0.0% 91.2 4.0 84.8 0.2 95.0 5.6 93.8 5.5 100.0 100.0

47 沖 縄 101 -43.3% 31 -49.2% 44 -36.2% 25 -47.9% 1 - 91.0 7.3 90.9 5.9 92.2 1.1 89.2 17.8 100.0 0.0

4,175 -46.2% 1,054 -55.6% 2,083 -40.2% 1,003 -45.2% 35 -50.7% 88.7 1.6 87.1 2.4 91.2 0.9 85.2 1.6 92.3 20.4

障害者トライアル雇用の実施状況（都道府県別）（平成24年4月～11月分）

合 計

常用雇用移行
率（％） 身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他

開始者数
（件） 身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他



障害者トライアル雇用の対象事業所の明確化等について 

 障害者トライアル雇用について、障害者トライアル雇用の趣旨・目的を踏まえ、平成 
２４年度から①対象事象所の明確化、②奨励金の支給対象者の見直しを実施 

対象事業主：就職が困難な障害者を受け入れることについての不安感等を除去し、以後の
雇用に取り組むきっかけ作りを進めるためにトライアル雇用を行うことが効果
的であると思われる事業主 

23年度 
以前 

障害者雇用に関するノウハウが乏しい事業所 障害者雇用に関するノウハウがある事業所 

①同一職種で雇入れ経
験がない障害種別・
障害部位別の求職者
を雇用する事業所 

②HWが特に就職が困
難と判断する者を雇
用する事業所 

雇入れに係るノウ
ハウがある障害種
別の障害者を雇用
する事業所 

障害者雇用に関するノウハウが乏しい事業所
（※） 

障害者トライアル雇用
の目的を踏まえて対象
事業所を明確化 

※ 平成24年７月以降は、奨励金の支給対象を現在障害者を雇用していない事業所に係る事業主に限定 

2４年度 
以降 



◆ グループ雇用奨励加算金 
 精神障害者等がお互いに支え合いながら働け
るグループ雇用は職場適応に効果的であること
から、グループでステップアップ雇用を実施する
場合は、グループ雇用奨励金が加算されます。 
 
○ グループ人数   ２人～５人以下 
 
○ グループ雇用奨励加算金の額 
   １グループあたり月２万５千円を支給 
   (最長１２ヶ月） 
 
【平成23年度実績】 18グループ 

◆  精神障害者等ステップアップ
雇用奨励金 

 
○ 期 間 等 
 ・ ３ヶ月～１２ヶ月 
 ・ 1週間の労働時間は１０時間以上 
 ・ ハローワークの職業紹介により雇入れ 
 ・ 事業主と対象精神障害者等との間で有期 
  雇用契約を締結 
 
○ 奨励金の額 
   事業主に対し、ステップアップ雇用者 １人に 
   つき、月２万５千円を支給（最長１２ヶ月） 
 
【平成23年度実績】 開始者数327人 
             常用雇用移行率42.2％ 
           

精神障害者等 
 
●心身が疲れやすい。 
●緊張しやすい。 
●判断・責任等のプ
レッシャーに弱いことが
ある。 
●コミュニケーション能
力に困難がある。 
●直ちに雇用率適用と
なる週20時間以上働く
ことが困難。 
 

 
●精神障害等について
の知識がない。 
 
●精神障害者等の受
入れに不安がある。 
 
●精神障害者等の常
用雇用に踏み切れない。 
 

週１０時間 

週２０時間 

事業所 

  精神障害者等ステップアップ雇用 
 精神障害者及び発達障害者の障害特性に鑑
み､ 一定の期間をかけて、仕事や職場への適応

状況等をみながら、徐々に就業時間を伸ばして
いくことで常用雇用への移行を目指します。  

〔奨励金の支給〕 

事業所と精神障害者等の相互理解 
   
  雇用経験や知識の取得、不安の除去 
   障害特性や職場適応の見極め等 

 

 
常 

用 

雇 

用  

「精神障害者等ステップアップ雇用」による 
常用雇用への移行の促進 



精神障害者の雇用に活用可能な主な助成金 

  障害者などの就職困難者をハローワーク等の紹介により、雇入れる事業主に対して支給 

助成額 助成期間 

中小企業以外 中小企業 中小企業以外 中小企業 

○重度障害者等（重度障害者・精神障害
者・４５歳以上の障害者） ※短時間除く 

１００万円 ２４０万円 １年６ヶ月 ２年 

◎ 特定求職者雇用開発助成金 

   精神障害者の雇用を促進するとともに職場定着を図るため、新規雇用した精神障害者や在職中 
  の精神障害者が働きやすい職場づくり（※）を行った事業主に対し、奨励金を支給 

◎ 精神障害者雇用安定奨励金 

 ※ 例： 精神障害者に対するカウンセリング等を行う精神保健福祉士等を新たに雇用又は委嘱した場合 
        → 雇用1人当たり年180万円を上限／委嘱1人当たり 1回1万円 

   重度知的障害者又は精神障害者の方(６５歳未満)を、ハローワーク等の紹介により雇用し、 
  職場支援従事者（職場支援パートナー)の配置を行う事業主に対して助成金を支給 

◎ 職場支援従事者配置助成金 

 ・ 助成額は、従事者1人あたり3人を上限とする支給対象 
  労働者数に、右の額を乗じて得た額。   
 ・ 助成期間は３年間。 

中小企業以外 中小企業 

短時間以外の者 ３万円 ４万円 

短時間労働者  １．５万円 ２万円 

       在職精神障害者を他の精神障害者に対する相談等を行う担当者として配置した場合 
        → 配置した在職精神障害者１人当たり25万円 

【平成23年度実績】 支給件数３件／利用届出提出件数９件 

【平成23年度実績】 支給件数（障害者分）41,307件 

【平成23年度実績】 支給件数82件／新規雇用者数309人 



地域障害者職業センターにおける事業主支援の実施状況 ※1 

支援 
事業所数 
（所／実数） 

支援内容（件／延べ件数） 

雇入れ支援※2 定着支援※3 
情報提供や 

会議・研修等※4 

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 

23年度 16,673 5.8% 11,778  6.3% 18,467  5.1% 11,398  6.9% 

※1 各都道府県の地域障害者職業センター（47センター及び5支所）において実施。 

（参考：標準的な支援の流れ）  

※2 障害者の雇入れ計画、配置、作業環境、労働条件（勤務・休憩時間、休日、賃金、安全衛生等に関する配慮）に 
   関する助言・援助や障害者、雇用現場の従業員への教育に関する助言・援助等を実施。 

※3 在職中の障害者の配置転換、職務再設計等に関する助言・援助や人間関係に係る配慮等に関する助言・ 
   援助等を実施。  

※4 障害者雇用率制度、各種助成金、他の行政サービス等に関する情報提供や障害者の雇用管理に関する 
   課題解決に向けた研修会の開催、他の専門家との連携支援等を実施。  

①企業との相談 ： 企業との相談を通じて、障害者の採用、職場適応、職場復帰等に関する支援ニーズ、具体的な課題等を 

    把握。事業主支援計画（案）の内容等を説明・提案し、同意を得て策定。  【 ２～３回程度】 

②体系的支援の実施 ： 事業主支援計画に基づき、雇入支援や定着支援、情報提供等の支援を実施。【 ３か月程度※】 

③支援後のフォローアップ ： 支援実施後の状況把握とともに、必要に応じ、継続的に支援を実施。 

※ ジョブコーチ支援や職場復帰支援等の専門的支援を実施する場合は、当該支援内容に応じて支援期間を設定。 



地域障害者職業センターにおけるジョブコーチ支援の利用状況 

地域センター 
利用者数（件） 

職業リハ計画 
策定件数（件） 

ジョブコーチ 
支援数（件） 

計画策定数に 
占める割合（％） 

19年度 26,496  17,893  3,596  20.1% 

20年度 27,435  19,776  3,746  18.9% 

21年度 28,428  23,133  3,808  16.5% 

22年度 29,864  24,040  4,220  17.6% 

23年度 30,857  24,328  4,281  17.6% 

◎標準的な支援の流れ 

 

不適応課題を分析し、 
集中的に改善を図る 
  
 週３～４日訪問 

 

支援ﾉｳﾊｳの伝授やｷｰﾊﾟｰｿﾝ

の育成により、支援の主体

を徐々に職場に移行 

    週１～２日訪問 

 

数週間～数ヶ月 

に一度訪問 

移行支援 集中支援 
フォロー
アップ 

支援期間１～７ヵ月（標準２～４ヵ月） 

◎ジョブコーチ数（２４年３月末現在） 
３０９人 参考： 

第１号ジョブコーチ（福祉施設型） ７７７人 
第２号ジョブコーチ（事業所型）  １２０人 

支援対象者数３，３４２人 

職場定着率（支援終了後６ヶ月）８７．４％ 
   （支援終了後６ヵ月：22年10月～23年９月までの支援修了者の実績） 

◎支援実績（２３年度）※センター単独の実績 

※ ジョブコーチ支援数には、センターを経由して第１号ジョブコーチ（福祉施設型）単独で支援を実施したものを含む。 



出典：「企業に対する障害者の職場定着支援の進め方に関する研究」 
   （2012年3月(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合センター） 

精神障害者を雇用するに当たって企業が取り組んだ事柄 
（ジョブコーチ支援に対する企業ニーズ等） 

※ 障害者を雇用している企業のうち、アンケートに回答のあった128社において把握した218事例が対象。 

○ 精神障害者の雇用事例のうち64％が受入れ時に外部機関によるジョブコーチ 
  支援を活用。  
・ 精神障害者の雇用事例中（50事例）、32事例（64.0％）が受入れ時に外部機関によるジョブコーチ 
 支援を活用。また、ほか5事例は企業内にジョブコーチを配置。 【（別紙）図表１参照】 

○ 障害者を雇用する企業の約80％が、職場定着のためにジョブコーチ等を活用。 

・ 障害者を雇用する企業（117社）のうち、最近10年間で障害者の職場定着のために「ジョブコーチ等 
 外部の人的支援* を活用」と回答した企業は81社（69.2％）。 

・ また、10年前以前からジョブコーチ等を活用していたと回答した企業は11社（9.4％）であることから、 
 合計して92社（78.6％）が、職場定着のためにジョブコーチ等の外部の人的支援を活用。 

 *ハローワーク、障害者就業・生活支援センター、市町村の就労支援機関、特別支援学校、発達障害者支援センター、医療機関等 

※ 障害者を雇用している企業のうち、アンケートに回答のあった117社が対象。 



（参考） 

 

図表１ 最近 10年において障害者の受入れ時に配慮した事柄（事例数合計：218事例） 

 

出典：「企業に対する障害者の職場定着支援の進め方に関する研究（2012年 3月(独)

高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合センター）」 



地域障害者職業センターでの職場復帰支援（リワーク支援） 

職場復帰 

◎ 全国47箇所の地域障害者職業センター（及び東京センター多摩支所）で実施。  
◎ うつ病等で休職している精神障害者の円滑な職場復帰を目指し、本人と事業主の双方に対して、 
  カウンセラーと医師等との連携による継続的な支援を実施（支援期間：３～４ヶ月程度）。 

※ カウンセラーは、以下の状況を確認し、実施計画を策定。  
   本  人：体調・気分の状態、職場復帰への課題 
   事業主：職場復帰に向けた事業所の状況 
   主治医：対象者の病状、支援実施上の留意点 

１．支援前の調整 ２．本人と事業主双方への支援（３～４ヶ月程度） ３．フォローアップ 

センターにて、以下の支援を実施 
・ 生活リズムの構築、基礎体力の向上 
・ 作業遂行に必要な集中力・持続力の向上 
・ ストレス対処、対人対応力の向上、体調 
 の自己管理 

事業所訪問等により、以下の支援を実施 
・ 労働条件や職務内容の設定 
・ 上司・同僚の理解促進 
・ 家族、医療機関等との連絡・連携体制 
 の整備 

事業主 

主治医 

本人 

カウンセラー 

・ 本人、事業主、主治医の 
 ３者の意思や意見を確認。   
・ ３者の意思等に基づいて、 
 職場復帰に向けた進め方 
 や目標について合意形成。 

職場定着に向けた計画的な
フォローアップ 

◎本人に対する支援 

◎事業主に対する支援 

平成23年度実績  
   復職率 85．4％（1,633/1,913人） 
 支援対象者数 1,953人 

必要に応じて雇用継続支援を実施 

【本人】 
・ 職場復帰への 
 不安軽減 
・ 職場適応力の 
 向上 

リハビリ 
出勤支援 

【事業主】 
・ 対象者の状況 
  把握方法や 
  雇用管理方法 
  等の助言・援助 



精神障害者総合雇用支援（職場復帰・雇用継続支援）の実施状況 ※1 

事業主支援（事業所数／所）※2 当事者支援（対象者数／人）※2 

職場復帰支援※3 雇用継続支援※4 職場復帰支援 雇用継続支援 

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比 

23年度 2,754  1.0% 2,065  16.5% 1,953  9.8% 713  4.9% 

※1 各都道府県の地域障害者職業センター（47センター及び1支所）において実施。 
※2 事業所数及び対象者数は実数。 
※3 支援前の事業主へのコーディネート支援の実績を含む。 
※4 雇用継続支援後の事業主への職場適応支援の実績を含む。 

（参考１：実績）  

   平成23年度 復職率85.4％（1,633人／1,913人） 
   
     ＊ 復職率＝終了者のうち翌年度4月末までに職場復帰した者／当該年度に支援を終了した者 

（参考２：支援開始までの待機状況） 
   平成20年度に最大4ヶ月の待機期間が発生。このため、平成21年度に職場復帰支援専任の 
   カウンセラー27名を新たに設置。 

   ⇒ 平成24年12月現在、支援実施に当たって待機期間が発生しているセンターは無し。 



障害者就業・生活支援センターにおける事業主支援の実施状況 ※1 

事業所に対する相談・支援件数（件） 相談・支援件数に対する内容別の割合（％）※2 

うち企業訪問 
による支援 

雇入れに関
する相談・

支援 

職場定着に
関する相
談・支援 

本人の生活
面に関する
相談・支援 

各種支援制
度に関する

相談 

その他 
※3 

前年度比 前年度比 

23年度 213,833 9.9% 130,040 12.9% 30％ 46％ 9％ 7％ 8% 

※1 平成23年度は全国313箇所で実施（平成25年1月現在316箇所）。 

※2 相談支援件数については、1件中に複数の内容を含む場合もあることから、内容別の件数は集計していない。 
   このため、内容別の割合については各センターから報告させた内容別割合を基に算出。 

※3 「職場実習に関する相談」や「社員の意識啓発、事業所見学に係る相談」など他の項目に分類されないもの。 

（参考：職場訪問による職場定着支援の実施状況）  
   平成23年度 143,023件（前年度比19.1％増） 
            定着率* 80.0％ 
               * 定着率＝平成22年4月から平成23年3月までに就職した者のうち、就職後6ヶ月経過時点の定着状況 
                 （平成22年度に運営された272センターの実績を集計） 



障害者雇用納付金制度に基づく助成金 

○ 障害者作業施設設置等助成金 
   障害者が作業を容易に行うことができるよう配慮された作業施設等(知的障害者等の作業能力に合わせた改造や 
 安全装置の取り付けがなされた設備等）の設置・整備・賃借を行う事業主に支給（障害者1人につき上限450万円 
 （作業施設の設置）等） 
 
○ 障害者福祉施設設置等助成金   
   障害者である労働者の福祉の増進を図るため、障害者が利用できるよう配慮された保健施設、給食施設等の 
  福利厚生施設の整備を行う事業主に支給（障害者1人につき上限225万円） 

  障害者が作業を容易に行えるような施設の設置・整備を行った場合の助成措置  

  障害者を介助する者等を配置した場合の助成措置  

○ 障害者介助等助成金 
   適切な雇用管理のために必要な介助者等の配置・委嘱 
 を行う事業主に支給（職業コンサルタントの配置1人につ 
 き月15万円等）   

  職場適応援助者による援助を行った場合の助成措置 

○ 職場適応援助者助成金 
   職場適応援助者による援助の事業を行う場合（福祉施設型）や、事業主が障害者である労働者の雇用に伴い  
  必要となる援助を行う職場適応援助者の配置を行う場合（事業所型）に支給（日額14,200円等（福祉施設型）等） 

  通勤の配慮を行った場合の助成措置 

  

○ 重度障害者等通勤対策助成金 
   障害者の通勤を容易にするための措置を行 
 う事業主等に支給（通勤援助者の委嘱1人に
つき１回2，000円等） 

能力開発を行った場合の助成措置 
○ 障害者能力開発助成金 
   障害者の職業に必要な能力を開発し、向上させるための能力開発訓練事業を行う事業主等が、能力開発訓  
 練のための施設・設備の整備を行う場合等に支給（上限2億円（施設設置）等）  

【23年度支給総額】1,305百万円 

【23年度支給総額】18百万円 

【23年度支給総額】2,903百万円 【23年度支給総額】756百万円 

【23年度支給総額】630百万円 

【23年度支給総額】798百万円 



精神障害者の雇用を取り巻く状況の変化（主な支援施策の実績） 

主な支援施策 平成14年度 平成18年度 平成23年度 

①ハローワークにおける就職件数 1,890件 6,739件 18,845件 

 （企業における雇用者数（障害者雇用状況報告） 1,917.5 16,607.0(H24) 

②障害者就業・生活支援センターの登録者数 499人 4,654人 26,718人 

③地域障害者職業センターの利用者数 2,498人 5,620人 10.278人 

④特定求職者雇用開発助成金の支給件数 － 1,955件(H19) 6,736件 

⑤トライアル雇用の雇用開始者数 188人 973人 2,830人 

⑥精神障害者雇用トータルサポーターの新規対象
者数 

4,292人(H20) 9,732人 

⑦精神障害者等ステップアップ雇用奨励金の雇用
開始者数 

173人(H20) 327人 

⑧地域障害者職業センターのジョブコーチ支援対
象者数 

163人 574人 736人 

⑨地域障害者職業センターにおけるリワーク支援
の対象者数 

509人 1,953人 

⑩医療機関等との連携による精神障害者等のジョ
ブガイダンス事業の延べ対象者数 

1,017人 1,779人 

※それぞれ精神障害者の実績のみの数字を計上 



働く精神障害者からのメッセージ発信事業 

精神障害者雇用促進モデル事業 

高齢・障害・求職者雇用支援機構による 
マニュアル・ガイドブック 

【実績】 
○ モデル事業の実施（平成21～22年度） 
  新規雇用者数： 10企業で68名 
 

○ 成果発表会を開催（平成23年2月）     
  参加者： 約250人 
 

○ 事例集（右参照）の作成（平成23年 
  度） 部数： 1,450部 
 

○ モデル事業ブロック別セミナーを６ 
  箇所で開催（平成23年度～） 
  参加者： 計1,364人 

精神障害者の雇用への理解促進のための周知・啓発の状況 

② ④ ⑤ 

精神障害者の雇用の経験やノウハウが十分でない企業に、
雇用促進のための取組を委託し、ノウハウを構築するモデル
事業を実施（平成21～22年度）。平成23年度からその成果を
普及する啓発事業を実施。 

平成14年度から、一部見直しを含め実施しており、企業などで
就労している精神障害者からのメッセージ等を伝えるセミナー
をブロック別で実施。 
  

【平成２３年度のセミナー開催状況】 
 開催場所： 埼玉、東京、山梨、三重、鹿児島 
 参加者： 計1,285人 

 
精神障害者の雇用促進に向けた技法や調査研究の成果
をガイドブック等にまとめ、企業等に配付し、就労支援・雇
用管理ノウハウの普及を図っている。 
 

①精神障害者雇用管理マニュアル（平成7年3月 
  初版、平成23年3月改訂）  部数： 30,500部 
  

②精神障害者のための職場改善好事例集－平成21  
  年度障害者雇用職場改善好事例集の入賞事例か 
  ら－（平成22年1月） 部数： 10,000部 
  

③コミック版障害者雇用マニュアル 精神障害者と働く 
    （平成19年3月） 部数：  20,000部 
  

④精神障害者相談窓口ガイドブック（平成11年度 
  初版、平成21年3月改訂）  部数： 7,500部 
  

⑤精神障害者雇用管理ガイドブック（平成24年2月）  
  部数： 10,000部 
 



精神障害者の雇用促進のため期待する支援等（障害者の雇用に関する事業所アンケートの結果から） 

○ 「精神障害者の雇用を促進するために、どのような支援が必要か（複数回答）」との質問への 
  回答（上位５つ）。 

① 雇入れから雇用継続まで一貫した外部の支援機関の助言・援助などの支援 （47.6％（199）） 

② 社内での精神障害者の雇用に関する周知や理解促進 （44.5％（186）） 

③ 雇入れ予定の障害者個々の障害特性や雇用管理上の留意点に関する情報提供 （39.5％（165）） 

④ 雇入れから雇用継続までの間の、外部からのｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁや介助者などの人的支援 
  の充実 

（36.6％（153）） 

⑤ 雇用継続のための助成制度の充実 （35.4％（148）） 

＊ （ ）内は回答事業所（Ｎ＝418）に占める割合及び当該項目への回答事業所数 

○ 精神障害者の雇入れ等にかかる支援制度に対するニーズ 

※ 上記のほか、「雇用事例や障害特性・雇用管理上の留意点に関する情報提供（33.3％（139））」、「雇入れの際の助成 
   制度の充実（32.3％（135））」の項目について、3割以上の事業所が必要と回答。 

 各種支援制度を利用したことがない事業所の中で、以下の支援制度については、「今後利用したい※」 
と回答した事業所の割合が高かった（上位５つ）。 

※ 「（当該支援制度は）知っており、今後利用したい」、「 （当該支援制度は）知らなかったが、今後利用したい」と回答した 
  事業所の割合（Ｎ＝432）。 

 ・ 「精神障害者のための職場改善好事例集」等のガイドブックや事例集等（29.4％）    
 ・ ハローワーク等が主催する精神障害者雇用促進に関するセミナーに参加（22.4％）   
 ・ 職場支援従事者助成金（20.9％） 
 ・ トライアル雇用奨励金（20.6％） 

 ・ 地域障害者職業センターで実施する雇入れや職場復帰のための支援（19.5％） 



  実雇用率へのカウントから雇用義務化の検討に至るまでの雇用状況の変化 

実雇用率のカウント時 雇用義務化の検討時 伸び幅 

知的障害者 9,407 （昭和63年） 24,037.0（平成8年） ＋14,630.0 
（156％増） 

精神障害者 1,917.5 （平成18年） 16,607.0（平成24年） ＋14,689.5 
（766％増） 

実雇用率のカウント時 雇用義務化の検討時 伸び幅 

知的障害者 6,926 （昭和63年度） 7,360（平成8年度） ＋434 
（6％増） 

精神障害者 6,739 （平成18年度）  18,845（平成23年度） 
＋12,106 
（180％増） 

※数値はいずれも各年6月1日時点 

【ハローワークの就職件数（件）】 

【障害者の雇用者数（人）】 



全 数 
４３，９８７件 

身体障害者 

25,490件 

57.9％ 

知的障害者 

精神障害者 その他 317件 
0.7％ 

11,441件 

26.0％ 

6,739件 
15.3％ 

ハローワークの障害種別の職業紹介状況（就職件数） 

平成１８年度 

全 数 
５９，３６７件 

平成２３年度 

身体障害者 

その他 1,331件 
2.2％ 

知的障害者 

精神障害者 

24,864件 

41.9％ 

14,327件 
24.1％ 

18,845件 
31.7％ 



  障害者雇用状況報告における障害種別の状況 

平成18年 平成24年 

企業数（社） 
aに占める割合

（％） 企業数（社） 
aに占める割合

（％） 

報告企業数（a） 67,168 － 76,308 － 

身体障害者を 
雇用している企業数 39,448 58.7  46,037 60.3  

知的障害者を 
雇用している企業数 10,082 15.0  14,799 19.4  

精神障害者を 
雇用している企業数 1,496 2.2  7,846 10.3  

（参考）種別を問わず 
障害者を雇用している 

企業数 
42,765 63.7  51,509 67.5  

増加率（％） 
（平成18→24年） 

13.6  

16.7  

46.8  

424.5  

20.4  

※ 数値はいずれも6月1日時点のもの。 
※ 障害者雇用状況報告においては、企業規模56人以上の企業を報告対象としている。 

※ 障害者は週の所定労働時間が20時間以上である者（平成18年は重度以外の身体障害者及び重度以外の知的障害者で 
  ある短時間労働者である者を除く）のみを報告対象としている。 



  精神障害者を雇用している企業の状況 

平成18年 平成24年 

企業数（社） 企業数（社） 

精神障害者を 
雇用している企業数 1,496 7,846 

1000人以上 373 1,879 

500～1000人未満 187 1,292 

300～500人未満 190 1,220 

100～300人未満 488 2,594 

56～100人未満 258 861 

増加率（％） 
（平成18→24年） 

424.5   

403.8  

590.9  

542.1  

431.6  

233.7  

※ 数値はいずれも障害者雇用状況報告（6月1日時点）のもの。 
※ 障害者雇用状況報告においては、企業規模56人以上の企業を報告対象としている。 

※ 障害者は週の所定労働時間が20時間以上である者のみを報告対象としている。 



平成23年度 雇用保険受給資格決定件数（障害者）※１ 

 
合計 ※２ 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 

資格決定件数 ※１ ３８，１１９ ２４，０８３ ４，３７１ ９，６６５ 

※１ 上記の資格決定件数には、就業手当を受給した者は含まれない。 
※２ 身体障害者、知的障害者及び精神障害者の合計。 また、身体障害者、知的障害者及び精神障害者は、障害者 
    雇用促進法第２条第１項各号に規定する者を言う。 

参考： 
 平成23年度新規求職申込件数（障害者） 148,358件（身体障害者67,379件、知的障害者27,748件、
精神障害者48,777件）  



  障害者の平均勤続年数の推移（障害種別） 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 

平成10年 １２年０ヶ月 ６年１０ヶ月 － 

平成15年 １０年０ヶ月 ９年３ヶ月 ３年９ヶ月 

平成20年 ９年２ヶ月 ９年２ヶ月 ６年４ヶ月 

出典：障害者雇用実態調査結果報告書（平成１０、１５、２０年度）（厚生労働省障害者雇用対策課） 

※ 勤続年数：事業所に採用されてから調査時点（各年11月1日）までの勤続年数をいう。 
  ただし、採用後に身体障害者となった者については身体障害者手帳の交付年月を、採用後に精神障害者となった者 
  については事業所において精神障害者であることを確認した年月を、それぞれ起点としている。 



  採用時点で障害者であった者の平均勤続年数（障害種別） 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 

勤続年数 ９年６ヶ月 ９年０ヶ月 ４年０ヶ月 

※ 勤続年数：事業所に採用されてから調査時点（各年11月1日）までの勤続年数。 
※平成２０年度障害者雇用実態調査結果（厚生労働省障害者雇用対策課）を再集計。 

（参考） 平成１８年度以降に採用された精神障害者（※）の平均勤続年数と分布状況 

※ 採用時点で障害者。 
※ 平成１８年４月１日以降、平成２０年１１月１日までに採用された者の勤続年数 

１年０ヶ月 

～６か月未満, 
35.0% 

６か月以上 
 ～１年未満 

 , 9.4% 

１年以上 
 ～１年６か月

未満, 28.3% 

１年６か月以上 
 ～２年未満, 

2.6% 

２年以上 
 ～２年７か月

未満, 24.8% 



6か月未満 
20% 

6か月～1年
未満  
5% 

1～3年未満 
38% 

3～5年未満 
20% 

5～10年未

満 
2% 

10～20年未

満 
14% 

20年～ 
1% 

6か月未満 
9% 6か月～1年

未満  
6% 

1～3年未満 
15% 

3～5年未満 
18% 

5～10年未

満 
20% 

10～20年未

満 
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20年～ 
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7% 
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20年～ 
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3% 
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11% 
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  障害種別の勤続年数の分布 

注：平成２０年度障害者雇用実態調査結果（厚生労働省障害者雇用対策課）を再集計 

知的障害者 身体障害者 精神障害者 

（参考）採用時点で障害者であった者の勤続年数の分布 

身体 知的 精神 



ハローワークにおける障害者専用求人の充足率 

充足率 
（b／a） 新規専用求人数

（a） 
専用求人への 
就職件数 （b） 

平成２３年度 ３２．４ １０５，２７３ ３４，０８７ 

※ 上記の新規求人数及び就職件数は学卒求人に係るものは含まれない。 

 
一般職業紹介状況 
 

充足率 

２６．９ 
％ 人 件 ％ 



精神障害者雇用促進モデル事業の実施概要 

（企業内での人的支援や雇用管理等の工夫） 

 ・ 本人に業務日誌をつけてもらう、定期的なｶｳﾝｾﾘﾝｸなどにより、体調などの状況を把握 
 ・ 本人の状況に合わせて１日の勤務時間数や始業時間を考慮 
 ・ 勤務時間中に休息を取れるｽﾍﾟｰｽを確保 
（外部支援機関の活用）  

 ・ ﾊﾛｰﾜｰｸ、地域障害者職業ｾﾝﾀｰ、就労支援機関などに精神障害者の雇用管理、業務の切り出しを相談 
 ・ ﾄﾗｲｱﾙ雇用を活用し、本人が実際に働いた上で業務とのﾏｯﾁﾝｸﾞを判断 
 ・ ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁ等への業務管理方法の相談や生活面での支援を就労支援機関に依頼 

（雇入れ前の不安） 
 ・ 精神障害者を採用した経験がなく、精神障害についての知識が不十分 
 ・ 精神障害者の職業能力が分からないため、雇入れに当たって、担当する業務の切り出しに苦慮  
（雇入れ後の苦労） 
 ・ 一律の方法ではなく、個々の障害特性に対応した業務管理方法を構築することが必要 
 ・ 精神障害者が調子を崩したときの対応 

（雇用した効果）  
 ・ 実際に精神障害者とともに働くことにより、社内の精神障害者に対する理解が促進 
 ・ 社内の理解促進や個々の特性を把握などにより、以前と比べて精神障害者が担当する業務の幅が拡大  
（今後の課題） 
 ・ 安定して勤務し職場に定着するための支援の充実やそのノウハウの蓄積 
 ・ 個々の障害特性に対応し、相談や分かりやすく業務指示が出せる職員の育成 

雇入れ前の不安や雇入れ後に苦労した点 

課題等の対応のために工夫・改善した点や活用した制度 

雇用した効果や今後の課題 

○ 平成21～22年度にかけて精神障害者の雇用経験が乏しい１０企業で実施。 
○ モデル事業中に雇用された精神障害者は計７９人（定着率７５％（５９人／７９人）（平成24年12月現在 ）） 

統合失調症47人（60％）、発達障害（アスペルガー症候群、自閉症含む）11人
（14％）、 
うつ・気分障害8人（10％）、その他8人（10％）、不明5人（6％） 



実施企業
職務内容

（平成23年3月末）
1　雇い入れ前の課題や不
安

2　雇い入れ後に苦労した
点

3　1、2への対応のための取組（工夫・改善等） 4　活用した制度 5　連携した機関 6　雇用した効果 7　今後の課題 8　定着状況

株式会社高島屋

業種：
各種商品小売業
従業員数：
10,331人

【店舗】
・のしかけ、紐かけ、
梱包（主に食料品）
・包装済商品の台車
積込み
・伝票ｽﾀﾝﾌﾟ押し　用
度品整理

【本社等】
・庶務受付業務全般
（PC使用含む）
・各種帳票管理・配布
・宅急便対応、伝票
照合

雇い入れ側に精神障害につ
いての知識が無い

1採用の段階で、個々の障害
の特性をどの様に把握する
か。
2雇い入れ後に、個々の障害
の特性に対応した業務管理
の構築方法

【各種制度の利用】
1障害者雇用アドバイザー（現：障害者雇用エキスパート）
と相談し、精神障害者雇用の現状、雇用したい際に定着
させるまでのステップの踏み方、問題や疑問がおきた場
合の相談先を把握。
2試行雇用期間を設け、実際に働いてみてマッチング出
来るかを判断。
【人的支援】
3本人との面接において「職場でどの様な配慮をして欲し
いか」を聞き、配属先の管理者が配慮した。さらに、就労
支援機関も面接に同席していただき、第3者からも本人の
症状を聴取。
4雇用当初は、職場の管理者のみならず、就労支援機
関、ジョブコーチを活用して支援、また仕事は担当以外の
業務にも対応出来るようにし、誰かが急に休みを取った
場合にお互いがそれぞれの仕事をフォロー出来るよう、
職員間で複数の業務を習得して重層化した体制を構築。

・障害者雇用アド
バイザー（現：障害
者雇用エキスパー
ト）（高齢・障害・求
職者雇用支援機
構）
・トライアル雇用

・高齢・障害・求職
者雇用支援機構
・地域障害者職業
センター
・就労支援機関
・ハローワーク

1精神障害者を理解する力がお
客様を理解する力の向上に寄
与
2後方附帯業務を集約したこと
により営業力が強化されコスト
が削減
3精神障害者は、持っているス
キル事態は非常に高く、本人や
企業が協力して症状のコント
ロールができるようになったら
大きな戦力になる可能性を感じ
た。

定着に向けての継続的な取り組み

【平成24年1月現在】
雇い入れ人数　12人
継続雇用者数　　9人
定着率　75％
※雇い入れ人数は、平
成21年4月からの2年間
に雇い入れした者

【平成24年12月現在】
雇い入れ人数　12人
継続雇用者数　　9人
定着率　75％
※雇い入れ人数は、平
成21年4月からの2年間
に雇い入れした者

清水建設株式会
社

業種：
総合建設業
従業員数：
10,900人

・人事管理に関する
事務（データ管理、申
請処理等）
・事務補助（データ資
料読み込み・入力、
資料整理・製本、ラベ
ル作成等）

1適当な業務が確保できる
か。
2雇った障害者を人材活用で
きる体制が作れるか。
3一般従業員で対応可能か。

1事業開始当初にアセスメン
トをせずに試用雇用した2名
は採用には至らず、継続しな
かった。
2支援機関が役に立たないこ
ともあった。
ア　就労に係るｱｾｽﾒﾝﾄがで
きていない
イ　事務仕事に対しては、業
務の詳細まで把握できない
ため、ｼﾞｮﾌﾞｺｰﾁの役目が果
たせていない
ウ　職場定着が難しい障害
者のに対するﾌｫﾛｰの仕方が
わからない

【各種制度の利用】
1障害者への指導・支援を行うための社内人材を育成す
るため、外部機関の研修を受講した。
【人的支援】
2就労の可能性を判断するため、複数の実習生を受け入
れ自社に必要な人材を取るためのポイントを探った。
3本人ができる仕事を見極めて社内から仕事を切り出し
た。
4仕事が疎かになることはプライベートの問題に起因する
こともあり支援機関がプライベート面のフォローした。
5主治医との連携で病状・障害理解のための情報を得
た。
6実習生の受け入れも含め、障害者がいる職場状況を作
ることを従業員の啓発の機会にもした。
【施設整備】
7業務遂行しやすい様に、通常以上に事務機器を活用し
た。

・トライアル雇用
・臨床心理士を採
用
・2号ジョブコーチ
研修受講
・障害者職業生活
指導員研修受講

・就労支援機関
・医療機関
・ハローワーク

1実際に精神障害者が仕事をこ
なすことにより、障害者の労働
能力についての社内の理解が
深まり、より多くの仕事を頼ま
れるようになった。
2業務上、人手・時間のかかる
隙間の作業を処理する労働力
を得た。
3社内のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ不調者対応
をする上での勉強材料になっ
た。

1障害者の業務遂行能を高めていく
こと。
2障害者がより自律的に業務に取り
組めるようにしていくこと。
3障害者を人材活用できる一般従業
員を増やすこと。

【平成24年1月現在】
雇い入れ人数　7人
継続雇用者数　5人
定着率　71％

【平成24年12月現在】
雇い入れ人数　7人
継続雇用者数　5人
定着率　71％

三菱商事太陽株
式会社

業種：
情報サービス業
従業員数：
82人

・パソコンデータ入力

1精神障害者雇用を担当して
いる職員の勉強不足による
不安
2同じフロアで働いている、協
力会社の方や、社内の精神
障害の理解向上
3精神障害者をサポートする
職員が必要か
4準備した環境が精神障がい
者にとって働きやすい環境か
どうか。
5障害特性と業務がマッチす
るかどうか。

1精神障害者が行う業務内容
（決算書のデータ入力）には
専門的な会計の知識や応用
力、判断力が必要だった。
2業務面において、一人一人
の課題に合わせた解決方法
が必要だった。
3精神障害者が調子を崩す
原因の多くが生活面にあっ
た。

【各種制度の利用】
1職業センターのジョブコーチに相談した。
2各職員の支援機関の担当者に生活支援を依頼した。
【人的支援】
3医療機関や、福祉施設を訪れ情報収集し、社内で共有
した。
4精神保健福祉士による、精神障害についての勉強会を
行った。
5精神障害をもつ職員からの相談や関係機関との連携を
行うためワークサポート室を設置
6詳細なマニュアルや、判断基準を明確にしたルールの
整備。計算用のエクセルシートや会計の科目対照表を用
意。
一つの事に集中し、習得したらステップアップしていった。
（単純なデータ入力⇒計算処理をして入力⇒決算書の印
刷業務の受託）
【施設整備】
7集中しやすいように、壁・窓際の席を確保。社内支援者
と相談したり、社外支援者と電話をしたりすることができ
る、面談室を用意。

・トライアル雇用
・精神保健福祉士
を委嘱（本社）
・精神保健福祉士
を正社員として採
用（東京）

・就労支援機関
・医療機関（精神科
デイケア）
・就労移行支援事
業所
・地域障害者職業
センター
・ハローワーク

1精神障害者が身近になり普段
どおり接すれば良いことを理解
2社内で精神障害についての理
解が深まった。
3仕事がはまれば安定した戦力
になる。
4職場全体の雰囲気が今まで
以上に良くなった。

1短期間労働の職員や、業務内容に
制限がある職員の評価方法の検討
2業務内容の可能性や、将来的な
キャリアプラン
3支援者の教育及び育成
4職場定着　　　　　　　　　　　　　　＊
定着のための支援(1)社員教育によ
り当事者が体調不良時、周りの職員
がｻﾎﾟｰﾄ担当者へ連絡する体制。(2)
毎週1回当事者毎の体調について会
議。(3)ｸﾘﾆｯｸや支援機関との連携。
(4)支援機関と職場でのｻﾎﾟｰﾄ担当と
の役割の明確化。(5)当事者が何事
も話せるﾜｰｸｻﾎﾟｰﾄ室の設置。

【平成24年1月現在】
雇い入れ人数　6名
継続雇用者数　5人
定着率　83％

【平成24年12月現在】
雇い入れ人数　6名
継続雇用者数　5人
定着率　83％

精神障害者雇用促進モデル事業の概要
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実施企業
職務内容

（平成23年3月末）
1　雇い入れ前の課題や不
安

2　雇い入れ後に苦労した
点

3　1、2への対応のための取組（工夫・改善等） 4　活用した制度 5　連携した機関 6　雇用した効果 7　今後の課題 8　定着状況

第一生命チャレン
ジド株式会社

業種：
サービス業
従業員数：
150人

・第一生命社屋の清
掃
・書類発送業
・喫茶、給茶業務（喫
茶室）

モデル事業終了後も、対象で
ある精神障害者を長期間、
継続して雇用することを課題
としていた。

支援機関との連携、お互いに
同じ課題や問題点を共有し、
当人と接すること。

【人的支援】
1社内のプロジェクトチームを結成し、継続的な雇用を達
成するためのポイントの洗い出しや「多様で柔軟な業務
運営」、「就業時間は弾力的に」、「経験のあるリーダーの
増員」、「グループでの就労」というテーマを設定した。
2「グループでの就労」により、「福祉施設」から「会社」と
いう導入の部分でのコミュニケーションをとりやすくするこ
とで、福祉施設からの移行をしやすくした。
3その他、支援機関を交えた定期的な振り返り、何か問題
があったときには、しっかりと話し合うことで、会社の一員
としての責任感を促した。
【社内規程の整備】
4就労時間は弾力的に考え、伸ばす／減らすの両面を検
討した。

・トライアル雇用
・障害者指導員経
験者を採用
・ジョブコーチを採
用

・就労支援機関
・ハローワーク

1新たな試みを行ったこと
　「グループでの就労」「様々な
グループ（業種）での採用」が出
来たこと。
2「社会性（社会常識）」を社内
で育成していくことが可能であ
ることが分かったこと。

各人が戦力になっているが、今後の
ステップアップのためには、「加齢」
「モチベーションの低下」「状態に波
がある」「環境の変化による体調不
良」といった一般的にある“個別の課
題”に、当人と一緒に長い目で向き
合っていくこと。

【平成24年1月現在】
雇い入れ人数　11人
継続雇用者数　11人
定着率　100％

【平成24年12月現在】
雇い入れ人数　11人
継続雇用者数　11人
定着率　100％

中央労働金庫

業種：
金融業
従業員数：
3457人

・総務人事部業務（連
絡便集配、資料印
刷、書類作成、会議
準備、照合作業、研
修アンケート集計等）
・他部署業務（規程差
替え、書類梱包・発
送、情宣物封入、パ
ソコン入力作業等）
・関連会社業務（押印
作業、連絡便仕分
け、返戻ダイレクト
メール仕分け等）

1精神障害の理解
2業務の切り出し
3雇用管理法
4勤務時間の設定
5作業環境の構築

1新たな業務の切り出し
2各々の障害特性理解、把握
と能力開発
3不調になった際の対応
4業務の堅確化・効率化
5職員の理解促進
6安定雇用

【人的支援】
1先進企業を見学、各種研修やセミナーに参加
2専門職の活用
　精神保健福祉士による定期面談・支援者との連携支
援・障害特性の周知・理解促進
3複数の業務を担当
　潜在能力の開発・適材適所の発見・モチベーションの維
持・チームでカバーし合える体制づくり
4ステップアップシートと業務日誌の活用
　業務のレベルアップと生活習慣を規則正しく定着させる
ことを目的に、3ヶ月単位で目標を立てるとともに、業務日
誌を付けることにより、自分の得意なこと苦手なことを理
解できることにより、意識して業務に取り組み、生活改善
にもつながった。
5専門職の面談、関連機関との連携、リハビリ勤務の構
築
　精神保健福祉士の個別対応、支援者や精神科嘱託
医、主治医との連携支援。スタッフによる出勤促しや見守
り、体調に合わせたリハビリ勤務形態の構築や業務の選
定を行った。
【施設整備】
6執務室は、他部署とは独立して確保し、執務室内に相
談室兼休息場所を設置した。

・トライアル雇用
・ステップアップ雇
用
・精神保健福祉士
を採用
・精神科医との嘱
託契約（月1回来
室）

・就労支援機関
・医療機関
・地域障害者職業
センター
・ハローワーク

1新業務の発足（職域拡大）
　事務消耗品リユース業務等
2他セクションにて退職した臨時
職員枠の補填
3精神障害者が事務補助的な
業務を行なっている事から、職
員は担務の業務に専任でき、
業務効率につながっている。ま
た、残業の軽減にも寄与してい
る。
4外注業務を精神障害者の業
務としてシフトしてきている。職
員のコスト管理の醸成。
5精神障害者と共に働くことで、
障害に対する職員の理解促進
が図られた。

1精神障害者の雇用拡大
当庫では他部署とは独立して執務室
を確保して、業務を行ってきたがこれ
からは健常者との「共生」を進めるた
め、希望者がいれば当セクションで、
業務能力、協調力などを評価し直接
当該部署に配属することを検討して
いる。
2金庫全体への障害者雇用のさらな
る理解促進
3心の病のため、休業者や出勤退避
者が発生する面もあり、安定した雇
用時間、休職対応等雇用の確保（そ
のために週の労働時間10時間以上
の者を0.5カウントとする等の特別の
措置を希望）

【平成24年1月現在】
雇い入れ人数　6人
継続雇用者数　6人
定着率　100％

【平成24年12月現在】
雇い入れ人数　6人
継続雇用者数　6人
定着率　100％

ＳＭＢＣグリーン
サービス株式会
社

業種：
金融業
従業員数：
292人

・パソコンデータ入力
・手形・小切手帳作成
・預金出入表作成
・電話受付

1精神障害者が調子を崩した
時に会社として上手く対応で
きるか不安だった。
2周りの社員が精神障害者を
理解し協力して働けるか不安
だった。

1どれだけ安定・継続して勤
務できるのか把握が困難・・・
周りに合わせてあせり体調を
崩すことがあった。
2知的障害、自閉症を持つ者
に、精神障害(統合失調症・う
つ病等）を理解しもらうこと。
また、その人間関係の構築・
維持。
3自分で自分をコントロ－ル
できず突然に体調を崩し休
むことも多く、安定した戦力と
数えにくい。

【人的支援・社内受入体制の構築】
精神障害者が戦力として安定するためには、一人一人の
心を安定させることがポイントであるが、そのやり方は
個々人で異なり、正解がないため出来うる限りの体制を
整えた。
1精神科医とカウンセラーがそれぞれ、月1度カウンセリン
グを実施し、会社に雇用管理上のアドバイス。さらに、本
人から上司には言いにくい職場環境の変化などに対応し
た相談を受付。
2日々の業務日誌、月ごとの振り返りシート（健康管理シ
－ト）で変化を把握し、SOSを読み取る。
3精神障害者の受入前はもちろん、受け入れ後も精神科
医等の専門家に依頼して精神障害に関する理解を深め
るための勉強会を実施。
【社内規程の整備】
4週当たり労働時間を10時間～ﾌﾙﾀｲﾑでも働ける様に、
短時間勤務制度を制定。（週　4日勤務も可能）
5上記に併せ従来の月給制に加え日給月給制を導入。

・医学アドバイザー
を委嘱
・カウンセラーを委
嘱

・就労支援機関
・医療機関
・地域障害者職業
センター
・ハローワーク

1一緒に働いた事で精神障害者
への理解が一層進んだ。
2上手く順応できた精神障害者
は高い能力を発揮して、会社の
業績に貢献している。
3精神障害社員の短時間勤務
制度に合わせて、他の障害社
員にリハビリ勤務制度を導入し
たところ、延29名が利用して職
場定着へと繋がっている。
4会社見学者、講演依頼が増え
た。

1カウンセラーを全拠点に配置する
事が難しいため東京本社、大阪本社
以外の拠点での精神障害者雇用拡
大が拡がらない。
また、現状の拠点にスペースの余裕
がないため退職者の補充採用でし
か新規雇用が困難。
2体調を崩しがちな精神障害者社員
の定着支援ノウハウの一層の蓄積。
3周りの社員の精神障害への一層の
理解促進に努める。
4発達障害（自閉症等・アスペルガ－
等）や身体障害者で統合失調症やう
つ病などの疾患を抱えて心療内科
へ通院している人は多い。そういっ
た社員たちへも同様のケアが必要。
（当社の場合は現在27名）

【平成24年1月現在】
雇い入れ人数　7人
継続雇用者数　6人
定着率　86％

【平成24年12月現在】
雇い入れ人数　7人
継続雇用者数　5人
定着率　71％
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実施企業
職務内容

（平成23年3月末）
1　雇い入れ前の課題や不
安

2　雇い入れ後に苦労した
点

3　1、2への対応のための取組（工夫・改善等） 4　活用した制度 5　連携した機関 6　雇用した効果 7　今後の課題 8　定着状況

株式会社かんで
んエルハート

業種：
印刷・サービス業
従業員数：
172人

【本社（大阪）】
・園芸業務、経理業
務、ＩＴ業務他

【ビジネスアシストセ
ンター】
・メール集配業務他

【高槻フラワーセン
ター】
・農園管理事業

1モデル事業開始前の平成
17年から平成19年の間に精
神障がい者を5名雇用した
が、内2名が定着しなかった。
2精神障害についての専門知
識やサポート経験が不足して
いた。

「支援機関を利用していない
精神障がい者の中にも、就
労準備性が整っている人は
多数いるのではないか」と想
定し、そのような支援機関を
利用していない精神障がい
者にも広く就労の機会を提供
したいと考え、支援機関と連
携せずにハローワークを通じ
た一般公募による採用を行っ
た。
その結果、以下の点に苦労
した。
1服薬忘れや、生活リズムが
乱れる者がいた。
2短時間勤務からフルタイム
勤務への勤務時間の延長。
3不調の早期発見と早期対
応
4本人の資質と職場のマッチ
ング

【人的支援】
1臨床心理士、精神保健福祉士の資格を持つカウンセ
ラーを採用し、アセスメントやサポート力の向上を図った。
（就労準備性を整えるため、カウンセラーによる生活指導
や服薬指導、ＳＳＴ等の訓練を実施。）
2入社時は4時間勤務からはじめ、徐々にフルタイム勤務
を目指した。勤務時間を延長する際は、本人や主治医と
相談し、それぞれの状況に合わせて柔軟に延長していっ
た。
3毎日業務日誌を書いてもらい、睡眠時間、食欲の有無
など、生活リズムに乱れがないか確認し、不調の兆しを
見逃さないようにした。不調の兆しがあった場

・トライアル雇用
・精神科医を産業
医として委嘱
・看護師を委嘱
・精神保健福祉士
と臨床心理士を採
用

・医療機関
・就業・生活支援セ
ンター

1当初、社員は「精神障がい者
とどう関わって良いかわらない」
と戸惑っていたが、精神障がい
者が安定して、職場で一緒に働
くことによって、社員は次第に
精神障がい者を職場の仲間と
捉えるようになった。その結果、
社員と精神障がい者が自然に
コミュニケーションがとれるよう
になった。
2精神障がい者社員を対象にＳ
ＳＴを始めたところ、精神障がい
者のコミュニケーション力の向
上に効果があったため、知的障
がい者向けにもアレンジし、知
的障がい者の社員教育に活用
するようになった。

1育成・指導方法について
  段階的に業務を付与をするための
業務段階の設定と、精神障がい者
が内容を理解し業務が遂行できる業
務マニュアルの作成が必要
2私生活面の支援について
　私生活面について必要な支援を継
続的に行ってくれる支援機関が必要
3精神障がい者本人を見た個々にあ
わせた柔軟な対応について
　精神障がいには、統合失調症や気
分障がいなどの疾患の違い、発達障
がい等の特性の違い、体調の波が
あるため、精神障がい者の職場定着
には、本人をしっかりとみて、個々に
合わせた合理的配慮や、体調に合
わせた業務量調整などの柔軟な対
応を行っていく必要があると考えて
いる。

【平成24年1月現在】
雇い入れ人数　9人
継続雇用者数　8人
定着率　89％

【平成24年12月現在】
雇い入れ人数　9人
継続雇用者数　5人
定着率　56％

㈱日立製作所

業種：
電気機械器具製
造業
従業員数：
32,908人 （個別）

・人事関係データ入
力
・障害者雇用の企画・
運営
・有期労災付保業務

1職場の環境整備と理解促
進
2個々の特性に応じた職域開
拓
3支援機関との連携

1フルタイム勤務に向けた出
勤日数と時間の調整
（短時間勤務からスタートした
ため、
  時間を増やすのに苦労し
た）
2キャリア形成を視野に入れ
ての職域開拓
3職場でのコミュニケーション

【各種制度の利用】
1採用前に2ヶ月から3ヶ月の実習期間を設け、本人の適
性や職務能力を見極めた上でステップアップ雇用・トライ
アル雇用へ移行。その後は1年間の嘱託契約。
【人的支援】
2精神保健福祉士の資格を有する者の配置と、外部人材
も参加した雇用促進チームを設置し、社内講習会等を実
施。
3評価シートを活用し、毎月、上長とともに業務の振り返り
を実施。また、月に一度、支援機関も同席、生活面の振り
返りを実施するとともに、当事者同士のミーティングも実
施。
4定期的に本人の状況を確認し、徐々に勤務時間や業務
の範囲を拡大。
【その他】
5モデル事業の実施や取組内容について社内に周知し、
取組への賛同者としてグループ全社から「ナチュラルサ
ポーター」を募集。サポーターには、月1回のセミナー等を
実施。

・トライアル雇用
・ステップアップ雇
用
・精神保健福祉士
の採用
・2号ジョブコーチ
研修受講
・職業コンサルタン
ト認定

・ハローワーク
・障害者職業セン
ター
・就業・生活支援セ
ンター
・病院、クリニック
・就労移行支援事
業所
・NPO精神保健福
祉機構

1実際に精神障害者の活躍す
る様子を知ることにより、グ
ループ企業内でも精神障害者
雇用の機運が高まった。
※本社での成功事例取組みが
事業所やグループ会社へも波
及している。
（グループ全体で33名増加）
※現在も継続的に精神障がい
者の実習生を受け入れており、
その実習生をグループ会社で
採用している。
2初めは仕事の指示や相談な
どを精神保健福祉士が中心と
なり調整していたが、現在は職
場の理解も深まり、職場上長が
直接指示しフィードバックも行っ
ている。

1職域拡大
　精神障がい者が働ける受入職場
の拡大と適正に応じた業務の切り出
し。
2新たな精神障がい者の人財確保と
育成
3職場援助者の育成
　精神障がい者の特性を理解した上
で相談を聞いたり、仕事をわかり易く
指示できる職場の人財育成。
4職場定着
　問題を早期発見・解決するため、
医療機関や支援機関との連携を継
続する。

【平成24年1月現在】
雇い入れ人数　6人
継続雇用者数　3人
定着率　50％

【平成24年12月現在】
雇い入れ人数　6人
継続雇用者数　3人
定着率　50％

株式会社ダイキン
サンライズ摂津

業種：
電気機械器具製
造業
従業員数：
113人

・修理受付業務（ＰＣ
作業あり）
・プリント基板のリサ
イクルに関する種分
け業務
・化学製品（瓶）の小
分け作業
・図面のＰＤＦ化作業
・修理、製造

フルタイムで働くことができる
ようになるためにはどうしたら
よいか、また、社内の理解を
深めるにはどうしたらよい
か。
（上記に対応して委託訓練、
社会適応訓練等を経た上で
採用しており、モデル事業開
始時点で、既に2名の精神障
害者が定着）

合同面接会で採用した人に
ついては、支援機関がないこ
とが多く、本人の体調面など
分らないことが多い。精神障
害者は職場環境に慣れるこ
とだけでも大変なことである
のに、後付けした支援機関の
方と信頼関係を築くというよう
な同時進行は大変困難なこ
とである。採用前に信頼でき
る支援機関があれば会社に
慣れるまでサポートしてもら
えるし、会社としても安心して
受入れることができる。

【人的支援】
1ジョブコーチ支援経験者を配置し、精神障害者のみなら
ず、全社員の相談に対応。相談の場としてカウンセリング
ルームを新たに設置。
2精神障害者の特性理解のため、社内勉強会の開催、精
神障害者雇用の先進企業への見学、社内報を活用した
啓発。
3社内関係者のみならず、支援機関、医療機関も参加し
た個別ケース会議を実施。当初は1か月ごとに開催し、問
題のない場合は3か月に一度開催。
4各職場のリーダーを中心とした「サポート隊」を設置し、
各職場での精神障害者個々人の状態に目を配るほか、
状態に変化が見られたときには、その情報を共有し、全
体の仕事の割り振りを調整。
5社長、工場長、職場のリーダーからなる「精神障害者雇
用促進チーム」を設置し、職場の課題を共有化（メンバー
はジョブコーチ研修を受講）。
6合同面接会の採用で支援機関がなかった方については
入社後に支援機関の必要性を説明。合意後に支援機関
の方に会社にきてもらい登録してもらった。

・トライアル雇用
・ジョブコーチの新
規採用
・ジョブコーチ研修
受講
・委託訓練
・社会適応訓練
・各種助成金制度

・地域障害者職業
センター
・精神障害者雇用
先進企業
・障害者就業・生活
支援センター
・就労移行支援事
業所
・就労支援事業所

1事前の実習（委託訓練、社会
適応訓練等）の必要を改めて
感じたこと。
2フルタイムなどの勤務体制や
適した仕事は障害種別によるも
のではなく障害以外の特性によ
るものだと分った。

個々人によってつまづく点が異なる
が、そのサインを各職場のリーダー
やカウンセリング担当者が早めに見
抜けるようになること。今後さらに職
場全員が周囲の人に気を配れるよう
にレベルアップをはかって行くことが
課題である。

【平成24年1月現在】
雇い入れ人数　9人
継続雇用者数　7人
定着率　78％

【平成24年12月現在】
雇い入れ人数　9人
継続雇用者数　6人
定着率　67％
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実施企業
職務内容

（平成23年3月末）
1　雇い入れ前の課題や不
安

2　雇い入れ後に苦労した
点

3　1、2への対応のための取組（工夫・改善等） 4　活用した制度 5　連携した機関 6　雇用した効果 7　今後の課題 8　定着状況

株式会社ＮＴＴ
データだいち

業種：
情報サービス業
従業員数：
117人

・ソフトウエア検証業
務のソースコード診
断、FP計測、UTアセ
スメント

高度なITスキルと知識のある
精神障害者の人材を確保す
ること。

休みがちになった者があった
こと。

【各種制度の利用】
1人材確保のため、ハローワークや地域障害者職業セン
ターに相談。まずはトライアル雇用で採用し、終了時点で
フルタイム勤務の可否について判断。また、不足する知
識等については採用後に研修を実施。
【人的支援】
2業務に当たっての支援は社内の担当者(職場に常駐）
が、定着支援は社内ジョブコーチと支援機関が実施する
チーム体制を整備。支援機関は医療機関とも連携。ま
た、職場では社内ジョブコーチ等による面談を随時実施
し、業務の割り振り等を調整。
【施設整備】
3施設整備として、感覚過敏の者の作業環境を整えるた
め机をパーティションによる仕切りの設置。また、休息用
ベットを3台設置。

・トライアル雇用
・社内ジョブコーチ
による支援

・ハローワーク
・地域障害者職業
センター
・発達障害者就労
支援企業

1当初は与えられた仕事をこな
すのが精一杯だった精神障害
者本人も積極的に業務に関わ
ろうとする姿勢が生まれてきて
いること。また、チーム全体のこ
とを考えるようになる等、リー
ダーとしての素養のある人材も
育ちつつある感があること。
2特定のスキルを要する企業で
も精神障害者の活躍する場は
必ずあるとわかったこと。

人材と配置については、試行錯誤の
部分があること。
入社時の障害の症状が落ち着いて
安定した状態に向かった為、手帳の
継続取得が難しくなっている。

【平成24年1月現在】
雇い入れ人数　6人
継続雇用者数　6人
定着率　100％

【平成24年12月現在】
雇い入れ人数　6人
継続雇用者数　4人
定着率　67％
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精神障害者の雇用に対する企業の意識の変化（障害者の雇用に関する事業所アンケートの結果から） 

  415事業所中 45事業所(10.8%) 前回 今回 

※ 雇い入れた主なきっかけ（複数回答）としては、「精神障害者が雇用率の算定対象になった」(42.6%)、「企業の社会的  
  責任を果たすため」(34.0%)が多かった。 

○ 精神障害者を雇用していると回答した事業所数の推移 

432事業所中 62事業所（14.4%）   

○ 「積極的に精神障害者の雇用に取り組みたい」、「ある程度仕事のできそうな人が応募してくれば 
  雇うかもしれない」と回答した事業所数の推移 
 
☆「積極的に精神障害者の雇用に取り組みたい」 
 

         415事業所中 4事業所(1.0%)                  432事業所中 14事業所（3.2%） 
 

☆「ある程度仕事のできそうな人が応募してくれば雇うかもしれない」 
 

         415事業所中 68事業所(16.4%)                 432事業所中 128事業所（29.6%） 
 

前回 

前回 

今回 

今回 

     

     

＜参考＞  
○ 今後の精神障害者の雇用方針として、「雇いたくない」と回答（※）した事業所の推移 

  415事業所中  135事業所(32.5%) 前回 今回 432事業所中  124事業所（28.7%）      

○ 「支援制度や情報提供が充実しても雇いたいと思わない」と回答した事業所は、14.6％ 

※ 「精神障害者の雇用管理のことがよくわからず不安なので、雇いたくない」＋「精神障害者は仕事ができなかったり職場になじむのが
難しかったりすると思うので、雇いたくない」＋「過去に精神障害者を雇用したが、仕事ができなかったり職場にうまくなじめなかったりした
ので、雇いたくない」の３項目の合計 

Ｈ15．2 Ｈ24．2 



精神障害者を雇用した企業へのアンケート調査（ 「JSN五周年・企業アンケート」の結果から） 

 NPO法人大阪精神障害者就労支援ネットワーク（JSN）が支援している精神障害者を雇用した企業に対して、平成
24年度にアンケート調査を実施。回答のあった４１社（４１／５９）のアンケート結果は以下のとおり。 

○ 精神障害者の雇用に関する企業の理解   
 問 「以前（およそ10年前）に比べ、精神障害者の雇用に関して理解が進んだと思いますか？」 

 ★ 「①大変進んだ」 15％、「②進んだ」 77％、「③全く進んでいない」 3％、「④むしろ後退した」 0％、「⑤他」 5％  

○ 精神障害者を雇用してみた企業の感想   
 問 「精神障害者を雇用してよかったと思いますか？」 

 ★ 「①大変良かった」 17％、「②良かった」 56％、「③あまり良くなかった」 10％、「④大変良くなかった」 0％、 
    「⑤他」 17％ 

○ 精神障害者を雇用したことによる仕事現場の変化   
 問 「精神障害者を雇用してからの貴社や仕事現場の変化で該当するものを教えてください。（複数回答可）」 

 ★ 「①戦力になった」 30社、「②雰囲気が良くなった」 8社、「③助け合うようになった」 11社、 

   「④ﾏﾆｭｱﾙ、他にも役立つ」 5社、「⑤雰囲気が悪くなった」 1社、「⑥ﾐｽが多く、他が手を取られ不満」 4社、 

    「⑦指示の理解が悪く、他が困る」 6社、「⑧他」 9社 

○ 今後の精神障害者の雇用に取り組む意向   
 問 「今後、さらに精神障害者の雇用に取り組む予定がありますか？」 

 ★ 「①具体的に考えている」 7％、「②考えている」 7％、「③可能性あり」 59％、「④考えていない」 20％、 
    「⑤他」 7％ 
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障害者の雇用に関する事業所アンケート  
調査の概要 

 
 

１．目的 
「障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会」において、

障害者の範囲等を検討するため、事業所における障害者の雇用の状況や今後の障害者
雇用の方針等の基礎資料を得ることを目的に事業所アンケートを実施する。 

 
 

２．調査の対象 
 事業所規模 5 人以上の雇用保険適用事業所 1000 事業所。事業所規模別の層化無作
為抽出を行う。 
 
 
３．調査方法 
 郵送により、別添アンケート調査票を上記調査対象事業所に送付し、記入後、厚生
労働省障害者雇用対策課あて返送を依頼した。 
 
 
４．調査時期 
 平成 24 年 1 月～2 月（調査時点は、平成 23 年 12 月 1 日） 
 
 
５．調査票の回収状況等 
 回収数は 432 通、回収率 43.2%であった。事業所規模別の回収状況は下表のとおり。 
 

事業所 

規模 
5～9 人 

10～29

人 

30～

55 人 

56～

99 人 

100～

199 人 

200～

299 人 

300～

999 人 

1000 

人以上 

規模不

明 
合計 

調査対象 

の母数 

332,457 

(41.0%) 

288,200 

(35.5%) 

81,773 

(10.1%) 

47,475 

(5.9%) 

32,418 

(4.0%) 

11,118 

(1.4%) 

14,651 

(1.8%) 

3,446 

(0.4%) 

0 

(0.0%) 

811,538 

(100.0%) 

配布数 
144 144 144 144 144 144 136 0 1000 

- - - - 107 37 - - 
 

- 

回収数 
67 

(15.5%) 

87 

(20.1%) 

68 

(15.7%) 

68 

(15.7%) 

45 

(10.4%) 

16 

(3.7%) 

45 

(10.4%) 

26 

(6.0%) 

10 

(2.3%) 

432 

(100.0%) 

回収率 46.5%) 60.4% 47.2% 47.2% 42.4% 31.3% 19.1% - 43.2% 

 

 

６．調査項目 
 
 Ⅰ 事業所の属性 
  １ 事業所の従業員数、企業の形態、事業所の業種 
  ２ 障害者の雇用状況（身体、知的、精神（採用前・採用後）） 
 
 Ⅱ 精神障害者の雇用について 
  １(１)採用前精神障害者の雇用のきっかけ 
   (２)採用前精神障害者の精神障害者であることの確認方法 
  ２(１)精神障害者の雇用管理上の配慮事項 

(２)精神障害者の職場定着等の協力機関 
   (３)精神障害者を雇用してよかったこと 
  ３ 精神障害者の職務遂行面・職場適応面の状況 
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 Ⅲ 今後の精神障害者雇用の方針 
  １ 精神障害者の採用方針の変化 
  ２ 今後の精神障害者の雇用方針 
  ３ 精神障害者の雇入れや職場復帰にかかる支援制度の認知・利用状況 
 
 Ⅳ その他雇用管理上の配慮が必要な方の状況 
  １ 発達障害者や難治性疾患患者の雇用状況 
  ２ 発達障害者の疾患名・雇用管理上の配慮事項 
  ３ 難治性疾患患者の疾患名・雇用管理上の配慮事項 
  ４ 今後の発達障害者、難治性疾患患者の雇用方針 
 
 Ⅴ その他 
   障害者雇用に対する意見（自由記述） 
 
 
７．調査結果のポイント 
 
（１）回答があった 432 事業所中、身体障害者については 192 事業所(44.4%)、知的

障害者については 66 事業所(15.3%)、精神障害者については 62 事業所(14.4%)（採
用前：36 事業所、採用後 34 事業所）で雇用されていた。 

   発達障害者については 13 事業所(3.0%)、難治性疾患患者については 10 事業所
（2.3%）で雇用されていた。 
前回調査（平成 15 年 2 月）では、精神障害者の雇用があった事業所は 415 事業

所中 45 事業所(10.8%)であり、精神障害者を雇用している事業所の割合が増加し
た。 

 
（２）採用前精神障害者の雇用経験のある４７事業所において、精神障害者を雇い入

れた時の主なきっかけは「精神障害者が雇用率の算定対象になった（法定雇用率
を達成するため）」が最も多く 20 事業所（42.6%）であった。 

 
（３）今後の精神障害者の雇用方針としては、雇用に前向きな企業は 142 社（32.8%）

であり、前回調査 72 事業所（17.4%）に比べて、雇用に前向きな企業が増加した。 
 
（４）精神障害者の職務遂行面・職場適応面の評価としては、各項目について、障害

者を雇用していない事業所の方が、精神障害者の雇用経験がある事業所に比べて、
「問題あり」と回答した割合が高くなっていた。 

 
（５）精神障害者の雇用促進のために期待する支援としては、「雇入れから雇用継続

まで一貫した外部の支援機関の助言・援助などの支援」（47.6%）、「社内での精神
障害者の雇用に関する周知や理解促進」（44.5%）と回答した事業所が多かった。 
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障害者の雇用に関する事業所アンケート  
調査結果 

 
 
Ⅰ 事業所の属性と障害者雇用 
 
１ 事業所の従業員数、企業の形態、事業所の業種 
  別紙のとおり 
   
２ 障害者の雇用状況（身体、知的、精神（採用前・採用後）） 

432 事業所中、身体障害者については 192 事業所(44.4%)1293 人、知的障害者につ
いては 66 事業所(15.3%)389 人、精神障害者については 62 事業所（14.4%）116 人（採
用前精神障害者：36 事業所(8.3%)70 人、採用後精神障害者：34 事業所(7.9%)46 人）
が雇用されていた。※（ ）内は回答事業所に占める割合 
 
（１）事業所規模別の障害者の雇用の状況 
 事業所規模別にみると、概ね事業所規模が大きいほど障害者雇用をしている事業
所の割合が高くなっていた。 
 
＜表１＞事業所規模別身体障害者・知的障害者の雇用状況（N=432） 

 
全体 身体障害者 知的障害者 

事業所規模 事業所数 事業所数 （割合） 人数 事業所数 （割合） 人数 

9 人以下 67 4 (6.0%) 5 0 (0.0%) 0 

10～29 人 87 16 (18.4%) 29 3 (3.4%) 5 

30～55 人 68 21 (30.9%) 27 8 (11.8%) 18 

56～99 人 68 28 (41.2%) 56 10 (14.7%) 11 

100～199 人 45 33 (73.3%) 82 8 (17.8%) 20 

200～299 人 16 14 (87.5%) 94 4 (25.0%) 98 

300～999 人 45 43 (95.6%) 255 14 (31.1%) 68 

1000 人以上 26 26 (100.0%) 665 16 (61.5%) 146 

不明・無記入 10 7 (70.0%) 80 3 (30.0%) 23 

合計 432 192 (44.4%) 1293 66 (15.3%) 389 

 
＜表２＞事業所規模別精神障害者（採用前・採用後）の雇用状況（N=432） 

 
全体 精神障害者 採用前精神障害者 採用後精神障害者 

事業所規模 事業所数 事業所数 （割合） 人数 事業所数 （割合） 人数 事業所数 （割合） 人数 

9 人以下 67 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 

10～29 人 87 5 (5.7%) 5 3 (3.4%) 3 3 (2.3%) 2 

30～55 人 68 6 (8.8%) 7 3 (4.4%) 4 3 (4.4%) 3 

56～99 人 68 5 (7.4%) 6 3 (4.4%) 2 3 (4.4%) 4 

100～199 人 45 11 (24.4%) 20 5 (11.1%) 14 5 (11.1%) 6 

200～299 人 16 5 (31.3%) 20 5 (31.3%) 19 1 (6.3%) 1 

300～999 人 45 14 (31.1%) 27 6 (13.3%) 9 10 (22.2%) 18 

1000 人以上 26 14 (53.8%) 25 9 (34.6%) 13 9 (34.6%) 12 

不明・無記

 

10 2 (20.0%) 6 2 (20.0%) 6 0 (0.0%) 0 

合計 432 62 (14.4%) 116 36 (8.3%) 70 34 (7.9%) 46 
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（２）業種別の障害者の雇用状況 
 業種別に見た障害者の雇用状況は、表３・表４のおり。 

 
＜表３＞業種別身体障害者・知的障害者の雇用状況（N=432） 

 
全体 身体障害者 知的障害者 

業種 事業所数 事業所数 （割合） 人数 事業所数 （割合） 人数 

農業、林業、漁業 2 1 (50.0%) 2 0 (0.0%) 0 

鉱業、建設業 31 7 (22.6%) 38 0 (0.0%) 0 

製造業 111 60 (54.1%) 486 26 (23.4%) 65 

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 (33.3%) 6 0 (0.0%) 0 

情報通信業 8 3 (37.5%) 37 1 (12.5%) 1 

運輸業、郵便業 33 18 (54.5%) 60 3 (9.1%) 10 

卸売業、小売業 44 19 (43.2%) 171 7 (15.9%) 118 

金融業、保険業 11 11 (100.0%) 66 1 (9.1%) 11 

不動産業、物品賃貸業 6 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 

学術研究、専門・技術サービス業 8 2 (25.0%) 2 0 (0.0%) 0 

宿泊業、飲食サービス業 14 4 (28.6%) 5 4 (28.6%) 7 

生活関連サービス業、娯楽業 7 1 (14.3%) 7 2 (28.6%) 12 

教育、学習支援業 10 7 (70.0%) 92 2 (20.0%) 17 

医療、福祉 70 33 (47.1%) 90 13 (18.6%) 39 

複合サービス事業 7 5 (71.4%) 18 2 (28.6%) 12 

その他サービス業 51 15 (29.4%) 82 4 (7.8%) 23 

不明・無記入 16 5 (31.3%) 131 1 (6.3%) 74 

合計 432 192 (44.4%) 1293 66 (15.3%) 389 

 
＜表４＞業種別精神障害者（採用前・採用後）の雇用状況（N=432） 

 
全体 精神障害者 採用前精神障害者 採用後精神障害者 

業種 事業所数  事業所数  （割合） 人数 事業所数  （割合） 人数 事業所数  （割合） 人数 

農業、林業、漁業 2 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 

鉱業、建設業 31 1 (3.2%) 2 0 (0.0%) 0 1 (3.2%) 2 

製造業 111 18 (16.2%) 24 10 (9.0%) 11 9 (8.1%) 13 

電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 (33.3%) 1 1 (33.3%) 1 0 (0.0%) 0 

情報通信業 8 1 (12.5%) 1 1 (12.5%) 1 0 (0.0%) 0 

運輸業、郵便業 33 1 (3.0%) 1 0 (0.0%) 0 1 (3.0%) 1 

卸売業、小売業 44 7 (15.9%) 20 6 (13.6%) 16 3 (6.8%) 4 

金融業、保険業 11 5 (45.5%) 6 3 (27.3%) 3 2 (18.2%) 3 

不動産業、物品賃貸業 6 1 (16.7%) 0 1 (16.7%) 0 0 (0.0%) 0 

学術研究、専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 8 1 (12.5%) 1 0 (0.0%) 0 1 (12.5%) 1 

宿泊業、飲食サービス業 14 1 (7.1%) 1 0 (0.0%) 0 1 (7.1%) 1 

生活関連サービス業、娯楽業 7 1 (14.3%) 8 1 (14.3%) 8 0 (0.0%) 0 

教育、学習支援業 10 4 (40.0%) 7 1 (10.0%) 1 3 (30.0%) 6 

医療、福祉 70 10 (14.3%) 21 6 (8.6%) 16 4 (5.7%) 5 

複合サービス事業 7 1 (14.3%) 5 1 (14.3%) 4 1 (14.3%) 1 

その他サービス業 51 7 (13.7%) 10 3 (5.9%) 4 6 (11.8%) 6 

不明・無記入 16 2 (12.5%) 8 2 (12.5%) 5 2 (12.5%) 3 

合計 432 62 (14.4%) 116 36 (8.3%) 70 34 (7.9%) 46 
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（３）各障害者の雇用経験の有無 
 調査に回答した 432 事業所のうち、身体障害者の雇用経験のある事業所は約５割
であった一方で、知的障害者や精神障害者の雇用経験のある事業所は約２割であっ
た。 

 
＜表５＞障害者の雇用経験の有無（N=432） 

項目 
身体 

障害者 
(構成比) 

知的 

障害者 
(構成比) 

精神 

障害者 
(構成比) 

採用前

精神 
(構成比) 

採用後 

精神 
(構成比) 

いる 192 (44.4%) 66 (15.3%) 62 (14.4%) 36 (8.3%) 34 (7.9%) 

現在はいない

が過去はいた 
32 (7.4%) 16 (3.7%) 31 (7.2%) 11 (2.5%) 22 (5.1%) 

現在も過去も

いない 
186 (43.1%) 305 (70.6%) 297 (68.8%) 326 (75.5%) 309 (71.5%) 

不明 10 (2.3%) 15 (3.5%) 19 (4.4%) 22 (5.1%) 25 (5.8%) 

無記入 12 (2.8%) 30 (6.9%) 23 (5.3%) 37 (8.6%) 42 (9.7%) 

合計 432 (100.0%) 432 (100.0%) 432 (100.0%) 432 (100.0%) 432 (100.0%) 

 
 
（４）前回調査との比較 
 平成 15 年 2 月に精神障害者の雇用の促進等に関する研究会において行われた「精
神障害者の雇用に関するアンケート調査」（以下、「前回調査」という。）は、今回と
同様の調査方法（事業所規模 5 人以上の雇用保険適用事業所 1000 事業所を事業所規
模別の層化無作為抽出して行う郵送調査）によりアンケートを行ったものであり、
回収数は 415 通（回収率 41.5%）であった。 
 

前回調査は精神障害者の雇用についてのみ調査をしたものであることから、精神
障害者の雇用状況について比較してみると、前回調査では精神障害者を雇用してい
ると回答した事業所は、回答 415 事業所中 45 事業所（10.8%）だったが、今回は 432
事業所中 62 事業所（14.4%）と増加していた。 

また、採用前精神障害者については、前回 7事業所(1.7%)から今回 36事業所(8.3%)
と大幅に増加していた。 

 
＜表６＞事業所規模別精神障害者の雇用状況（前回調査との比較） 

 
今回調査 前回調査 

事業所規模 回答事業所数 雇用事業所数 （割合） 回答事業所数 雇用事業所数 （割合） 

9 人以下 67 0 (0.0%) 56 0 (0.0%) 

10～29 人 87 6 (6.9%) 65 1 (1.5%) 

30～55 人 68 6 (8.8%) 59 1 (1.7%) 

56～99 人 68 5 (7.4%) 57 5 (8.8%) 

100～299 人 61 15 (24.6%) 85 10 (11.8%) 

300～999 人 45 14 (31.1%) 58 16 (27.6%) 

1000 人以上 26 14 (53.8%) 33 12 (36.4%) 

不明・無記入 10 2 (20.0%) 2 0 (0.0%) 

合計 432 62 (14.4%) 415 45 (10.8%) 
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Ⅱ 精神障害者の雇用経験のある事業所への調査 
 
１ 採用前精神障害者の雇用経験のある事業所 
(１)採用前精神障害者の雇用のきっかけ 
 採用前精神障害者の雇用経験がある 47 事業所に対し、精神障害者を雇い入れた時
の主なきっかけを聞いたところ、最も多かったのは「精神障害者が雇用率の算定対
象になった（法定雇用率を達成するため）」（42.6%）であり、続いて「企業の社会
的責任を果たすため」（34.0%）、「ハローワークから紹介された」（31.9%）、「必
要な仕事ができそうなので雇い入れた」（31.9%）が多かった。 
 「その他」の自由記述としては、親会社や社員からの紹介、グループ会社からの
移籍などであった。 
 前回調査でも、同様の質問をしているが、回答数が少ないため、参考値とする。 
 
＜表７＞精神障害者を雇い入れた時の主なきっかけ（複数回答） 

項目 
今回調査 前回調査(参考値) 

事業所数（N=47） (割合) 事業所数（N=７） (割合) 

精神障害者が雇用率の算定対象になった（法定雇

用率を達成するため） 
20 (42.6%) - - 

事業拡大や人手不足のため雇入れの必要があった 4 (8.5%) 2 (28.6%) 

ハローワークから紹介された 15 (31.9%) 0 (0.0%) 

民間の職業紹介事業者等から紹介された 3 (6.4%) - - 

医療機関から頼まれた 1 (2.1%) 
1 (14.3%) 

支援機関から頼まれた 4 (8.5%) 

知り合いから頼まれた 4 (8.5%) 1 (14.3%) 

必要な仕事ができそうなので雇い入れた 15 (31.9%) 2 (28.6%) 

企業の社会的責任を果たすため 16 (34.0%) 2 (28.6%) 

その他 6 (12.8%) 2 (28.6%) 

 
 
(２)採用前精神障害者の精神障害者であることの確認方法 
 採用前精神障害者の雇用経験がある 47 事業所に対し、精神障害者を雇い入れた時
に精神障害者であることを何によって確認したか聞いたところ、「精神保健福祉手
帳」が最も多く、30 事業所（63.8%）であった。 
 「その他」の自由記述としては、紹介元からの情報が 5 件、本人の申出が 3 件な
どであった。 
 なお、前回調査では、個人票において同様の質問をしているが、回答があった 11
人の確認方法は、精神障害者保健福祉手帳(6 人、54.5%)であり、「その他」の 3 人
は、公費負担患者票、障害年金の年金証書、紹介元からの情報であった。 
 
＜表８＞精神障害者であることの確認方法（複数回答） 

 
今回調査(複数回答) 前回調査 

項目 事業所数(N=47) (割合） 障害者数（N=11） (割合）

 
精神障害者保健福祉手帳 30 (63.8%) 6 (54.5%) 

主治医の診断・意見書 7 (14.9%) 2 (18.2%) 

産業医の診断・意見書 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

１～３以外の方法で確認 10 (21.3%) 3 (27.3%) 
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２ 精神障害者について 
(１)精神障害者の雇用管理上の配慮事項 
 採用前・採用後精神障害者の雇用経験がある 93 事業所に対し、雇用している（し
ていた）精神障害者に対し、どのような雇用管理上の配慮を行っていたか聞いたと
ころ、回答 87 事業所のうち、最も多かったのは「業務量への配慮」（72.4%）であ
り、続いて「配置転換など配置についての配慮」（56.3%）、「短時間勤務など勤務
時間の配慮」（46.0%）、「通院・服薬管理など医療上の配慮」（46.0%）が多かっ
た。 
  採用前・採用後精神障害者別にみると、ともに「業務量への配慮」（採用前 73.9%、
採用後 76.5%）が多かったが、採用前精神障害者を雇用している事業所においては
次いで「短時間勤務など勤務時間の配慮」（56.5%）が多く、採用後精神障害者を雇
用している事業所においては次いで「配置転換など配置についての配慮」（74.5%）
が多かった。 
 「その他の配慮」の自由記述としては、在宅業務の提供、担当業務の配慮（苦手
な業務を担当させない等）等の記述があった。 

「特段の配慮を行っていない」と回答した事業所は０事業所であったが、無回答
が 6 事業所あったことに留意が必要である。 

 

＜表９＞精神障害者の雇用管理上の配慮（複数回答） 

 

精神障害者 採用前精神 採用後精神 

項目 

事業所数  

（N=87） 
(割合) 

事業所数

（N=46） 
(割合) 

事業所数  

（N=51） 
(割合) 

短時間勤務など勤務時間の配慮 40 (46.0%) 26 (56.5%) 22 (43.1%) 

休暇を取得しやすくする等休養への配慮 32 (36.8%) 12 (26.1%) 23 (45.1%) 

業務量への配慮 63 (72.4%) 34 (73.9%) 39 (76.5%) 

配置転換など配置についての配慮 49 (56.3%) 18 (39.1%) 38 (74.5%) 

作業環境、施設・設備・機器の改善 12 (13.8%) 9 (19.6%) 6 (11.8%) 

工程の単純化など職務内容への配 30 (34.5%) 19 (41.3%) 15 (29.4%) 

作業指示の明確化、指示書の視覚化など仕事の理

解を助ける工夫 
20 (23.0%) 19 (41.3%) 7 (13.7%) 

通院・服薬管理など医療上の配慮 40 (46.0%) 19 (41.3%) 27 (52.9%) 

業務遂行を援助する者の配置 24 (27.6%) 17 (37.0%) 10 (19.6%) 

職業生活に関する相談員の配置・委嘱 12 (14.0%) 7 (15.2%) 6 (11.8%) 

職場内における健康管理等の相談支援体制の確保 18 (20.7%) 8 (17.4%) 13 (25.5%) 

外部の支援機関との連携支援体制の確保 18 (20.7%) 13 (28.3%) 8 (15.7%) 

その他の配慮 3 (3.4%) 2 (4.3%) 1 (2.0%) 

特段の配慮を行っていない 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

 
 
(２)精神障害者の職場定着等の協力機関 
 採用前・採用後精神障害者の雇用経験がある 93 事業所に対し、精神障害者の職場
定着、職場適応のための支援について協力を得た者について聞いたところ、回答 70
事業所のうち、最も多かったのは「産業医や産業保健スタッフ」（37.1%）であり、
続いて「主治医」(35.7%)、「障害者就業・生活支援センターの職員」(31.4%)、が
多かった。 

採用前・採用後精神障害者別にみると、採用前精神障害者を雇用している事業所
においては、「障害者就業・生活支援センター」(51.4%)「地域障害者職業センター
の職員」(35.1%)、採用後精神障害者を雇用している事業所においては「産業医や産
業保健スタッフ」(53.5%)、「主治医(48.8%)」の順に回答が多かった。 
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「その他」の自由記述としては、特別支援学校教諭、院内相談員等の記述があっ

た。 
「どこからの支援も受けていない」と回答した事業所は０事業所であったが、無

回答が 23 事業所あったことに留意が必要である。 

 

＜表 10＞精神障害者の職場定着等の協力機関（複数回答） 

 

精神障害者 採用前 採用後 

 
項目 

事業所数 

（N=70） 
(割合) 

事業所数

（N=37） 
(割合) 

事業所数 

（N=43） 
(割合) 

ハローワークの職員 12 (17.1%) 12 (32.4%) 3 (7.0%) 

地域障害者職業センターの職員 14 (20.0%) 13 (35.1%) 5 (11.6%) 

障害者就業・生活支援センターの職員 22 (31.4%) 19 (51.4%) 7 (16.3%) 

主治医 25 (35.7%) 6 (16.2%) 21 (48.8%) 

医療機関のソーシャルワーカー 5 (7.1%) 4 (10.8%) 1 (2.3%) 

社会福祉施設の指導員等 7 (10.0%) 7 (18.9%) 0 (0.0%) 

保健所や精神保健福祉センターの職員 1 (1.4%) 0 (0.0%) 1 (2.3%) 

産業医や産業保健スタッフ 26 (37.1%) 5 (13.5%) 23 (53.5%) 

家族 18 (25.7%) 7 (18.9%) 14 (32.6%) 

その他 4 (5.7%) 2 (5.4%) 3 (7.0%) 

どこからの支援も受けていない 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

 
 
(３)精神障害者を雇用してよかったこと 
 採用前・採用後精神障害者の雇用経験がある 93 事業所に対し、精神障害者の職場
定着、職場適応のための支援について協力を得た者について聞いたところ、回答 62
事業所のうち、最も多かったのは「精神障害に対する従業員の理解が進んだ」(56.5%)
であり、続いて「会社としても精神障害者雇用のノウハウを学ぶことができた」
(53.2%)であった。 
「その他」の自由記述としては、「得意分野を生かして戦力となっている。」「単
純作業に従事してもらう事が多いが、健常者より能力が上回る場合もあり、適材適
所で助けられた。」といった記述があった。 
「特にない」と回答した事業所は２事業所であったが、無回答が 31 事業所あったこ
とに留意が必要である。 

 

＜表 11＞精神障害者を雇用して良かったこと（複数回答）（N=62） 

項目 事業所数 (割合) 

社員の対人態度が柔らかくなった。 5 (8.1%) 

職場全体の雰囲気が良くなった 2 (3.2%) 

精神障害に対する従業員の理解が進んだ 35 (56.5%) 

精神障害者の働く姿勢に刺激を受けて、職場全体の意欲

 

6 (9.7%) 

会社としても精神障害者雇用のノウハウを学ぶことができた 33 (53.2%) 

その他 2 (3.2%) 

特にない 2 (3.2%) 

 
  



7 
 

３ 精神障害者の職務遂行面・職場適応面の状況 
 全事業所に対し、精神障害者の職務遂行や職場適応について聞いたところ、概ね「問
題あり」や「個人差が大きい」との回答がそれぞれ約３割、「わからない」との回答
が約２割であった。 

各項目をみてみると、「基礎体力」(22.6%)や「出退勤等の労働習慣」(20.8%)では
「問題ない」と回答した事業所が他の項目に比べて多く、「とっさの事態に対する判
断力」（48.8%）や「指示に対する理解力」（39.3%）では「問題あり」と回答した事
業所が他の項目に比べて多かった。 
 また、「問題あり」と回答した事業所を、精神障害者の雇用経験等の有無別でみる
と、多くの項目について雇用経験のない事業所ほど「問題あり」と回答した事業所の
割合が高かった。 

 

＜表 12＞精神障害者の職務遂行面・職場適応面（N=424） 

  
問題ない 問題あり 

個人差が大

きい 
わからない 未回答 

職
務
遂
行
面 

(1)基礎体力 22.6% 20.3% 34.2% 22.9% 1.7% 

(2)持久力 13.0% 26.9% 34.9% 25.2% 1.9% 

(3)手先の器用さ 18.2% 20.0% 37.3% 24.5% 1.9% 

(4)動作の機敏さ 11.1% 30.4% 36.1% 22.4% 1.9% 

(5)指示に対する理解力 9.2% 39.3% 32.0% 19.5% 1.6% 

(6)職務への集中力 8.2% 36.2% 34.3% 21.4% 1.4% 

(7)とっさの事態に対する判断力 3.8% 48.8% 25.6% 21.8% 1.4% 

(8)職務遂行の正確さ 9.4% 33.6% 34.8% 22.1% 1.6% 

(9)職務遂行の能率 6.6% 32.3% 39.6% 21.5% 1.9% 

職
場
適
応
面 

(10)健康管理 18.0% 25.1% 29.3% 27.7% 1.9% 

(11)症状の安定 6.1% 36.2% 31.7% 26.1% 1.2% 

(12)精神的なタフさ 4.0% 36.5% 32.0% 27.5% 1.2% 

(13)勤労意欲 13.6% 26.3% 35.9% 24.2% 1.2% 

(14)出退勤等の労働習慣 20.8% 26.7% 26.4% 26.2% 1.7% 

(15)円滑な人間関係 9.9% 30.3% 33.1% 26.8% 1.2% 

(16)生活管理 14.4% 20.0% 31.4% 34.2% 1.7% 

(17)総合的に見て 6.4% 36.1% 35.8% 21.7% 1.7% 

 

＜表 13＞精神障害者の職務遂行面・職場適応面（問題ありと回答した事業所の割合） 

 

「問題あり」と回答した 

事業所の割合 

全体 

（N=424） 

精神障害者 

雇用経験あり 

(N=93) 

他の障害者 

雇用経験あり

(N=160) 

雇用なし 

(N=169) 

職
務
遂
行
面 

(1)基礎体力 20.3% 7.5% 15.6% 31.4% 

(2)持久力 26.9% 18.3% 15.6% 31.4% 

(3)手先の器用さ 20.0% 3.3% 16.3% 32.9% 

(4)動作の機敏さ 30.4% 17.2% 26.1% 39.5% 

(5)指示に対する理解力 39.3% 10.2% 38.1% 51.8% 

(6)職務への集中力 36.2% 24.7% 32.3% 45.9% 

(7)とっさの事態に対する判断力 48.8% 37.6% 45.3% 57.6% 

(8)職務遂行の正確さ 33.6% 11.8% 32.5% 46.5% 

(9)職務遂行の能率 32.3% 21.5% 28.1% 42.0% 

職
場
適
応
面 

(10)健康管理 25.1% 21.5% 22.4% 29.3% 

(11)症状の安定 36.2% 38.7% 35.2% 35.5% 

(12)精神的なタフさ 36.5% 45.7% 34.0% 34.3% 

(13)勤労意欲 26.3% 18.3% 24.7% 32.5% 

(14)出退勤等の労働習慣 26.7% 15.1% 29.2% 31.0% 

(15)円滑な人間関係 30.3% 26.9% 30.2% 32.0% 

(16)生活管理 20.0% 16.1% 18.5% 24.0% 

(17)総合的に見て 36.1% 22.8% 31.1% 48.2% 
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Ⅲ 今後の精神障害者雇用の方針 
 
１ 精神障害者の採用方針の変化 
（１）精神障害者の雇用率算定特例の認知度と平成１８年度以前の雇用の状況 
 精神障害者（精神障害者保健福祉手帳所持者）については、平成１８年度から障
害者雇用率の算定対象になったところであるが、その認知度について聞いたところ、
432 事業所中「知っていた」と回答した事業所が 237 事業所(54.9%)であった。 
 また、平成１８年度以前に精神障害者を雇用していたか聞いたところ、「雇用して
いた」と回答した事業所が 36 事業所（8.3%）であった。 
 平成 18 年度以前に精神障害者を雇用していた事業所は、雇用していなかった事業
所に比べ、雇用率算定特例の認知度が高かった。 

 

＜表 14＞精神障害者の雇用率算定特例の認知度と平成１８年度以前の雇用の状況（N=432） 

  

  

平成 18 年度以前の精神障害者の雇用の状況 

雇用あり (構成比）  雇用なし (構成比）  未回答 (構成比）  合計 (構成比）  

雇

用

率

算

定 

知っていた 29 (80.6%) 205 (53.7%) 3 (21.4%) 237 (54.9%) 

知らなかった 6 (16.7%) 175 (45.8%) 3 (21.4%) 184 (42.6%) 

未回答 1 (2.8%) 2 (0.5%) 8 (57.1%) 11 (2.5%) 

 合計 36 (8.3%) 382 (88.4%) 14 3.2% 432 (100.0%) 

 
 
（２）平成１８年度以降の精神障害者の雇用方針の変化 
 平成１８年度以降の精神障害者の雇用方針の変化について聞いたところ、多くの
事業所が「特に雇用に関する方針は変わらない」(86.8%)と回答した。 
 「その他」の自由記述としては、「職種や業務内容（技術が必要、危険が伴う等）
により雇用が難しい」といった記述が 8 件、「障害の種別にかかわらず採用してい
る」、「応募がなかった」、「本社にて採用は一元化している」といった内容の記
述がそれぞれ 2 件などであった。 
 
＜表 15＞平成１８年度以降の精神障害者の雇用方針（N=432） 

項目 事業所数 (構成比) 

積極的に雇用するようになった 12 (2.8%) 

特に雇用に関する方針は変わらない 375 (86.8%) 

その他 27 (6.3%) 

不明 18 (4.2%) 

全体 432 (100.0%) 
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平成１８年度以前の雇用状況などを合わせてみてみると、積極的に雇用するよう
になった 12 事業所のうち全事業所が、精神障害者の雇用率算定を知っていたことが
わかった。 
 
＜表 16＞平成 18 年度以降の精神障害者の雇用方針（雇用の有無、雇用率算定の認知度別） 

  

  

知っていた 知らなかった 
合計 

雇用あり 雇用なし 雇用あり 雇用なし 

積極的に雇用するようになった 4 8 0 0 12 

(構成比) (33.3%) (66.7%) (0.0%) (0.0%) (100.0%) 

特に雇用に関する方針は変わらない 23 178 6 164 375 

(構成比) (6.1%) (47.5%) (1.6%) (43.7%) (100.0%) 

その他 2 16 0 6 27 

(構成比) (7.4%) (59.3%) (0.0%) (22.2%) (100.0%) 

合計 29 205 6 175 432 

(構成比) (6.7%) (47.5%) (1.4%) (40.5%) (100.0%) 

 
 
２ 今後の精神障害者の雇用方針 
（１）今後の精神障害者の雇用の方針 
 今後の精神障害者の雇用についてどのような考えか聞いたところ、「積極的に取り
組みたいと思わないが、ある程度仕事のできそうな人が応募してくれば雇うかもし
れない」と回答した事業所が最も多く 128 事業所（29.6%）あり、「積極的に精神障
害者の雇用に取り組みたい」(3.2%)を合わせると、約 3 分の１の事業所(32.8%)が精
神障害者の雇用に前向きであることがわかった。 
 なお、前回調査では２項目を合わせて 17.4%であり、前回調査に比べて精神障害
者の雇用に前向きな事業所の割合が増加したことがわかった。 

 

＜表 17＞今後の精神障害者の雇用方針 

  
今回調査(N=432) 前回調査(N=415) 

事業所数 (構成比) 事業所数 (構成比) 

積極的に精神障害者の雇用に取り組みたい 14 (3.2%) 4 (1.0%) 

積極的に取り組みたいと思わないが、ある程度仕事のでき

そうな人が応募してくれば雇うかもしれない 
128 (29.6%) 68 (16.4%) 

精神障害者の雇用管理のことがよくわからず不安なので、

雇いたくない 
54 (12.5%) 70 (16.9%) 

精神障害者は仕事ができなかったり職場になじむのが難し

かったりすると思うので雇いたくない 
57 (13.2%) 52 (12.5%) 

過去に精神障害者を雇用したが、仕事ができなかったり職

場にうまくなじめなかったりしたので、雇いたくない 
13 (3.0%) 13 (3.1%) 

その他 67 (15.5%) 68 (16.4%) 

わからない 90 (20.8%) 111 (26.7%) 

不明 9 (2.1%) 29 (7.0%) 

全体 432 (100.0%) 415 (100.0%) 

 
 「その他」の自由記述としては、雇用経験のない事業所からの記述が大半を占め
ており、記述のあった 66 件中約３分の２が業務内容上雇い入れが困難としており、
理由としては、危険を伴う 8 件、免許や専門性が必要 8 件、接客・顧客対応 7 件、
介護・保育業務 5 件などであった。また、経営上の理由（新規採用の予定なし等）
を挙げたものや、仕事ができるかできないかで判断するといった、記述も見られた。 
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（２）精神障害者の雇用促進のため期待する支援 
 精神障害者の雇用を促進するために、どのような支援が必要か聞いたところ、「雇
入れから雇用継続まで一貫した外部の支援機関の助言・援助などの支援」(47.6%)
が最も多く、続いて「社内での精神障害者の雇用に関する周知や理解促進」（44.5%）
が多かった。 

「支援制度や情報提供が充実しても、雇いたいと思わない」と回答した事業所は
61 事業所（14.6%）であった。 

「その他」の自由記述としては、「できる仕事を見つけること」、「事業主と本
人との間に障害者の事を良く知る人からの助言」、「通勤手段に制限があるので、
何か支援を」といった具体的な支援に関する意見や、業務内容や経営上の理由から
雇い入れが難しいといった意見などがあった。 
 
 
＜表 18＞精神障害者の雇用促進のため期待する支援(複数回答)（N=418） 

項目 事業所数 (割合) 

雇入れから雇用継続まで一貫した外部の支援機関の助言・援助などの支援 199 (47.6%) 

雇入れの際の助成制度の充実 135 (32.3%) 

雇用継続のための助成制度の充実 148 (35.4%) 

雇入れから雇用継続までの間の、外部からジョブコーチや介助者など人的支援

の充実 
153 (36.6%) 

雇入れから雇用継続までの間の、職場内での人的支援体制の助成制度の充実 114 (27.3%) 

社内での精神障害者の雇用に関する周知や理解促進 186 (44.5%) 

雇入れ予定の障害者個々の障害特性や雇用管理上の留意点に関する情報提

供 
165 (39.5%) 

雇用事例や障害特性・雇用管理上の留意点に関する情報提供 139 (33.3%) 

現行の支援制度（※別紙参照）に関する情報提供 70 (16.7%) 

支援制度や情報提供が充実しても、雇いたいと思わない 61 (14.6%) 

その他 40 (9.6%) 

 
 
３ 精神障害者の雇入れや職場復帰にかかる支援制度の認知・利用状況 
（１）精神障害者の雇入れや職場復帰にかかる支援制度の認知・利用状況 
 精神障害者の雇入れや職場復帰にかかる支援制度を知っているか、また利用した
ことがあるか聞いたところ、利用が多かったのは「特定求職者雇用開発助成金」（6.7%）
やジョブコーチ支援（4.9%）であった。 
 利用したことのない事業所の中で、今後利用したいとの回答が多かった項目とし
ては、「「精神障害者のための職場改善好事例集」等のガイドブックや事例集等」
（29.4%）が最も多く、続いて「ハローワーク等が主催する精神障害者雇用促進に関
するセミナーに参加」（22.4%）、「職場支援従事者助成金」（20.9%）、「トライアル雇
用奨励金」（20.6%）が多かった。 
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＜表 19＞精神障害者の雇入れや職場復帰にかかる支援制度の認知・利用状況（N=432） 

  

利用したことがある 利用したことはない 
 

無

回

答 

役に立っ
た 

役に立た
なかった 

知 っ て お
り 、 今 後
利 用 し た
い 

知らなか
っ た が 、
今後利用
したい 

知 っ て い
る が 、 利
用す る予
定はない 

知らず、
利 用 す
る予定も
ない 

１ ハローワークの専門スタッフによる支援

（精神障害者雇用トータルサポーター等） 
2.1% 0.2% 4.9% 13.9% 28.0% 44.0% 6.9% 

２ 精神障害者等ステップアップ雇用奨励金 0.7% 0.0% 4.4% 13.7% 25.2% 49.3% 6.7% 

３ 精神障害者雇用安定奨励金 1.2% 0.0% 5.6% 13.7% 26.6% 46.1% 6.9% 

４ 地域障害者職業センターで実施する雇

入れや職場復帰のための支援 
1.6% 0.5% 6.5% 13.0% 24.3% 46.8% 7.4% 

５ 特定求職者雇用開発助成金 6.0% 0.7% 9.3% 9.5% 26.4% 40.3% 7.9% 

６ トライアル雇用奨励金 3.9% 0.2% 12.7% 7.9% 28.0% 40.0% 7.2% 

７ ジョブコーチ支援 4.4% 0.5% 6.9% 11.1% 22.7% 48.1% 6.3% 

８ 職場支援従事者助成金 1.2% 0.2% 6.5% 14.4% 20.8% 49.8% 7.2% 

９ 業務遂行援助者の配置（職場介助者等

助成金） 
1.9% 0.2% 4.4% 13.4% 19.0% 53.7% 7.4% 

10 ９以外の障害者雇用納付金制度に基

づく助成金（健康相談医師の委嘱等） 
0.2% 0.0% 3.9% 14.1% 18.5% 55.1% 8.1% 

11 ハローワーク等が主催する精神障害者

雇用促進に関するセミナーに参加 
3.0% 0.7% 8.3% 14.1% 21.8% 44.9% 7.2% 

12 「精神障害者のための職場改善好事例

集」等のガイドブックや事例集等 
2.3% 0.2% 7.9% 21.5% 16.0% 45.1% 6.9% 

 
 
（２）現行の支援制度の中で、改善した方がよい点 
 現在の支援制度の中で、改善した方が良い点等について自由記述で意見を聞いた
ところ、29 件の記述（「ありません」、「わかりません」を除く。）があった。 

そのうち、助成制度に関するもの 13 件と多く、要件の緩和や申請の簡略化を求め
る内容が 8 件、採用後精神障害者の支援の充実を求めるものが 2 件等であった。そ
の他、情報提供や企業への意識啓発の充実を求めるものが 5 件あった。 

 
（３）その他、精神障害者の雇入れや職場復帰の促進、雇用継続のために、期待する

支援制度や外部の支援機関に求めること等 
その他、精神障害者の雇入れや職場復帰の促進、雇用継続のために、期待する支援

制度や外部の支援機関に求めること等について自由記述で意見を聞いたところ、30
件の記述（「ありません」、「わかりません」を除く。）があった。 
 そのうち、助成制度に関することや情報提供・情報交換を求めるものが各 5 件、
支援機関に関するものが 4 件、意識啓発に関するものが 3 件等であった。 
 例えば、助成制度に関して「就労の継続や欠勤等による企業側のリスクにも配慮
した支援制度を作って欲しい。」、情報提供・情報交換に関して「同業種で雇用して
いる企業間の情報交換」、「他の社員への研修など。障害者に対する理解や対応を教
えて欲しい。」、支援機関に関して「雇用継続の為に相談事ができる機関」、意識啓発
に関して「精神障害者が働く職場(上司･同僚)への勉強会の開催」、その他として「業
種、職種により活用できる人材は異なり、十把一絡げの対応は適用そのものが困難
であるので、中小企業にとってメリットが大きくなるような施策でないと活用は難
しい。」などの記述があった。 
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Ⅳ その他雇用管理上の配慮が必要な方の状況 
 
１ 発達障害者や難治性疾患患者の雇用状況 
 身体障害者、知的障害者、精神障害者以外の発達障害者又は難治性疾患患者で、そ
の方の特性に応じて仕事の内容や勤務時間の配慮等雇用管理上の配慮が必要な方を
雇用しているか聞いたところ、発達障害者を現在雇用している事業所は 13 事業所
(3.0%)20 人、難治性疾患患者を現在雇用している事業所は 10 事業所(2.3%)13 人であ
った。 
 なお、無回答が約３割あったこと（※）に留意が必要である。 

 ※ 調査票に、「把握している場合のみお答え下さい。本調査のために改めて本人に確認してい

ただく必要はありません。」と記載している。 

 
＜表 20＞発達障害者や難治性疾患患者の雇用状況（N=432） 

項目 発達障害者 (構成比) 難治性疾患患者 (構成比) 

いる 13 (3.0%) 10 (2.3%) 

現在はいないが過去はいた 7 (1.6%) 5 (1.2%) 

現在も過去もいない 256 (59.3%) 246 (56.9%) 

不明 42 (9.7%) 51 (11.8%) 

無回答 114 (26.4%) 120 (27.8%) 

全体 432 (100.0%) 432 (100.0%) 

 
 
２ 発達障害者の疾患名・雇用管理上の配慮事項 
（１）雇用している発達障害者の疾患名 
 発達障害者の雇用経験のある 20 事業所に対し、疾患名について質問したところ、
回答があった 18 事業所のうち、「広汎性発達障害（自閉症・アスペルガー症候群等）」
を選択した事業所が 13 事業所（68.4%）と最も多かった。 

また、「把握していない」とした事業所が 4 事業所（22.2%）あった。 
 
＜表 21＞雇用している発達障害者の疾患名(複数回答)（N=18） 

項目 事業所数 (割合) 

広汎性発達障害（自閉症・アスペルガー症候群等） 13 (68.4%) 

学習障害 4 (21.1%) 

注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ） 1 (5.3%) 

その他 0 (0.0%) 

把握していない 4 (22.2%) 

 
 
（２）発達障害者の雇用管理上の配慮事項 
 発達障害者の雇用経験がある 20 事業所に対し、雇用している（していた）発達障
害者に対し、どのような雇用管理上の配慮を行っていたか聞いたところ、回答があ
った 18 事業所のうち、最も多かったのは「業務量への配慮」及び「作業指示の明確
化、指示書の視覚化など仕事の理解を助ける工夫」（73.7%）であり、続いて「配置
転換など配置についての配慮」及び「工程の単純化など職務内容への配慮」（52.6%）
が多かった。 

「特段の配慮を行っていない」と回答した事業所は１事業所（5.6%）であった。 
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＜表 22＞発達障害者の雇用管理上の配慮（複数回答）（N=18） 

項目 事業所数 (割合) 

短時間勤務など勤務時間の配慮 5 (26.3%) 

休暇を取得しやすくする等休養への配慮 0 (0.0%) 

業務量への配慮 14 (73.7%) 

配置転換など配置についての配慮 10 (52.6%) 

作業環境、施設・設備・機器の改善 3 (15.8%) 

工程の単純化など職務内容への配 10 (52.6%) 

作業指示の明確化、指示書の視覚化など仕事の理解を助ける工夫 14 (73.7%) 

通院・服薬管理など医療上の配慮 4 (21.1%) 

業務遂行を援助する者の配置 3 (15.8%) 

職業生活に関する相談員の配置・委嘱 1 (5.3%) 

職場内における健康管理等の相談支援体制の確保 2 (10.5%) 

外部の支援機関との連携支援体制の確保 4 (21.1%) 

その他の配慮 0 (0.0%) 

特段の配慮を行っていない 1 (5.6%) 

 
 
３ 難治性疾患患者の疾患名・雇用管理上の配慮事項 
（１）雇用している難治性疾患患者の疾患名 
 難治性疾患患者の雇用経験のある 15 事業所に対し、疾患名について質問したとこ
ろ、「潰瘍性大腸炎」、「パーキンソン病関連疾患」、「クローン病」がそれぞれ 3 事業
所（20.0%）と多かった。 
 「その他」の自由記述としては、多発性硬化症、大腿骨頭壊死などであった。 

また「把握していない」とした事業所は 1 事業所（6.7%）であった。 
  

＜表 23＞雇用している難治性疾患患者の疾患名(複数回答)（N＝15） 

項目 事業所数 (割合) 

潰瘍性大腸炎 3 (20.0%) 

パーキンソン病関連疾患 3 (20.0%) 

クローン病 3 (20.0%) 

網膜色素変性症 2 (13.3%) 

脊髄小脳変性症 1 (6.7%) 

特発性拡張型（うっ血型）心筋症 1 (6.7%) 

その他 5 (33.3%) 

把握していない 1 (6.7%) 

 
 
（２）難治性疾患患者の雇用管理上の配慮事項 
 難治性疾患患者の雇用経験がある 15 事業所に対し、雇用している（していた）難
治性疾患患者に対し、どのような雇用管理上の配慮を行っていたか聞いたところ、
最も多かったのは「業務量への配慮」(60.9%)が最も多く、続いて「短時間勤務など
勤務時間の配慮」及び「休暇を取得しやすくする等休養への配慮」（53.3%）が多か
った。 

「特段の配慮を行っていない」と回答した事業所は２事業所(13.7%)あった。 
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＜表 24＞難治性疾患患者の雇用管理上の配慮（複数回答）（N=15） 

項目 事業所数 (割合) 

短時間勤務など勤務時間の配慮 8 (53.3%) 

休暇を取得しやすくする等休養への配慮 8 (53.3%) 

業務量への配慮 9 (60.0%) 

配置転換など配置についての配慮 6 (40.0%) 

作業環境、施設・設備・機器の改善 2 (13.3%) 

工程の単純化など職務内容への配 1 (6.7%) 

作業指示の明確化、指示書の視覚化など仕事の理解を助ける工夫 0 (0.0%) 

通院・服薬管理など医療上の配慮 6 (40.0%) 

業務遂行を援助する者の配置 1 (6.7%) 

職業生活に関する相談員の配置・委嘱 0 (0.0%) 

職場内における健康管理等の相談支援体制の確保 3 (20.0%) 

外部の支援機関との連携支援体制の確保 0 (0.0%) 

その他の配慮 1 (6.7%) 

特段の配慮を行っていない 2 (13.3%) 

 
 
４ 今後の発達障害者や難治性疾患患者の雇用方針 
（１）今後の発達障害者や難治性疾患患者の雇用の方針 
 今後の発達障害者や難治性疾患患者の雇用についてどのような考えか聞いたとこ
ろ、それぞれ「積極的に取り組みたいと思わないが、ある程度仕事のできそうな人
が応募してくれば雇うかもしれない」と回答した事業所が最も多く約２割であった。
前述の精神障害者と比較すると、「積極的に精神障害者の雇用に取り組みたい」と
合わせた雇用に前向きな事業所の割合は 10%程度低かった。 
 「その他」の自由記述としては、記述があった 47 件のうち、32 件が「業務上の
都合により雇用が難しい」といった内容であり、「危険を伴う仕事であるため」、
「免許が必要」「重労働のため」「対人業務であるため」などであった。また、「問
題なく業務を遂行できる人材であれば雇用したい」「今後余裕ができたら考えたい」
「その方の能力や職場へのなじみ具合による」「支援の仕方を検討した上で」とい
った回答もあった。 
 また、「わからない」と回答した事業所がそれぞれ約 27%であったが、これにつ
いても精神障害者（20.8%）に比べるとやや高くなっていた。 

 
＜表 25＞今後の発達障害者や難治性疾患患者の雇用方針（N=432） 

  
発達障害者 難治性疾患患者 精神障害者(再掲) 

事業所数 (構成比) 事業所数 (構成比) 事業所数 (構成比) 

積極的に雇用に取り組みたい 5 (1.2%) 4 (0.9%) 14 (3.2%) 

積極的に取り組みたいと思わないが、ある程

度仕事のできそうな人が応募してくれば雇うか

もしれない 

91 (21.1%) 94 (21.8%) 128 (29.6%) 

雇用管理のことがよくわからず不安なので、雇

いたくない 
46 (10.6%) 44 (10.2%) 54 (12.5%) 

仕事ができなかったり職場になじむのが難しか

ったりすると思うので雇いたくない 
74 (17.1%) 63 (14.6%) 57 (13.2%) 

過去に雇用したが、仕事ができなかったり職場

にうまくなじめなかったりしたので、雇いたくない 
6 (1.4%) 4 (0.9%) 13 (3.0%) 

その他 44 (10.2%) 47 (10.9%) 67 (15.5%) 

わからない 116 (26.9%) 117 (27.1%) 90 (20.8%) 

不明 50 (11.6%) 59 (13.7%) 9 (2.1%) 

全体 432 (100.0%) 432 (100.0%) 432 (100.0%) 
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（２）発達障害者や難治性疾患患者の雇用促進のため期待する支援 
 発達障害者や難治性疾患患者の雇用を促進するために、どのような支援が必要か
聞いたところ、「雇入れから雇用継続まで一貫した外部の支援機関の助言・援助など
の支援」（52.0%）がもっと多く、続いて「社内での発達障害者や難治性疾患患者雇
用に関する周知や理解促進」（43.6%）が多かった。 

「その他」の自由記述としては、「企業がその病気に関して詳しい情報を持って
いない。本人や業務の状況に合わせて個別に対応していく他ないと思う」、「医療
機関との連携」、「社会がまだ対応しきれていないのに雇用ばかりが促進するのは
不可能」といった記述があった。 

「支援制度や情報提供が充実しても、雇いたいと思わない」と回答した事業所は
68 事業所（18.5%）であった。 

 
＜表 26＞発達障害者や難治性疾患患者雇用のため期待する支援(複数回答) 

 
発達障害・難病 精神障害者（再掲） 

項目 
事業所数 

（N=367） 
(割合) 

事業所数 

（N=418） 
(割合) 

雇入れから雇用継続まで一貫した外部の支援機関の助言・援助な

どの支援 
191 (52.0%) 199 (47.6%) 

雇入れの際の助成制度の充実 123 (33.5%) 135 (32.3%) 

雇用継続のための助成制度の充実 145 (39.5%) 148 (35.4%) 

雇入れから雇用継続までの間の、外部からジョブコーチや介助者な

ど人的支援の充実 
146 (39.8%) 153 (36.6%) 

雇入れから雇用継続までの間の、職場内での人的支援体制の助

成制度の充実 
120 (32.7%) 114 (27.3%) 

社内での発達障害者や難治性疾患患者雇用に関する周知や理解

促進 
160 (43.6%) 186 (44.5%) 

雇入れ予定の障害者個々の障害特性や雇用管理上の留意点に

関する情報提供 
145 (39.5%) 165 (39.5%) 

雇用事例や障害特性・雇用管理上の留意点に関する情報提供 142 (38.7%) 139 (33.3%) 

現行の支援制度（※別紙参照）に関する情報提供 58 (15.8%) 70 (16.7%) 

支援制度や情報提供が充実しても、雇いたいと思わない 68 (18.5%) 61 (14.6%) 

その他 23 (6.3%) 40 (9.6%) 
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別紙 
回答事業所の属性 

１ 従業員数と業種 
 回答があった 432 事業所の従業員規模と業種は表１・２のとおりであった。 
 
＜表１＞回答事業所の従業員規模（N=432） ＜表２＞回答事業所の業種（N=432） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 企業の形態 
 回答事業所の企業の形態及び規模は、表３・４のとおりであった。また、事業所複
数事業所の 263 事業所に、事業所数を聞いたところ、回答があった 235 事業所の平均
事業所数は 22.1 所（最小値 1、最大値 800、分散 4452.09）であった。 
 
＜表３＞企業の形態（N＝432）       ＜表４＞企業の規模（N＝432）   

 
 
 
 
 

項目 事業所数 （構成比） 

農業、林業、漁業 2 (0.5%) 

鉱業、建設業 31 (7.2%) 

製造業 111 (25.7%) 

a 食料品、飲料・たばこ 14 (3.2%) 

b 繊維工業 1 (0.2%) 

c 木材、家具、パルプ・家具、印刷 10 (2.3%) 

d 化学工業、窯業・土石 11 (2.5%) 

e 鉄鋼 5 (1.2%) 

f 非鉄金属 2 (0.5%) 

g 金属製品 11 (2.5%) 

h 機械器具 27 (6.3%) 

i その他 28 (6.5%) 

j 不明 2 (0.5%) 

電気・ガス・熱供給・水道業 3 (0.7%) 

情報通信業 8 (1.9%) 

運輸業、郵便業 33 (7.6%) 

卸売業、小売業 44 (10.2%) 

金融業、保険業 11 (2.5%) 

不動産業、物品賃貸業 6 (1.4%) 

学術研究、専門・技術サービス業 8 (1.9%) 

宿泊業、飲食サービス業 14 (3.2%) 

生活関連サービス業、娯楽業 7 (1.6%) 

教育、学習支援業 10 (2.3%) 

医療、福祉 70 (16.2%) 

複合サービス事業 7 (1.6%) 

その他サービス業 51 (11.8%) 

不明 16 (3.7%) 

全体 432 (100.0%) 

項目 事業所数 （構成比） 

9 人以下 67 (15.5%) 

10～29 人 87 (20.1%) 

30～55 人 68 (15.7%) 

56～99 人 68 (15.7%) 

100～299 人 61 (14.1%) 

100～199 人 45 (10.4%) 

200～299 人 16 (3.7%) 

300～999 人 45 (10.4%) 

1000 人以上 26 (6.0%) 

無回答 10 (2.3%) 

全体 432 (100.0%) 

項目 事業所数 （構成比） 

１企業１事業所 163 (37.7%) 

１企業複数事業所 263 (60.9%) 

a 本社 185 (42.8%) 

b 本社以外 65 (15.0%) 

c 無回答 13 (3.0%) 

その他 2 (0.5%) 

無回答 4 (0.9%) 

全体 432 (100.0%) 

項目 事業所数 （構成比） 

9 人以下 7 (2.7%) 

10～29 人 19 (7.2%) 

30～55 人 27 (10.3%) 

56～99 人 42 (16.0%) 

100～299 人 40 (15.2%) 

300～999 人 50 (19.0%) 

1000 人以上 66 (25.1%) 

不明 12 (4.6%) 

全体 263 (100.0%) 



各種手帳の交付事務の流れ 
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（精神障害者保健福祉
手帳判定部門等） 
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請
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精神障害者保健福祉手帳申請書 
医師の意見書又は精神障害を支給事由とする
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（
市
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村
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由
） 
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交
付 

⑤ 診断書等の送付 

⑥ 判定 

精神障害者保健福祉手帳 



 
申請者 

（知的障害者又はその保護者） 
 

 
福祉事務所・

町村 
 

 
児童相談所又は 

知的障害者更生相談所 
（判定機関） 

療育手帳交付申請書 
本人の写真 
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療育手帳 

 
都道府県 
指定都市 

 

② 申請の進達 

③ 判定の記入、 
  申請の進達 

④ 手帳の交付 
（各機関を経由） 

⑤ 手帳の交付 
（各機関を経由） 

 
指定医 

 

 
申請者 

（身体に障害のある者） 
 

 
福祉事務所・ 

町村 
 

都道府県 
指定都市 
中核市 

 
身体障害者更生相談所 
障害程度審査委員会 
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身体障害者手帳交付申請書 
指定医の診断書・意見書 
本人の写真 
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② 医師の診断書 
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請 
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身体障害者手帳 

 
地方社会福祉審議会 

身体障害者福祉専門分科会 
 

⑦ 疑義照会 

⑧ 回答 



（別紙様式１）

○○○知事　　殿

平成　　　年　　　月　　　日

私は、次の事項（○印）について申請します。

 明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平

　　 　年　 　月　　 日

電話　　　　　（　　　　）

※有効期限 　平成　　年　　月　　末日 ※手帳番号

印

　　電話　　　（　　　　）

（注） １

２

３

４    ※の欄は記入しないでください。

障　害　者　手　帳　申　請　書

添付書類
（○印）

   手帳の新規交付、更新又は障害等級変更の申請を行うためには、添付書類として、「医
師の診断書」又は「障害年金の年金証書、年金裁定通知書及び直近の振込（支払）通知書
の写し」又は「特別障害給付金受給資格者証」（特別障害者給付金支給決定通知書）及び
国庫金振込通知書（国庫金送金通知書）の写しが必要です。

   年金証書等の写し又は特別障害給付金受給者資格者証等の写しによる申請の場合は、
障害等級の判定のために年金事務所又は各共済組合等に対し、年金の障害等級を照会
することがあります。

既存の手帳

住
　
所

男

女

生 年

月 日

   写真（縦４㎝×横３㎝）は、脱帽して上半身を写したもので、1年以内に撮影したものであ
ること。

住　所

　写真（縦４㎝×横３㎝）

本人との
続柄

（○印）

　　父　 母　　　兄弟姉妹

　 その他（　　　　　　　　　　）
氏　名 　　祖父母

電話　　　　　（　　　　）

※市町村名

※受理年月日　　　年　　月　　日

　特別障害給付金受給資格者証等の写し　（　　　　級）　・　同意書

　医師の診断書（手帳用）

住　所

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条に基づく精神障害者保健福祉手帳の

〔　新規交付　・　更新　・　障害等級変更　・　都道府県間の住所変更による手帳交付　〕

（申請項目を○で囲んでください）

　申　請　者
（精神障害
者本人）

申請書を提
出した者

氏
　
名

本人との
関係

印

　年金証書等の写し　（　　　　級）　・　同意書

氏　名

家 族 の
連 絡 先

（申請者が
18歳未満の
場合記入）

性

別

フリガナ 

フリガナ 



（別紙様式２） 

診断書（精神障害者保健福祉手帳用） 

 

氏 名  
明治・大正・昭和・平成 

年    月    日生（    歳） 
男 ・ 女 

住 所 
 

①  病名 

ICDコードは、右の病名と

対応するF00～F99、G40のい

ずれかを記載） 

(1) 主たる精神障害                     

(2) 従たる精神障害  

ICDコード (     ) 

                   

(3) 身体合併症      

ICDコード (     ) 

           

②  初診年月日 

   身体障害者手帳（有・無、種別     級） 

主たる精神障害の初診年月日  昭和・平成 年 月  日 

診断書作成医療機関の初診年月日  昭和・平成 年 月  日 

③ 発病から現在までの病歴

及び治療の経過、内容（推

定発病年月、発病状況、初

発症状、治療の経過、治療

内容などを記載する） 

 

（推定発病時期     年    月頃） 

 

 

＊器質性精神障害（認知症を除く）の場合、発症の原因となった疾患名とその発症日 

（疾患名                      、      年   月   日） 

④ 現在の病状、状態像等（該当する項目を○で囲む） 

 (1)  抑うつ状態 

      １ 思考・運動抑制  ２ 易刺激性、興奮  ３ 憂うつ気分  ４ その他（      ） 

   (2)  躁状態 

      １ 行為心迫  ２ 多弁  ３ 感情高揚・易刺激性  ４ その他（      ） 

   (3)  幻覚妄想状態 

      １ 幻覚  ２ 妄想  ３ その他（      ） 

   (4)  精神運動興奮及び昏迷の状態  

      １ 興奮  ２ 昏迷  ３ 拒絶  ４ その他（      ） 

   (5)  統合失調症等残遺状態 

      １ 自閉  ２ 感情平板化  ３ 意欲の減退  ４ その他（      ） 

   (6)  情動及び行動の障害 

      １ 爆発性  ２ 暴力・衝動行為  ３ 多動  ４ 食行動の異常  ５ チック・汚言  ６ その他（      ） 

   (7)  不安及び不穏 

      １ 強度の不安・恐怖感  ２ 強迫体験  ３ 心的外傷に関連する症状  ４ 解離・転換症状 

      ５ その他（      ） 

   (8)  てんかん発作等（けいれんおよび意識障害） 

１ てんかん発作 発作型（      ）  頻度（       ） 最終発作（   年  月  日） 

２ 意識障害  ３ その他 （      ） 

   (9)  精神作用物質の乱用及び依存等 

      １ アルコール  ２ 覚せい剤  ３ 有機溶剤  ４ その他（        ） 

   ア 乱用   イ 依存   ウ 残遺性・遅発性精神病性障害（状態像を該当項目に再掲すること）   

エ その他（                  ） 

    現在の精神作用物質の使用 有・無（不使用の場合、その期間        年     月 から） 

   (10)  知能・記憶・学習・注意の障害 

      １ 知的障害（精神遅滞）  ア 軽度  イ 中等度  ウ 重度  療育手帳（有・無、等級等       ） 

      ２ 認知症  ３ その他の記憶障害 （            ）   

      ４ 学習の困難 ア 読み  イ 書き  ウ 算数  エ その他 （          ） 

      ５ 遂行機能障害  ６ 注意障害  ７ その他（        ） 

   (11)  広汎性発達障害関連症状 

      １ 相互的な社会関係の質的障害  ２ コミュニケーションのパターンにおける質的障害 

      ３ 限定した常同的で反復的な関心と活動  ４ その他（      ） 

   (12)  その他（            ） 



 

⑤ ④の病状・状態像等の具体的程度、症状、検査所見 等 

   

                                                          

 

   検査所見：検査名、検査結果、検査時期 

⑥ 生活能力の状態 （保護的環境ではない場合を想定して判断する。児童では年齢相応の能力と比較の上で判断する） 

１ 現在の生活環境 

      入院・入所（施設名         ）・在宅（ア 単身・イ 家族等と同居）・その他（       ） 

 ２ 日常生活能力の判定（該当するもの一つを○で囲む） 

（１）適切な食事摂取 

自発的にできる ・ 自発的にできるが援助が必要 ・ 援助があればできる ・ できない 

（２）身辺の清潔保持、規則正しい生活 

自発的にできる ・ 自発的にできるが援助が必要 ・ 援助があればできる ・ できない 

（３）金銭管理と買物 

適切にできる ・ おおむねできるが援助が必要 ・ 援助があればできる ・ できない 

（４）通院と服薬（要・不要） 

適切にできる ・ おおむねできるが援助が必要 ・ 援助があればできる ・ できない 

（５）他人との意思伝達・対人関係 

適切にできる ・ おおむねできるが援助が必要 ・ 援助があればできる ・ できない 

（６）身辺の安全保持・危機対応、 

適切にできる ・ おおむねできるが援助が必要 ・ 援助があればできる ・ できない 

（７）社会的手続や公共施設の利用 

適切にできる ・ おおむねできるが援助が必要 ・ 援助があればできる ・ できない 

（８）趣味・娯楽への関心、文化的社会的活動への参加 

適切にできる ・ おおむねできるが援助が必要 ・ 援助があればできる ・ できない 

 ３ 日常生活能力の程度 

   （該当する番号を選んで、どれか一つを○で囲む） 

  (1)  精神障害を認めるが、日常生活及び社会生活は普通にできる。 

(2)  精神障害を認め、日常生活又は社会生活に一定の制限を受ける。 

(3)  精神障害を認め、日常生活に著しい制限を受けており、時に応じて援助を必要とする。 

(4)  精神障害を認め、日常生活に著しい制限を受けており、常時援助を必要とする。 

(5)  精神障害を認め、身の回りのことはほとんどできない。 

 ⑦ ⑥の具体的程度、状態等 

 

⑧ 現在の障害福祉等のサービスの利用状況 

（障害者自立支援法に規定する自立訓練（生活訓練）、共同生活援助（グループホーム）、共同生活介護（ケアホーム）、居宅介

護（ホームヘルプ）、その他の障害福祉サービス、訪問指導、生活保護の有無等） 

⑨ 備考 

 

上記のとおり、診断します。                            平成    年   月   日 

 

医療機関の名称 

医療機関所在地 

電話番号 

診療担当科名 

医師氏名（自署又は記名捺印）                    

 



今後の障害者雇用施策の充実強化について（素案） 

 
 

第１ 障害者の権利に関する条約への対応 

 １ 基本的枠組み 

（1） 枠組みの全体像 

労働・雇用分野における障害者の権利に関する条約（以下「障害者権利条約」とい

う。）への対応は、他の労働法令との調整を図りつつ、障害者雇用促進法を改正する

こと等により対応を図ることが適当である。その際、内閣府で検討している障害を理

由とする差別の禁止に関する法律と、障害者雇用促進法が整合性のとれたものとなる

よう、当分科会での議論を踏まえ、内閣府等との調整を図るべきである。 

また、障害者雇用率制度について、障害者権利条約においては積極的差別是正措置

を講ずるべきだということが盛り込まれており、また、我が国における障害者雇用率

制度は成果を上げてきていることから、引き続き残すことが適当である。 

 

（2） 差別禁止等の枠組みの対象範囲 

① 障害者の範囲 

差別禁止等の対象とする障害者の範囲を検討するに当たっては、事業主の義務付

けとなることを踏まえ、対象となる者が明確であるとともに事業主にとって把握可

能な者であること等が求められる。 

これを踏まえ、差別禁止等の対象とする障害者の範囲については、現行の障害者

雇用率制度の対象より広範囲なものとし、障害者雇用促進法第２条第１号に規定す

る障害者とすることが適当である。（Ｐ） 

  なお、発達障害者や精神障害、内部障害など外見から判断しづらい障害者につい

ては、事業主が判断に迷う場合に、ハローワーク等の外部機関が支援を行うべきで

ある。 

 

② 事業主の範囲 

差別禁止等を義務付ける事業主の範囲については、企業規模によって差を設けず、

全ての事業主を対象とすることが適当である。その際、準備期間を設定するととも

に、企業規模等に着目し、実効性を担保するための対応を行う必要がある。 

また、派遣労働の取扱いについて、派遣先事業主は現行の労働者派遣法に基づく

責任を負いつつ、当面、派遣元事業主に障害を理由とする差別の禁止及び合理的配

慮の提供義務を課すことが適当である。 
また、差別禁止等の義務の主体は、男女雇用均等法等と同様に事業主とすること

が適当である。 

 

２ 障害を理由とする差別の禁止 

（1） 基本的考え方 

差別禁止の範囲は、事業主に法的義務を課すものであることから、①事業主にと

って何が禁止すべき差別に当たるのか明確であること、②男女雇用機会均等法の性

差別禁止と異なり、事業主に対して合理的配慮の提供義務が課されることとの関係

に留意することが求められる。 

 

MKCIS
タイプライターテキスト
資料２

MKCIS
長方形



（直接差別、間接差別） 

障害を理由とする差別（直接差別）については、禁止すべきである。また、車い

す、補助犬その他の支援器具等の利用、介助者の付き添い等の社会的不利を補う手

段の利用等を理由とする不当な不利益取扱いについても、障害を理由とする差別

（直接差別）に含まれるものとすることが適当である。さらに、禁止すべき差別の

範囲が明確になるよう、差別に当たる具体的な事例を分かりやすく示すことが必要

である。 

なお、間接差別については、①どのようなものが間接差別に該当するのか明確で

ないこと、②直接差別に当たらない事案についても合理的配慮の提供で対応が図ら

れると考えられることから、現段階では間接差別の禁止規定を設けることは困難で

ある。将来的には、具体的な相談事例や裁判例の集積等を行った上で、間接差別の

禁止規定を設ける必要性について検討を行う必要がある。 

    

（合理的配慮の不提供） 

  合理的配慮（過度の負担となる場合を除く。）の不提供を差別として禁止するこ

とと合理的配慮の提供を義務付けることはその効果は同じであると考えられるこ

とから、端的に事業主への合理的配慮の提供義務とすることで足りると考えられる。 

 

（ハラスメント） 

障害者に係るハラスメントについては、障害者虐待防止法ですでに職場において

も心理的虐待（不当な差別的言動）等として虐待防止に向けた措置が講じられてい

るところであり、まずは、障害者虐待防止法で定める虐待防止に向けた措置の履行

確保に努めるべきである。 

 

（労働能力に基づく差異等） 

     合理的配慮が提供された上で、労働能力を適正に評価した結果としての異なる取

扱いは、禁止すべき差別に当たらないこととすることが適当である。 

    また、障害者への異なる取扱いのうち、積極的差別是正措置は禁止すべき差別と

しないこととすることが適当である。 

 

(2)  禁止すべき差別 

雇用に係るすべての事項を差別禁止対象とすべきである。主な対象としては、募

集・採用の機会、賃金その他の労働条件、昇進・配置その他の処遇、教育訓練、雇用

の継続・終了（解雇・雇止め等）が考えられる。 

 

  (3)  差別禁止の私法上の効果 

障害を理由とする差別の禁止については、雇用に係る全ての事項を対象としており、

個々の行為の効果は、その内容や状況に応じ個々に判断せざるを得ないことから、私

法上の効果を規定することは困難である。（Ｐ） 

 

 

３ 職場における合理的配慮の提供について 

(1)  基本的考え方 

障害者に対して職場における合理的配慮の提供を事業主に義務付けるべきである。 



その際、合理的配慮は個々の労働者の障害や職場の状況に応じて提供されるものであ

り、多様かつ個別性が高いものであるので、法律では合理的配慮の概念を定め、具体的

な配慮の内容等については、配慮の視点を類型化しつつ、指針として定めることが適当

である。 

また、具体的な合理的配慮の内容等についての指針を定めるに当たっては、この分野

における関係当事者である労働者側の委員、使用者側の委員、障害者側の委員、公益委

員の参画の下で検討を行うことが適当である。 

なお、合理的配慮は、障害者の個々の事情と事業主側との相互理解の中で可能な限り

提供されるべき性質のものであり、最初から細部まで固定した内容のものとすることは

適当ではない。 

 

(2) 合理的配慮の枠組み 

合理的配慮の枠組みについては、①施設・設備の整備、②人的支援、③職場のマネジ

メントに関する配慮といった枠組みで考えることが適当である。 

 

 (3) 合理的配慮の内容 

募集・採用の機会（採用の機会におけるコミュニケーション支援等を含む。）は合理的

配慮の内容に入ることとすることが適当である。なお、募集・採用時に合理的配慮を必

要とする場合には、事業主が事前にそれを認識できるようにすることが求められる。  

 

(4) 合理的配慮の提供のための仕組みと実効性担保 

 ① 合理的配慮提供の実効性担保と企業での仕組み 

合理的配慮提供の実効性を担保するためには、あまり確定的に権利義務関係で考え

るのではなく、指針等により好事例を示しつつ、当事者間の話合いや第三者が入って

のアドバイスの中で、必要なものを個別に考えていくことが適当である。 

また、個々の合理的配慮の具体的内容は、当事者間で相談しながら決めることが重

要であり、企業内で障害者からの相談に応じる体制の仕組みを確保することが必要で

ある。なお、障害者が合理的配慮について相談したことにより不利益な取扱いを受け

ないようにすることが必要である。 （Ｐ） 
この相談体制の仕組みについては、以下のとおりとすることが必要である。 

(イ) 企業内での仕組みとしては、 

・ 企業内に当事者同士が話し合うことのできる相談窓口などの体制整備や事業

主が障害者からの相談に応じるようにすること 

・ 企業内での管理者や相談に応じる者、雇用現場の担当者には、研修などによ

って障害特性に対し十分な理解を促す仕組みとすること 

が必要である。また、職場において知的障害者等が相談しやすい環境を整えるこ

とも必要である。  

（ロ） 企業外の支援体制としては、企業の必要に応じ、 

・ ジョブコーチなどの外部の専門家を活用すること 

・ 就労移行支援事業所などとの密接な連携の下でのハローワークや地域障害者

職業センター、障害者就業・生活支援センターなどの公的な機関による適切な

助言・指導が受けられるような仕組みとするととともに、これらの機関が事業

主に対し適切な助言・指導を行うことができるよう、体制の整備や専門性の向

上に努めること 



が必要である。このため、これらの機関の体制の強化や人材育成を含めた専門性

の向上に努めることが必要である。  

    さらに、合理的配慮の内容については、当事者間で相談して決めることを基本とし

つつ、紛争になった場合に障害者の側から紛争処理機関や司法機関を利用できるよう

にすることが必要である。  

  
② 事業主の負担に対する助成の在り方 

合理的配慮の提供は事業主に義務付けられるものであることから、個々の事業主

が負担することが原則である。その一方で、企業規模や財政状況等によっては合理

的配慮が十分に提供されない可能性があることから、合理的配慮を提供する事業主

への支援についても検討する必要がある。  

現行では、障害者雇用率制度に連動する形で、障害者雇用に伴う事業主間の経済

負担の調整の仕組みとして納付金制度があり、そうした事業主間の経済負担の調整 

の一環として、合理的配慮に係る経済的な負担を支援していくことは可能であり、

その仕組みを活用していくことが適当である。 

なお、事業主の負担に対する助成の在り方を検討するに当たっては、合理的配慮

の具体的内容や過度の負担の内容を踏まえて議論を行うべきであり、納付金財政へ

の影響や他の公的支援の活用の可能性も含めて考えるべきである。  

 

(5) 過度の負担 

事業主にとって配慮の提供が過度の負担となる場合には、事業主が合理的配慮の提

供義務を負わないこととすべきである。 

過度の負担を判断するに当たっては、企業規模、業種、企業の置かれている財政状

況、経営環境や合理的配慮に対する経済的な支援等も考慮すべきであり、これらの項

目を勘案した指針をもとに判断することが適当である。また、合理的配慮は多様かつ

個別性が高いものであり、事業主側の対応に一定の期間を要するものや対応が困難な

ものもあることから、過度の負担を判断するに当たって、その点についても留意する

ことが必要である。  

なお、過度の負担については、合理的配慮と同様に非常に個別性が強いことから、

企業の事業規模等を総合的に勘案して、個別に判断する必要があり、判断基準として

一律の数値基準を設けることにはなじまない。 

当該指針を定めるに当たっては、この分野における関係当事者である労働者側の委

員、使用者側の委員、障害者側の委員、公益委員の参画の下で検討を行うことが適当

である。 

 
４ 権利擁護（紛争解決手続） 

(1) 企業内における紛争解決手続 

企業において紛争が生じた場合の解決手続きについて、まずは企業内における労使

の十分な話し合いや相互理解等により、できる限り自主的に問題が解決されるべきで

ある。 
 

(2) 外部機関等による紛争解決手続 

企業内で自主的に解決しない場合は、外部の第三者機関による解決を図るべきであ

るが、刑罰法規や準司法的手続のような判定的な形で行うのではなく、調整的な解決



を重視すべきである。 
紛争の早期解決、実効性を考えると、紛争解決手続として、既に存在する紛争調整

委員会を活用した仕組みとすることが適当である。 

具体的には、男女雇用機会均等法等を参考に、紛争時における労働局長による助

言・指導、勧告を行うとともに、必要に応じて、調停制度による調整的仕組みとする

ことが適当である。また、紛争調整委員会制度の活用に当たっては、障害者に関する

知見を有する者の意見を聞くことが可能な仕組みとすることが適当である。 

さらに、障害者虐待防止法により設置される都道府県障害者権利擁護センターや市

町村障害者虐待防止センター、内閣府で創設が検討されている障害者の権利救済機関

と、都道府県労働局とが連携を図るべきである。  

また、男女雇用機会均等法等を参考に、個別の紛争以外の場合でも差別禁止等の施

行に関して、厚生労働大臣による助言・指導、勧告の規定を設けることが必要である。 

   （Ｐ） 
 

５ 公務員の取扱い 

国家公務員又は地方公務員についても、同様に障害者権利条約への対応が図られるべ

きであり、それぞれの法制度の中で、障害者権利条約に沿った取扱いがなされるよう、

関係省庁間において調整が図られるべきである。 

 

 
第２ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の見直し 

１ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲 

(1) 障害者雇用促進制度における障害者の範囲 

現在の障害者雇用促進制度における障害者については「長期にわたる職業生活上の

相当の制限」を個別に判断しており、例えば、障害者手帳を所持しない発達障害者、

難治性疾患患者等で「長期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、又は職業生活を

営むことが著しく困難な者」についても障害者雇用促進法の対象に含まれていること

から、本来対象とすべき者が障害者とされている。 

したがって、障害者の範囲について見直しが必要な状況にはないが、障害者雇用促

進制度における障害者の定義規定については改正障害者基本法における障害者の定

義の規定ぶりとの整合性の確保、対象の明確化の観点から、法制的な検討を行う必要

がある。  

 
(2) 就労の困難さの判断の在り方について 

現在の障害者雇用促進法の対象となる障害者であることの判断は、医学的判断に加

え、「長期にわたる職業生活上の相当の制限」を個別に判断しており、就労の困難さ

に視点を置いたものと評価できる。 

一方で、就労の困難さは障害特性により多様であることに加え、企業の職場環境や

本人の希望職種などによっても異なるため、判断のための一律の基準を作ることは困

難であるが、医療機関や支援機関の担当者等からの情報も参考にしながら判断するこ

とを通じて、就労の困難さについての判断の精度を高めることが必要である。 

また、就労の困難さの判断の精度を高めるとともに、障害者本人の状況に応じた就

労支援を適切に行うため、医療機関や支援機関も含めた人材育成も必要である。 

 



２ 障害者雇用率制度における障害者の範囲等 

（1）雇用義務制度の趣旨・目的について 

雇用義務制度は、雇用の場を確保することが極めて困難な者に対し、社会連帯の理

念の下で、すべての企業に雇用義務を課すものである。したがって、企業が社会的な

責任を果たすための前提として、①企業がその対象者を雇用できる一定の環境が整っ

ていること、②対象範囲は明確であり、公正、一律性が担保されることが必要である。 

 

（2）精神障害者の取扱い（Ｐ） 

 
※ 精神障害者の雇用環境の改善状況や、義務化に向けた条件整備状況を踏まえ、精

神障害者を雇用義務の対象とすることについてどう考えるか。 
※ 仮に精神障害者を雇用義務の対象とする場合、企業の経営環境や企業総体として
の納得感といった観点も踏まえ、十分な準備期間を設けることについてどう考える
か。 

 
また、精神障害者の雇用環境のさらなる改善を図るという観点から、 

・ 企業内で理解を得られる環境作り 

・ 個人と企業とのマッチングや定着を支援するための体制整備や経済的な支援、

企業と外部の支援機関が連携をして支援していく体制の充実 

を図ることが必要である。 

さらに、仮に精神障害者を雇用義務の対象とする場合の対象者の把握・確認方法は、

精神障害の特性やプライバシーへの配慮、公正、一律性等の観点から、精神障害者保

健福祉手帳で判断することが適当である。その際、本人の意に反し、手帳の取得が強

要されないようにすべきである。 

 

（3）その他の障害者の取扱い 

雇用義務制度の趣旨・目的を踏まえると、障害者手帳を所持しない発達障害者、難

治性疾患患者等のその他の障害者については、現時点では雇用義務の対象とすること

は困難であるが、①企業における雇用管理ノウハウの蓄積や企業の雇用環境の改善を

さらに進めていくとともに、地域の就労支援の体制作りやネットワークの構築を進め

て行くこと、②対象範囲が明確でなく、公正・一律性が担保されていないことから、

職業生活上の困難さを把握・判断するための研究を行っていくことが必要である。 

 

３ 障害者雇用率制度に関するその他の論点 

(1) 重度障害者の範囲とダブルカウント制度について 

ダブルカウント制度は、就労の困難度の高い重度障害者の雇用促進に一定の役割を

果たしてきた。重度障害者の雇用にあたっては、施設、設備等の物的な負担や、現場

指導等の配慮等が必要であることから、今後も重度障害者の雇用を促進していくため

にも、ダブルカウント制度は継続していくことが必要である。 

一方で、就労の困難度に基づく重度障害者の基準については、引き続き研究を行っ

ていくことが必要である。  

 

(2) 特例子会社制度について 

特例子会社制度が、知的障害者をはじめとする障害者の雇用促進に果たしてきた役



割は大きく、多くの障害者をその特性に配慮して継続して雇用するという観点でも貢

献しており、特例子会社制度は継続させることが必要である。 

また、ノーマライゼーションの観点も踏まえ、今後は、特別に配慮が必要な障害者

の雇用の創出という機能のみならず、特例子会社で蓄積した障害者雇用に関するノウ

ハウを普及・啓発させる等の役割が期待される。 

さらに、特例子会社で雇用される障害者について、キャリア形成をより積極的に行

うこと、労働条件などの面でも引き続き適切な取扱いがなされることが期待される。 

 

(3) 派遣労働者について 

派遣労働は複雑な雇用形態であり、各企業で派遣労働者の位置づけをどう捉えるか

ということにも関係することから、引き続き、派遣労働者としての障害者雇用のニー

ズの動向等を見た上で検討すべきである。 

 

 

第３ 地域の就労支援の強化 

(1) 障害者雇用促進制度の見直しを踏まえた支援の強化 

今後、障害者雇用促進制度の見直しを行うことに伴う事業主の様々な負担を考慮し、

経済的な支援や人的支援の拡充や地域の就労支援機関の体制の強化を含め、雇用支援

の充実を図る必要がある。その際、真に必要な支援策に重点化する等メリハリを付け

た取組が求められる。 

なお、障害者就業・生活支援センター制度やジョブコーチ制度については、企業等

からのニーズが高い一方で、量的な拡大・質的な充実双方の面から課題を抱えている

ことから、障害者雇用促進制度の見直しも踏まえつつ、両制度の在り方について検討

することが必要である。  

 

(2) 障害特性を踏まえた支援の強化 

就労支援機関の利用者については、精神障害や発達障害、高次脳機能障害、難病な

ど、従来の手法では対応が難しい障害者が増加しており、精神障害者等の障害特性を

踏まえた支援の必要性が高まっている。このため、精神障害者や発達障害者等に対す

る専門的な支援の強化を図るとともに、就労支援を担う人材育成を図ることが必要で

ある。 

また、事業主に対し精神障害等に対する理解の促進を図るととともに、事業主向け

の相談体制の充実を図ることも重要である。  

  特に、精神障害者については、医療機関を利用している場合が多く、就労支援に当

たって医療機関と連携を図りつつ、「医療」から「雇用」への流れを一層促進する必

要がある。 

 

(3) 職場定着支援の強化 

雇用障害者数が増加している中で、雇入れ支援のみならず、雇用された障害者の職

場定着支援を強化することが求められる。特に精神障害者や発達障害者については、



企業が短期間でその特性を見極めることが困難なケースも多いことから、就労移行支

援事業所や障害者就業・生活支援センター等の就労支援機関等、地域の関係機関が連

携しながら継続的な定着支援を行うことが必要である。  

また、加齢等に伴い職業能力等が低下した障害者への対応が求められる。 

 

(4) 中小企業に対する支援の強化 

我が国において中小企業は雇用の大きな受け皿であり、障害者雇用についても、身

近な地域で自立した生活を求める障害者に対し、雇用の場を提供することができる重

要な担い手である。  

一方、中小企業の実雇用率や法定雇用率達成企業割合は低い水準にあり、中小企業

に対する支援の強化が必要である。このため、中小企業のニーズを踏まえ、中小企業

における障害者雇用のマッチングの支援、障害者を雇用する企業の不安の解消に向け

た障害者雇用ノウハウの提供等の取組、地域の就労支援機関における中小企業への支

援の強化を図ることが必要である。  

 

(5) 地域の就労支援のネットワークの構築  

地域の就労支援機関は近年急激に増加し、地域における就労支援機関のネットワー

クも構築されつつある。こうした中、地域の就労支援機関における支援実績は着実に

増加している。今後ともさらなる障害者雇用の拡大を図る観点から、「教育」「福祉」

「医療」から「雇用」への流れを一層促進するとともに、関係機関の連携を強化する

必要がある。  

一方、就労支援機関については、相談・支援実績も増加している一方で、就労支援

機関の間に格差が見られ、また、就労支援機関自体が整備されていない地域もある中

で、地域間の差が大きくなってきており、就労支援機関の体制の強化が必要である。 

また、就労支援の強化が求められる中で、就労移行支援事業所等の就労系障害福祉

サービス提供事業所を含め、障害者の就労支援の担い手の育成と専門性の向上をより

一層図る必要がある。  

なお、就労支援を担う人材については、就労支援機関における人材の安定的な確保

や専門性の向上を図ることが必要であることから、その処遇やキャリア形成について

も十分に配慮することが必要である。  

上記に加えて、「教育」「福祉」「医療」から「雇用」への流れを一層促進する観点

から、障害者や保護者、支援者等に対する企業見学や職場実習等を通じた企業理解の

促進について、様々な観点から推進すべきである。 



前回までの議論について 

Ⅰ 障害者の権利に関する条約への対応 

第１ 基本的枠組み 
 

（1） 法律上の枠組み 

  ○ 労働・雇用分野における障害者権利条約への対応は、労働政策審議会障害者雇用分

科会での議論を踏まえ、他の労働法令との調整を図りつつ、障害者雇用促進法を改正

すること等により対応を図ること 

 

○ 内閣府で検討している障害を理由とする差別の禁止に関する法律と、障害者雇用促

進法が整合性のとれたものとなるよう、労働政策審議会障害者雇用分科会での議論を

踏まえ、内閣府等との調整を図るべきであること 

 

（2） 差別禁止等の枠組みの対象範囲 

① 障害者の範囲 

○ 差別禁止等の対象となる障害者の範囲について、現時点で障害による職業上の制限

等を受けている場合には対象とすべきであること 

 

○ 過去に障害の履歴がある者のうち、現在は配慮を必要とせず働ける方の取り扱いに

ついて、対象の明確化、事業主の予見可能性、プライバシーの問題等があり、対象と

するのは困難であるとの意見があった一方で、過去の障害の履歴を理由に不利益な取

扱いを受けた場合への対応は必要ではないかとの意見があった 

 

○ 将来発生する障害を有する者、障害者を持つ家族については、対象の明確化、事業

主の予見可能性、プライバシーの問題等もあり、今回の差別禁止等の対象とするのは

困難であるとの意見があった一方で、不利益な取扱いを受けた場合への対応は必要で

はないかとの意見があった 

 

○ 発達障害者や精神障害、内部障害など外見から判断しづらい障害者については、事

業主が判断に迷う場合に、ハローワーク等の外部機関が支援を行うべきであること 

 
② 事業主の範囲 

○ 企業規模によって差を設けず、全ての事業主に差別禁止や合理的配慮を義務づける

こと。その際、準備期間を設定するとともに、企業規模等に着目し、実効性を担保す

るための対応を行う必要があること 

   

（派遣労働の取扱い） 

○ 派遣労働の取扱いについて、当面、派遣元事業主に障害を理由とする差別の禁止及

び合理的配慮の提供義務を課すこと 

  なお、労働者派遣法に基づき派遣先事業主が事業主として責任を負っている事項につ

いては、当該法令の範囲内で派遣先が責任を負うこと 

 

（使用者の取扱い） 

○ 男女雇用均等法等と同様に事業主のみを対象とすること 
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第２ 障害を理由とする差別の禁止について 
 

（1） 差別の範囲 

（基本的考え方） 

○ 禁止すべき差別の範囲は、実効性の担保の観点から、 

・  事業主に法的義務を課すものであることから、事業主にとって何が禁止すべき

差別で当たるのか明確であること 

・  男女雇用機会均等法の性差別禁止と異なり、事業主に対して合理的配慮の提供

義務を課されることとの関係に留意すること 

が必要であること 

 

  （直接差別、間接差別） 

  ○ 障害を理由とする差別（直接差別）については禁止すべきである。また、車いす、

補助犬その他の支援器具等の利用、介助者の付き添い等の社会的不利を補う手段の利

用等を理由とする不当な不利益取扱いについても、障害を理由とする差別（直接差別）

に含まれるものとすべきであること 

なお、禁止すべき差別の範囲が明確になるよう、差別に当たる具体的な事例を分か

りやすく示すべきであること 

 

○ 間接差別については、①どのようなものが間接差別に該当するのか明確でないこと

②直接差別に当たらない事案についても合理的配慮の提供で対応が図られると考え

られることから、現段階では間接差別の禁止規定を設けることは困難であるが、将来

的には、具体的な相談事例や裁判例の集積等を行った上で、間接差別の禁止規定を設

ける必要性について検討を行う必要があること 

    

（合理的配慮の不提供） 

○ 合理的配慮の不提供を差別として禁止することと合理的配慮提供を義務付けるこ

とはその効果は同じであると考えられることから、端的に事業主への合理的配慮の提

供義務とすることで足りると考えられること。なお、合理的配慮の不提供を禁止すべ

き差別（不作為義務）とすることと合理的配慮の提供の義務付け（作為義務）と両立

することには、法制上の課題があることに留意する必要があること。 

 

（ハラスメント） 

○ 障害者に係るハラスメントについては、その範囲が明確でなく、また、障害者虐待

防止法ですでに職場においても心理的虐待（不当な差別的言動）等として虐待防止に

向けた措置が講じられているところであり、まずは、障害者虐待防止法で定める虐待

防止に向けた措置の履行確保に努めるべきであること 

 

（労働能力に基づく差異等） 

  ○ 合理的配慮が提供された上で、労働能力を適正に評価した結果としての異なる取扱

いは、禁止すべき差別に当たらないこととすること 

  

○ 障害者への異なる取扱いのうち、積極的差別是正措置は禁止すべき差別としないこ

ととすること 



 

(2)  差別禁止の私法上の効果 

○ 障害を理由とする差別の禁止については、雇用に係る全ての事項を対象としており、

個々の行為の効果は、その内容や状況に応じ個々に判断せざるを得ないことから、私

法上の効果を規定することは困難であること 

なお、障害を理由とする解雇や雇い止めについては、私法上の効果を規定すべきで

あるとの意見があった一方で、すでに労働契約法で規定されていることからこれに照

らして考えればよいのではないかとの意見があった。さらに、法律上に規定をおかず

とも行政上の解釈で対応することも可能ではないかとの意見もあった。 

 

 

 

  



第３ 職場における合理的配慮の提供について 

 
(1) 合理的配慮の枠組みと内容 

○ 合理的配慮は個々の労働者の障害や職場に応じて提供されるものであり、多様か

つ個別性が高いものであるので法律では合理的配慮の概念を定め、具体的な配慮の

内容等については、配慮の視点を類型化しつつ、指針として定めることが適当であ

ること 

 

○ 合理的配慮の枠組みについて、中間的なとりまとめにおいて、①施設・設備の整

備、②人的支援、③職場のマネジメントに関する配慮といった枠組みで考えるべき

であること 

 

○ 具体的な合理的配慮の内容等についての指針を定めるに当たっては、この分野に

おける関係当事者である労働者側の委員、使用者側の委員、障害者側の委員、公益

委員の参画の下で検討を行うべきであること 

なお、募集・採用の機会（採用の機会におけるコミュニケーション支援等を含む。）

は合理的配慮の内容に入ること。その際、募集・採用時に合理的配慮を必要とする

場合に関する事業主への事前の情報提供の在り方について検討することが求められ

ること 

 

(2) 合理的配慮の提供のための仕組みと実効性担保 

 ① 合理的配慮提供の実効性担保と企業での仕組み 

  ○ 合理的配慮の具体的内容は、当事者間で相談しながら決めることが重要であり、

企業内で障害者からの相談に応じる体制の仕組みを確保することが重要であるこ

と 

  

  ○ 合理的配慮を障害者の請求権とすることについては、①企業の障害者雇用への抵

抗感を増すことになるのではないかとの意見、②請求権とすることで企業の抵抗感

を増すことは理解するが、紛争となった場合に障害者側が紛争処理機関や司法機関

への申立てを可能とする仕組みが必要ではないかとの意見があった。その上で、請

求権の問題については、まずは合理的配慮の内容を当事者間で相談して決めること

を基本としつつ、紛争になった場合に障害者の側から紛争処理機関や司法機関を利

用できるようにすることで対応してはどうかとの意見が出され、異論はなかった 

 

○ 障害者が合理的配慮について相談したことにより不利益な取扱いを受けないよ

うにすることについては、法的に担保するべきとの意見があった一方で、法的な対

応の必要性については、不利益取扱いの内容を踏まえた上で、さらに検討する必要

があるとの意見があった 

 

○ 相談体制について 

(イ) 企業内での仕組みとして 

・ 企業内に当事者同士が話し合うことのできる相談窓口などの体制整備や事業

主が障害者からの相談に応じるようにすることを義務付けること 

 



・ 企業内での管理者や相談に応じる者、雇用現場の担当者には、研修などによ

って障害特性に対し十分な理解を促す仕組みとすること 

が必要であること。また、職場において知的障害者等の意思決定を支える配慮を

行うことも必要であるとの意見があった 

（ロ）企業外の支援体制として、企業の必要性に応じ、 

・ ジョブコーチなどの外部の専門家を活用したり 

・ 就労移行支援事業所などとの密接な連携の下でのハローワークや地域障害者

職業センター、障害者就業・生活支援センターなどの公的な機関による適切な

助言・指導が受けられるような仕組みとするととともに、これらの機関が事業

主に対し適切な助言・指導を行うことができるよう、体制の整備や専門性の向

上に努めること 

が必要であること。このため、これらの機関の体制の強化や人材育成を含めた専

門性の向上に努めることが必要であること 

 

② 事業主の負担に対する助成の在り方 

○ 合理的配慮の提供は事業主に義務付けられるものであることから、個々の事業主

により負担することが原則であること。その一方で、企業規模や財政状況等によっ

ては合理的配慮が十分に提供されない可能性があることから、合理的配慮を提供す

る事業主への支援が必要であること 

 

○ 現行では、障害者雇用率制度に連動する形で、障害者雇用に伴う事業主間の経済 

負担の調整の仕組みとして納付金制度があり、そうした事業主間の経済負担の調整 

の一環として、合理的配慮に係る経済的な負担を支援していくことは可能であり、

その仕組みを活用していくことが適当であること 

 なお、事業主の負担に対する助成の在り方を検討するに当たっては、合理的配慮

の具体的内容や過度の負担の内容を踏まえて議論を行うべきであること、納付金財

政への影響を含めて考えるべきであること、他の公的支援の活用も考えるべきとの

意見があった 

  

(3) 過度の負担 

○ 過度の負担を判断するに当たっては、企業規模、業種、雇用している障害者数及び

障害特性、企業のおかれている財政状況、経営環境や合理的配慮に対する経済的な支

援等も考慮すべきであり、これらの項目を類型化した指針をもとに判断すべきである

こと。なお、合理的配慮の内容によっては、事業主の対応に一定の期間を要するもの

があることから、過度の負担を判断するに当たっても、その点に留意することが必要

であること 

また、過度の負担に当たるかどうかは、合理的配慮の提供が事業主への義務付けで 

あることも踏まえ、使用者側に説明責任があるとの意見があった一方、合理的配慮の

具体的な内容や過度の負担への対応を検討する中で説明責任の在り方についても検

討すべきではないかとの意見があった 

 

○ 上記の指針を定めるに当たっては、この分野における関係当事者である労働者側の

委員、使用者側の委員、障害者側の委員、公益委員の参画の下で検討を行うこととす

べきであること 



第４ 権利擁護（紛争解決手続） 

 
○ 企業において紛争が生じた場合の紛争解決手続きについて、まずは企業内における労

使の十分な話し合いや相互理解等により、できる限り自主的に問題が解決されるべきで

あること 

 

○ 企業内で自主的に解決しない場合は、外部の第三者機関による解決を図るべきである

が、刑罰法規や準司法的手続のような判定的な形で行うのではなく、調整的な解決を重

視すべきであること 

紛争の早期解決、実効性を考えると、紛争解決手続として、既に存在する紛争調整委

員会を活用した仕組みとすることが適当であること 

 

○ 具体的には、 

① 男女雇用機会均等法等を参考に、紛争時における労働局長による助言・指導、勧告

を行うとともに、必要に応じて、調停制度による調整的仕組みとすることが適当であ

ること 

② 紛争調整委員会制度の活用に当たっては、障害者雇用に関する知見を有する者の意

見を聞くことが可能な仕組みとすることが適当であること 

③ さらに、障害者虐待防止法により設置される都道府県障害者権利擁護センターや市

町村障害者虐待防止センター、差別禁止部会で創設が検討されている障害者の権利救

済機関と、都道府県労働局とが連携を図るべきであること 

 

○ また、男女雇用機会均等法等を参考に、個別の紛争以外の場合でも差別禁止等の施行

に関して、厚生労働大臣による助言・指導、勧告の規定を設けることが妥当であること 

なお、企業名公表の規定を設けることについて、導入を検討すべきとの意見があった

一方で、今般、合理的配慮という新しい概念を導入すること等を踏まえると、まずはそ

の施行状況を踏まえて議論することが適当ではないかとの意見があった 

 

 

 

  



第５ 公務員の取扱い 

 

 
○ 国家公務員又は地方公務員についても、同様に障害者権利条約への対応が図ら 

れるべきであり、それぞれの法制度の中で、障害者権利条約に沿った取扱いがな 

されるよう、関係省庁間において調整が図られるべきであること 

 

  



Ⅱ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲等について 

第１ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲 
 

（1） 障害者雇用促進制度における障害者の範囲について 

 ○ 現在の障害者雇用促進制度における障害者については「長期にわたる職業生活上の

相当の制限」を個別に判断しており、例えば、障害者手帳を所持しない発達障害者、

難治性疾患患者等で「長期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、又は職業生活を

営むことが著しく困難な者」についても障害者雇用促進法の対象に含まれていること

から、本来対象とすべき者が障害者とされていること 

 

○ 一方、障害者雇用促進制度における障害者の規定については、障害者の範囲につい

て見直しが必要な状況にはないが、改正障害者基本法における障害者の定義の規定ぶ

りとの整合性の確保、対象の明確化の観点から、法制的な検討を行うべきであること 

 

  

（2） 就労の困難さに視点を置いた判断の在り方について 

○ 現在の障害者雇用促進法の対象となる障害者であることの判断は、医学的判断に

加え、「長期にわたる職業生活上の相当の制限」を個別に判断しており、就労の困

難さに視点を置いたものと評価できること 

 

○ 一方で、就労の困難さは障害特性により多様であることに加え、企業の職場環境

や本人の希望職種などによっても異なるため、判断のための一律の基準を作ること

は困難であるが、医療機関や支援機関の担当者等からの情報も参考にしながら判断

することを通じて、就労の困難さについての判断の精度を高めることが必要である

こと 

 

○ 就労の困難さの判断の精度を高めるとともに、障害者本人の状況に応じた就労支

援を適切に行うため、医療機関や支援機関も含めた人材育成も重要であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第２ 障害者雇用率制度における障害者の範囲等 
 

（1） 雇用義務制度の趣旨・目的について 

○ 雇用義務制度は、雇用の場を確保することが極めて困難な者に対し、社会連帯の理

念の下で、すべての企業に雇用義務を課すものである。したがって、企業が社会的な

責任を果たすための前提として、 

① 企業がその対象者を雇用できる一定の環境が整っていること 

② 対象範囲は明確であり、公正、一律性が担保されること 

が必要であること 

 

   

（2）精神障害者の取扱い 

○ 精神障害者の雇用環境は改善され、義務化に向けた条件整備は着実に進展してきた

と考えられることから、精神障害者を雇用義務の対象とすることが適当であるとの意

見があった一方、義務化の意味合いは非常に重いことから精神障害者の雇用環境に関

する状況についてさらに議論した上で義務化の可否を検討すべきとの意見があった 

 

○ 精神障害者を雇用義務の対象とする場合の実施時期については、企業の経営環境や

企業総体としての納得感といった観点も踏まえ、十分な準備期間が必要であるとの意

見があった一方、十分な準備期間は必要であるが実施時期についてはあまり先のばし

すべきではないとの意見があった 

 

○ また、精神障害者の雇用義務化に当たっては、 

・ 企業内で理解を得られる環境作り 

・ 個人と企業とのマッチングや定着を支援するための体制整備や経済的な支援、

企業と外部の支援機関が連携をして支援していく体制の充実 

を図ることが必要であること 

 

○ 精神障害者を雇用義務の対象とする場合の対象者の把握・確認方法は、精神障害の

特性やプライバシーへの配慮、公正、一律性等の観点から、精神障害者保健福祉手帳

で判断することが適当であること 

  その際、その際、本人の意に反し、手帳の取得が強要されないようにすべきである

との意見があった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(3)  その他の障害者について 

○ 障害者手帳を所持しない発達障害者、難治性疾患患者等のその他の障害者について

は、 

・ 企業における雇用管理ノウハウの蓄積や企業の雇用環境の改善をさらに進めて

いくとともに、地域の就労支援の体制作りやネットワークの構築を進めて行くこ

と 

・ 対象範囲が明確でなく、公正・一律性が担保されていないことから、職業生活

上の困難さを把握・判断するための研究を行っていくこと 

が必要であること 

 

○ その上で、雇用義務制度の趣旨・目的を踏まえると、障害者手帳を所持しない発達

障害者、難治性疾患患者等のその他の障害者については、現時点では雇用義務の対象

とすることは困難であること 

 

 

  



 

第３ 障害者雇用率制度における障害者の範囲等 
 

(1) 重度障害者の範囲とダブルカウント制度について 

○ ダブルカウント制度は、就労の困難度の高い重度障害者の雇用促進に一定の役割

を果たしてきた。重度障害者の雇用にあたっては、施設、設備等の物的な負担や、

現場指導等の配慮等が必要であることから、今後も重度障害者の雇用を促進してい

くためにも、ダブルカウント制度は継続していくことが必要であること 

 

○ 一方で、重度障害者の基準について、職業生活上の困難さを実態に応じた見直し

を検討していくべきとの意見があった一方で、就労の困難さは障害特性により多様

であること等を踏まえると、新たな基準を定めるのは困難との意見があった 

 

 

 (2) 特例子会社制度について 

○ 特例子会社制度が、知的障害者をはじめとする障害者の雇用促進に果たしてきた

役割は大きく、多くの障害者をその特性に配慮して継続して雇用するという観点で

も貢献しており、特例子会社制度は継続していくことが必要であること 

 

○ 一方、ノーマライゼーションの観点も踏まえ、今後は、特別に配慮が必要な障害

者の雇用の創出という機能のみならず、特例子会社で蓄積した障害者雇用に関する

ノウハウを普及・啓発させる等の役割が期待されるのではないかとの意見があった   

さらに、特例子会社で雇用される障害者について、キャリア形成をより積極的に

行うことが必要ではないか、労働条件などの面でも引き続き適切な取扱いがなされ

ることが必要であるとの意見があった 

 

 

 (3) 派遣労働者について 

○ 派遣労働は複雑な雇用形態であり、各企業で派遣労働者の位置づけをどう捉える

かということにも関係することから、引き続き、派遣労働者としての障害者雇用の

ニーズの動向等を見た上で検討すべきであること 
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平 成 ２ ２ 年 ４ 月 ２ ７ 日

労働政策審議会障害者雇用分科会

労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の

在り方に関する中間的な取りまとめ

当分科会においては、労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方

、 、に関する研究会における成果を踏まえ 障害者権利条約の批准が行われる場合には

これに合わせて障害者雇用促進法の改正を含めた対応を図ることとするため、昨年

１０月より、労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方に関する具

体的な検討を行ってきたところである。

当分科会においては、昨年１２月までに、労働・雇用分野における障害者権利条

約への対応の在り方に関する主要な論点について一通りの議論を行ってきたところ

であるので、今後の障害者雇用促進法の見直しに係る議論に資する観点から、以下

のとおり、当分科会における障害者雇用促進法の見直しに係る主な議論の状況を中

間的に取りまとめた。

第１ 基本的枠組み

１ 枠組みの全体像

労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止及び合理的配慮の提供

については、実効性を担保するための仕組みを含めて国内法制に位置づけるこ

とが必要であることについて、異論はなかった。また、障害者雇用率制度につ

いて、障害者権利条約（以下「条約」という ）においては積極的差別是正措。

置をとるべきだということが盛り込まれており、また、我が国における障害者

雇用率制度は成果を上げてきていることから、引き続き残すべきとの意見が出

され、異論はなかった。

２ 差別禁止等枠組みの対象範囲

(1) 障害者の範囲

差別禁止等の対象とする障害者の範囲は、現行の障害者雇用率制度の対象よ

り広範囲なものとし、障害者雇用促進法第２条に規定する障害者としてはどう

かとの意見が出され、異論はなかった。

また、労働者代表委員から、発達障害者支援法第２条に規定する発達障害者

についても障害の範囲に入れてはどうかとの意見が出された。

使用者代表委員から、特定の労働者が障害者に含まれることについての予見

の可能性が担保されるべきであるとの意見が出された。

(2) 事業主の範囲

労働者代表委員からは、差別禁止等を義務付ける事業主の範囲については全
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ての事業主とすべきとの意見が出された。

これに対し、使用者代表委員からは、とりわけ中小企業事業主については、

職場の就業環境や公的な支援機関の整備状況なども勘案しながら、段階的な実

施も含め、一定の配慮が必要との意見が出された。

第２ 障害を理由とする差別の禁止

１ 基本的考え方

障害を理由とする差別を禁止することについて、異論はなかった。

また、労働者代表委員及び障害者代表委員から、差別禁止の実効性を担保す

るためには、企業での啓発的な活動を合理的配慮の内容に位置付けるべきでは

ないかとの意見が出された。

２ 禁止すべき差別

条約においては、雇用に係るすべての事項を差別禁止対象としており、主な

対象としては、募集・採用の機会、賃金その他の労働条件、昇進・配置その他

の処遇、教育訓練、雇用の継続・終了（解雇・雇止め等）が考えられるとの意

見が出され、異論はなかった。

また、労働者代表委員から、禁止すべき差別の中に間接差別も含まれるので

。 、 、はないかとの意見が出された これに対し 公益委員及び使用者代表委員から

具体的な判断基準を示すのは困難ではないかとの意見が出された。

３ その他

労働者代表委員から、障害を理由とする解雇や雇止めなどを無効にするとい

った、私法上の効果を規定すべきとの意見が出された。

第３ 職場における合理的配慮

１ 合理的配慮の内容

(1) 基本的考え方

障害者に対して職場における合理的配慮の提供を事業主に義務付けることに

ついて、異論はなかった。

また、合理的配慮は個々の労働者の障害や職場の状況に応じて提供されるも

のであり、多様かつ個別性が高いものであるので、法律では合理的配慮の概念

を定め、具体的な配慮の内容等については、配慮の視点を類型化しつつ、指針

として定めることが適当であるとの意見が出され、異論はなかった。

合理的配慮は、障害者の個々の事情と事業主側との相互理解の中で可能な限

り提供されるべき性質のものであり、最初から細部まで固定した内容のものと

することは適切でないとの意見が出され、異論はなかった。

(2) 合理的配慮提供の枠組み

公益委員から、合理的配慮提供の枠組みとしては、例えば、施設・設備の整

備、人的支援、職場のマネージメント及び医療に関する配慮といった枠組みで

考えていくべきではないかとの意見が出された。
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(3) 合理的配慮の内容

募集・採用の機会（採用の機会におけるコミュニケーション支援等を

含む）が合理的配慮の内容に入るとの意見が出され、異論はなかった。

公益委員から、教育訓練についても対象となるのではないかとの意見が

通勤時の移動支援等、労働時間出された。また、使用者代表委員からは、

外のものを合理的配慮の対象に含めることは適当でないとの意見が出された。

(4) 合理的配慮提供の実効性担保

合理的配慮提供の実効性を担保するためには、あまり確定的に権利義務関係

で考えるのではなく、指針等により好事例を示しつつ、当事者間の話合いや第

三者が入ってのアドバイスの中で、必要なものを個別に考えていくことが適切

であるとの意見が出され、異論はなかった。

労働者代表委員から、合理的配慮を求めた障害者に対する事業主の不利益取

扱を禁止すべきであるとの意見が出された。

労働者代表委員、使用者代表委員及び障害者代表委員から、障害者に対する

合理的配慮を行う事業主の負担に対する助成の在り方を検討するべきではない

かとの意見があった。

２ 合理的配慮の提供のための仕組み

相談体制も含め、合理的配慮が適切に提供されるための仕組みを検討する必

要があるとの意見が出され、異論はなかった。

また、公益委員及び障害者代表委員から、職場において、具体的にどのよう

な合理的配慮が必要か、障害者本人が十分な意思表示をできない場合は、第三

者が関与できるようにした上で、使用者と障害者が話し合えるようにする必要

があるとの意見が出された。

３ 過度の負担

(1) 過度の負担の判断

事業主にとって配慮の提供が過度の負担となる場合には、事業主が合理的

配慮の提供義務を負わないということについて、異論はなかった。

、 、過度の負担については 合理的配慮と同様に非常に個別性が強いことから

企業の事業規模等を総合的に勘案して、個別に判断する必要があり、判断基

準として一律の数値基準を設けることにはなじまないとの意見が出され、異

論はなかった。また、使用者代表委員から、仮に指針において過度な負担の

判断基準を記載するとしても、あくまで一つの参考情報として位置付け、基

準に対応した事例の集積を待つことが適切であるとの意見が出された。

使用者代表委員から、過度の負担か否かを判断する要素として、企業規模、

企業がその時々に置かれている財政状況や経営環境全般が考慮されるべきであ

るとの意見が出された。

障害者代表委員から、企業が新しく障害者を雇う際には、企業が提供可能な

合理的配慮の限界を提示する必要があるとの意見が出された。

労働者代表委員から、過度の負担に該当するかについては、使用者側がまず
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説明責任を負うべきではないかとの意見が出された。

(2) 公的助成との関係

労働者代表委員及び障害者代表委員から、公的な助成等を考慮した上で過度

の負担か否かを判断すべきではないかとの意見が出された。

第４ 権利保護（紛争解決手続）の在り方

１ 企業内における紛争解決手続

企業内における労使の十分な話し合いや相互理解等により、できる限り自主

的に問題が解決されるべきであること、企業内で自主的に解決しない場合は、

外部の第三者機関による解決を図るべきであるが、刑罰法規や準司法的手続の

ような判定的な形で行うのではなく、調整的な解決を重視すべきであるとの意

見が出され、異論はなかった。

２ 外部機関等による紛争解決手続

紛争の早期解決、実効性を考えると、紛争解決手続として、既に存在する紛

争調整委員会を活用した仕組みとすることが妥当であるとの意見が出され、異

論はなかった。

労働者代表委員から、仮に紛争調整委員会を活用する場合には、出頭命令を

行いうることとした上で出頭命令に応じられない場合に過料を課す等の権限の

付与や、勧告権限、企業名公表等の権限の付与が必要であるとの意見が出され

た。また、原告労働者に負担がかからないよう使用者との立証責任の配分をあ

る程度決めておく必要があるとの意見が出された。

、 、公益委員及び労働者代表委員から 仮に紛争調整委員会を活用する場合には

労使代表、障害者雇用に関する専門家や障害当事者の関与を可能とすることが

必要であるとの意見が出された。
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